
千葉県柏市 

１．自治体の概要 

①県内地図（県内の市等の位置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②面積： 

③人口：４２６，２２４人（平成３１年４月現在） 

④児童数：６５，９９０人（平成３１年４月現在） 

⑤類型（小規模等）：中規模 

 

２．自治体の組織図（拠点機能を組織図に位置付け） 

 

 

  こども福祉課の家庭児童相談担当を拠点として位置付けている。 

相談支援担当

キッズルームひまわり担当/キッズルームこすもす担当/保育所等訪問支援担当

子育て支援担当

給付・支援担当/家庭児童相談担当/児童相談所設置調査担当

企画整備担当/管理運営担当

整備担当/給付担当

企画運営担当/入園担当/給食担当

桜台/若葉/あけぼの/富勢/東中新宿/豊四季/増尾/豊住/土南部/豊四季乳児/西原
/豊町/富士見/酒井根/名戸ケ谷/田中/旭町/東町/高野台/しこだ/松葉/高柳/高柳

こども発達センター

キ ッ ズ ル ー ム

こ ど も 部 子 育 て 支 援 課

こ ど も 福 祉 課

学 童 保 育 課

保 育 整 備 課

保 育 運 営 課

保 育 園
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３．支援拠点としての説明（特徴・機能） 【開設年月：平成３０年４月】 

（1） 特徴 

  ア 養護相談等に係る相談件数の推移（3年分） 

   相談種別 H28 H29 H30 

養護相談 
児童虐待 217  217  711  

その他 361  422  252  

保健相談 0  2  0  

障害 

肢体 1  0  1  

視聴覚 0  0  0  

言語発達 4  1  1  

重症心身 0  0  0  

知的 0  2  1  

自閉症等 4  22  38  

非行 
ぐ犯 2  2  0  

触法 0  0  8  

育成 

性格行動 22  21  26  

不登校 14  20  19  

適性相談 1  3  1  

育児しつけ 54  111  112  

他 
調査依頼 348  337    

その他     189  

合 計 1,028  1,160  1,359  

    ※H30は，H29までの「調査依頼」が「児童虐待」に含まれる。  

 

  イ 児童虐待対応として工夫している事項  〔マニュアル P.12 参照〕 

    拠点としての 4 業務（①実状の把握②相談対応③総合調整④調査、支援及び指導等⑤他関係機

関との連携）遂行上の特徴 

市内を南北のエリアに分け，さらに南北毎に３つの地域に分けて，１つの地域ごとに正職員の

ケースワーカーを配置し，拠点の４業務について一貫して対応する体制をとっている。 

 

（2）開設前の取組と現状の取組について 

①子育て世代包括支援センター(母子部門)との連携  〔マニュアル P.6～7参照〕 

  ※子育て世代包括支援センター未設置自治体であれば母子部門（所属明記）との連携 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

・要対協の実務者会議（進行管理部会）を

概ね２か月毎に開催し，ケース進行管理を

実施。 

・上記とは別に毎月「保健所連絡会」を開

 

⇒ 

・2019 年度から実務者会議を毎月に変更した。 

・「保健所連絡会」も毎月継続し，実務者会議と

内容が重複しない内容で実施。通告や情報提供

の手順や要対協登録後の連絡調整についてお互
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催し，保健所地域保健課とこども福祉課

（拠点）でケースの情報共有を実施。 

いの地区（地域）担当が共通認識を持てるよう

に調整している。 

 

②児童相談所との連携  〔マニュアル P.9参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

・要対協の実務者会議（進行管理部会）を

概ね２か月毎に開催し，ケース進行管理を

実施。 

・上記とは別に「児童相談所連絡会」を年

に５～６回開催し，勉強会的な内容を中心

に実施していた。 

 

 

⇒ 

・2019 年度から実務者会議（進行管理部会）を

毎月に変更した。 

・児童相談所連絡会としては実施していない

が，2019年度は 10～11月にかけて，拠点の職員

が児童相談所の受理会議・援助方針会議を視察

する。 

 

③要保護児童対策地域協議会の活用  〔マニュアル P.8参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

(1) 代表者会議(毎年５月に開催。構成機関

の代表者による年間活動計画の承認。) 

(2) 実務者会議(毎年５月，１０月に開催。５

月は代表者会議と合同。１０月は児童虐 

待防止推進月間の取り組み等を協議。) 

(3) 実務者会議(進行管理部会：ケースの支

援状況の進行管理。) （概ね２か月毎） 

(4) 個別ケース検討会議(個別支援会議：ケ

ース毎に関わる機関による個別の協議。) 

(5) 定期的情報提供依頼(子どもが所属する

学校，幼稚園，保育園，こども園から毎月 

の生活状況の情報提供。) 

(6) 児童虐待防止推進啓発活動(啓発品の配

布。市の広報やＨＰ。ポスター掲示。) 

(7) 研修会 (児童虐待への対応等に関する

研修会。) 

 

 

⇒ 

・2019 年度からの主な変更点は(3)の実務者会議

（進行管理部会）を毎月に変更した。 

 

④人員配置  〔マニュアル P.4、25～27参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

子ども家庭支援員：５名（内非常勤０名） 

心理担当支援員：１名（内非常勤０名） 

虐待対応専門員：８名（内非常勤６名） 

※８名とは別に子ども家庭支援員，心理担

当支援員も虐待対応専門員を兼ねている。 

 

 

⇒ 

子ども家庭支援員：６名（内非常勤０名） 

心理担当支援員：１名（内非常勤０名） 

虐待対応専門員：８名（内非常勤６名） 

※８名とは別に子ども家庭支援員，心理担当支

援員も虐待対応専門員を兼ねている。 
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その他事務職員等：４名（内非常勤４名） 

※初期相談対応職員：２名（社会福祉士） 

※ペアレントトレーニングファシリテータ

ー：１名 

※家庭児童相談スーパーバイザー：１名

（児童相談所長ＯＢ） 

その他事務職員等：４名（内非常勤４名） 

※初期相談対応職員：２名（社会福祉士・精神

保健福祉士） 

※ペアレントトレーニングファシリテーター：

１名 

※家庭児童相談スーパーバイザー：１名（児童

相談所長ＯＢ） 

 

（3）相談室、親子交流スペース、事務室等 〔マニュアル P.27参照〕 

相談室１                    相談室２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 親子交流スペース               事務室 

  

 

４．拠点設置の効果及びメリット 

心理担当職員の配置が正職員で可能となったことで，ペアレントトレーニング等の心理職の特性が活

かせる支援が中長期的に検討できるようになった。2018～2019 年は心理職も現場を知るために，地区

担当を兼務していたが，心理担当職員を地区担当と兼務せずに専任として活用する場合の業務の全体

像や拠点の中での役割分担は今後更に検討する必要がある。 
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東京都文京区 

１．自治体の概要 

①県内地図（県内の市等の位置） 

 

②面積：11.29平方キロメートル 

③人口：225,304人（2019年 10 月現在） 

④児童数：32,354人（18歳未満）（2019年 10月現在） 

⑤類型（小規模等）：中規模型 

 

 

２．自治体の組織図（拠点機能を組織図に位置付け） 

 【組織図】 

  区長－副区長－企画政策部（以下省略） 

        －総務部（以下省略） 

        －区民部（以下省略） 

        －アカデミー推進部（以下省略） 

        －福祉部（以下省略） 

        －子ども家庭部－子育て支援課 

                幼児保育課 

                子ども施設担当課長 

                子ども家庭支援センター 

                児童相談所準備担当課長 

        －保健衛生部（以下省略） 

        －都市計画部（以下省略） 

        －土木部（以下省略） 

        －資源環境部（以下省略） 

        －施設管理部（以下省略） 

    －会計管理者（以下省略） 
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  教育委員会（以下省略） 

  監査委員（以下省略） 

  選挙管理委員会（以下省略） 

  区議会（以下省略） 

※「子供家庭支援センターは、児童福祉法第 10条の 2に定められた機能を有しているため、子供家

庭支援センターを設置している自治体については、平成 29年 4月時点で児童福祉法に基づく支援拠

点を設置している。」、「条例・要綱等で定めることや届出等は必要ない。」との東京都見解により、組

織規則等に支援拠点は記載されていない。 

 

 

３．支援拠点としての説明（特徴・機能） 【開設年月：2017（平成 29）年 4月】 

（1） 相談件数の推移及び特徴 

  ア 養護相談等に係る相談件数の推移（3年分）(※児童虐待の件数も明記) 

    2018年 相談件数（延） 12,625回（うち児童虐待 7,909回） 

    2017年 相談件数（延） 10,125回（うち児童虐待 6,435回） 

    2016年 相談件数（延） 10,771回（うち児童虐待 7,233回） 

    ※相談員の行動回数（訪問、面接、電話等）の集計数 

 

イ 特徴（児童虐待対応として工夫している点、事項を具体的に） 〔マニュアル P.12参照〕 

    拠点としての 4 業務（①実状の把握②相談対応③総合調整④調査、支援及び指導等⑤他関係機

関との連携）遂行上の特徴 

⑤区内に大学付属病院等があることから、要保護児童対策地域協議会に医療関係者会議を設置

しており、児童虐待に対する医療機関の取り組みや体制、ケース事例の検討等について、区内

大学病院や医師会、保健サービスセンターとの情報共有や連携を図っている。 

 

 

（2）開設前の取組と現状の取組について 

①子育て世代包括支援センター(母子部門)との連携  〔マニュアル P.6～7参照〕 

  ※子育て世代包括支援センター未設置自治体であれば母子部門（所属明記）との連携 

平成 28年 3月までの取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

保健サービスセンターとの連絡会（年 10 回） 

保健師合同研究会（年 6回） 

養育支援訪問事業での連携等 

※平成 27年度実績 

 

 

⇒ 

大幅な変更なし 
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②児童相談所との連携  〔マニュアル P.9参照〕 

平成 28年 3月までの取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

児童相談センターとの連絡会（年 12 回）

等、「東京ルール」に基づく連携 

 

⇒ 

大幅な変更なし 

 

③要保護児童対策地域協議会の活用  〔マニュアル P.8参照〕 

※庁内組織及び地域資源を結び付けた役割分担と連携の工夫等 

平成 28年 3月までの取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

代表者会議（年 1回） 

実務者会議（年 5回）（講師を招いての研修

等により構成機関のレベルアップを図る。） 

医療関係者会議（年 2回） 

個別ケース会議（年 81回） 

※平成 27年度実績 

 

 

 

⇒ 

大幅な変更なし 

 

④人員配置  〔マニュアル P.4、25～27参照〕 

平成 28 年 3月までの取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

センター長：1 名 

子供家庭支援ワーカー：6 名（内非常勤 2 名） 

虐待対策ワーカー：3 名（内非常勤 1 名） 

虐待対策コーディネーター：1 名 

専門相談員：4 名（内非常勤 4 名） 

その他事務職員等：9 名（内非常勤 5 名） 

※東京都／子供家庭支援センター事業実施要綱職員配置による 

 

 

⇒ 

センター長：1 名 

子供家庭支援ワーカー：12 名（内非常勤 5 名） 

虐待対策ワーカー：3 名 

虐待対策コーディネーター：1 名 

専門相談員：6 名（内非常勤 6 名） 

その他事務職員等：10 名（内非常勤 6 名） 

※東京都／子供家庭支援センター事業実施要綱職員配置による 
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（3）相談室、親子交流スペース、事務室等 〔マニュアル P.27参照〕 

【相談室】                【親子交流室】 

   

【子ども家庭支援センター入口（事務スペースは他の区組織と同様】 

 
 

 

４．拠点設置の意義、効果及びメリット 

拠点設置が明記された児童福祉法改正前より、子ども家庭支援センターを設置し、同様の機能を有し

ていたため、大きな変更はない。 
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東京都大田区 

１．自治体の概要 

①県内地図（県内の市等の位置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②面積：60.83㎢ 

③人口：734,954人（令和元（2019）年 12月１日現在） 

④児童数：0歳～17歳 95,862人 （平成 31年（2019）年４月１日現在） 

⑤類型（大規模）： 

  

大田区 
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２．自治体の組織図（拠点機能を組織図に位置付け） 

 

※令和元年７月１日現在 

 

３．支援拠点としての説明（特徴・機能） 【開設年月：平成 20年２月】 

（1） 相談件数の推移及び特徴 

  ア 養護相談等に係る相談件数の推移（3年分） 

    

年度 虐待 その他の養護相談 合計 

平成 28 年度 ７７６  ５７８  １，３５４  

平成 29 年度 ９５２  ６３５  １，５８７  

平成 30 年度 １，００７  ８６２  １，８６９  

 

  イ 特徴（児童虐待対応として工夫している点、事項を具体的に） 〔マニュアル P.12参照〕 

    拠点としての 4 業務（①実状の把握②相談対応③総合調整④調査、支援及び指導等⑤他関係機

関との連携）遂行上の特徴 

経営計画担当係長

子育て支援担当係長

こどもサポート担当係長

施設担当係長

こども医療係

児童育成係

児童館

地域子育て推進係

※支援拠点機能

こども家庭部副参事
（保育基盤整備担当）

相談調整担当係長
子ども家庭支援センター

保育サービス課

保育サービス推進担当課長

こども家庭部副参事
（放課後居場所づくり担当）

キッズな洗足池担当係長

児童相談所開設準備担当係長

キッズな蒲田担当係長

こども家庭部
子育て支援課

児童相談所開設準備担当課長

保育職員担当係長

保育利用支援担当係長

保育園

保育政策担当係長

保育サービス基盤担当係長

管理係

指導検査担当係長

保育指導担当係長
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（2）開設前の取組と現状の取組について 

①子育て世代包括支援センター(母子部門)との連携  〔マニュアル P.6～7参照〕 

※子育て世代包括支援センター未設置自治体であれば母子部門（所属明記）との連携

平成 28年 3月までの取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

子ども家庭支援センターにも保健師を配置

し、定期的な会議の開催や特定妊婦、産後

ケア訪問に同行するなどの連携をしていま

す。 

⇒ 

・包括支援センターは健康政策部健康づくり

課、４か所の各地域健康課が機能を担っていま

す。 

②児童相談所との連携  〔マニュアル P.9参照〕 

平成 28年 3月までの取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

・虐待対策コーディネーターや虐待対応強

化員を配置して連携するとともに児童相談

所での研修などの人事交流を行い、相互理

解を深めています。 

⇒ 

本年 10月からは「児童虐待相談等の連絡・調整

に関する基本ルール（東京ルール）」に基づき児

童相談所からの送致・指導委託が加わり、児童

相談所が受理した泣き声通告や面前ＤＶ等のう

ち区の支援が適切と判断されたケースは、当セ

ンターが調査や指導を行うようになりました。

〇当区の子ども家庭支援センター（キッズな大森）を子ども家庭総合支援拠点に位置づけ、キッ

ズな洗足池をはじめとして３か所のサテライトを設置しています。すべての「キッズな」に子育

てひろばを設けるとともに心理職や看護師などの専門職を配置し、子育てや発育の不安などを幅

広く相談できる環境を整えています。 

〇要保護児童対策地域協議会の児童虐待対応力を強化のため、代表者会議に加え、地域別に実務

者会議、個別ケース会議などを開催し、ケースの状況に応じたきめ細やかな対応ができるよう連

携を深めています。更に区独自に「児童虐待対応マニュアル」を作成し関係機関に配布するとと

もに当センター職員が関係機関に出向きマニュアルの説明などを行いながら各機関が抱えてい

る情報を共有し、早期に必要な支援につなげる巡回支援事業を平成 30年度から実施しています。 

〇児童虐待防止ネットワークを強化するため、養育家庭体験発表会や児童虐待防止の啓発に加

え、今年度は「叩かない・どならない子育て」について、区内保育園や児童館等の施設長向け研

修会を行い、施設長が施設職員だけでなく保護者に向けた心構えなどをチラシなどを活用して幅

広く啓発活動を行いました。 
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③要保護児童対策地域協議会の活用  〔マニュアル P.8参照〕 

※庁内組織及び地域資源を結び付けた役割分担と連携の工夫等

平成 28年 3月までの取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

代表者会議年 2回、実務者会議年 8回、庁

内の関係機関と児相が参加する子ども家庭

支援センター会議年 12回開催の他、個別ケ

ース検討会議（平成 27年度 135回）を必要

に応じて開催し、柔軟な対応をしていま

す。 

⇒ 

配偶者暴力対策のため、人権男女平等推進課を

要保護児童対策地域協議会の構成員に加えまし

た。 

④人員配置  〔マニュアル P.4、25～27参照〕 

平成 28年 3月までの取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

子ども家庭支援員：４名（内非常勤０名） 

心理担当支援員：３名（内非常勤３名） 

虐待対応専門員：１０名（内非常勤０名） 

その他事務職員等：１名（内非常勤１名） 

⇒ 

子ども家庭支援員：５名（内非常勤０名） 

心理担当支援員：３名（内非常勤３名） 

虐待対応専門員：１７名（内非常勤３名） 

その他事務職員等：７名（内非常勤１名） 

（3）相談室、親子交流スペース、事務室等 〔マニュアル P.27参照〕 

４．拠点設置の意義、効果及びメリット 

子どもと家庭に関するあらゆる相談に対応できる環境を整え、要保護児童への対応のみならず、子

育ての不安や悩みを抱える保護者に対し、子育て相談や支援を行い、子どもたちの健やかな成長のた

めの総合的な家庭支援ができる体制を整備しました。 
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東京都葛飾区 

１．自治体の概要 

①県内地図（県内の市等の位置）

②面積：34.80平方キロメートル

③人口：464,667人   （令和元年 12月現在） 

④児童数：64,703人     (令和元年 12月現在） 

⑤類型（小規模等）：中規模型

２．自治体の組織図（拠点機能を組織図に位置付け） 

子育て支援部 

  育成課 

  子育て推進担当課 

  子育て支援課 

  保育課 

  子ども家庭支援課（子ども家庭係、金町子どもセンター担当係、母子保健係、発達相談担当係） 

  児童相談所設置準備担当課 

  子ども応援課 

３．支援拠点としての説明（特徴・機能） 【開設年月：平成２９年４月】 

（1） 相談件数の推移及び特徴

ア 養護相談等に係る相談件数の推移（3年分）

平成 28 年度 平成 29年度 平成 30年度 

虐 待 相 談 ２１４ ２９７ ３０６ 

養 護 相 談 ７４１ ９９６ １，０４８ 

そ の 他 ２１９ ２０２ ２３５ 

合 計 １，１７４ １，４９５ １，５８９ 

イ 特徴（児童虐待対応として工夫している点、事項を具体的に） 〔マニュアル P.12参照〕

拠点としての 4 業務（①実状の把握②相談対応③総合調整④調査、支援及び指導等⑤他関係機

関との連携）遂行上の特徴

◎母子手帳発行、妊婦面接、妊娠後期訪問、新生児訪問、乳幼児健診、また、就学前の発達相

談や５歳児健診を、総合支援拠点の職員と同一の課で担当している。そのため、それらの情報

をいち早く収集し、児童虐待の対応に活かしている。 
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（2）開設前の取組と現状の取組について 

①子育て世代包括支援センター(母子部門)との連携  〔マニュアル P.6～7参照〕 

  ※子育て世代包括支援センター未設置自治体であれば母子部門（所属明記）との連携 

平成 28年 3月までの取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

・すべての「包括支援センター」ではない

が、「包括支援センター」と「総合支援拠

点」が同一建物、同一フロアであるため、

頻繁に行き来をしている。要保護と判断さ

れる際は、情報が入り次第、情報を共有し

対応協議を行っている。こうした連携機能

は、平成 23年度から先駆的に実施。 

 

 

⇒ 

・同様の取り組みを継続している。 

 

②児童相談所との連携  〔マニュアル P.9参照〕 

平成 28年 3月までの取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

・児相との部会を月１回開き、双方の見立

てを伝え、支援に活かしてきた。 

・緊急度の高い案件については、受傷の写

真を児相へ直接持参し、対応の協議を行っ

てきた。 

 

 

⇒ 

・同様の取り組みを継続している。 

 

③要保護児童対策地域協議会の活用  〔マニュアル P.8参照〕 

※庁内組織及び地域資源を結び付けた役割分担と連携の工夫等 

平成 28年 3月までの取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

・児相との連携以上に、庁内組織の連携も

重要との考えから、保健センターとの部会

を早期から設けてきた。その後、母子手帳

発行業務を担う母子保健、未就学児の発達

相談担当が加わり、情報の共有を円滑に行

ってきた。 

 

 

⇒ 

・新たに二つの部会を設置。教育委員会指導主

事、児相司とで構成する部会では、虐待ケース

の情報共有を実施。 

・警察署少年係とで構成する部会では、警察が

認知した虐待ケースの歴照会や身柄保護となり

得るケースに係る対応を協議。 

 

④人員配置  〔マニュアル P.4、25～27参照〕 

平成 28年 3月までの取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

子ども家庭支援員：４名（内非常勤０名） 

心理担当支援員：２名（内非常勤 ２名） 

虐待対応専門員： ２名（内非常勤０名） 

その他事務職員等：２名（内非常勤０名） 

 

 

⇒ 

子ども家庭支援員： ４名（内非常勤 ０名） 

心理担当支援員： ６名（内非常勤４ 名） 

虐待対応専門員： ３名（内非常勤 １名） 

その他事務職員等： ２名（内非常勤 ０名） 
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（3）相談室、親子交流スペース、事務室等 〔マニュアル P.27参照〕 

  

相談室                 相談風景（イメージ） 

 

 

「包括支援センター」側の事務室から「総合支援拠点」の事務室を望む 

 

 

 

 

４．拠点設置の意義、効果及びメリット 

◎要対協の枠組みでは、情報共有の定式化が行われ、「顔の見える」関係を作る点で効果があった。さ

らに拠点設置によって、瞬時に適切な情報を共有し、地区担当保健師と子育て支援職員が同行訪問等、

一体となって対応できる意義がある。枠組みという土台の上に、ハード面、体制面とが両輪となり、拠

点設置のメリットを生み出していると考えている。 
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東京都立川市 

１．自治体の概要 

①市の特徴 

立川市は東京都のほぼ中央に位置する都市である。まちの玄関口であるＪＲ立川駅は、東西を３路線が

乗り入れ、南北を多摩モノレールやバス路線で結び、多摩地域の交通の要となっている。その為駅周辺

には大型な商業施設やオフィスビルがあり、多くの賑わいを見せている。一方広大な国営昭和記念公園

や北部には玉川上水などにより都内有数の農業地帯が広がり、水と緑に囲まれたやすらぎのある生活

環境も整っている。「にぎわい」と「やすらぎ」のバランスが取れた都市である。 

②面積：２４．３６㎢ 

③人口：１８３，９２３人（平成３１年４月１日現在） 

④児童数：１８歳未満人口 ２６，９６４人 （平成３１年４月１日現在）） 

⑤類型（小規模等）：小規模 C 

 

２．自治体の組織図（拠点機能を組織図に位置付け） 

 市長部局 － 子ども家庭部 ― 子ども家庭支援センター（専任のセンター長配置） 

                 子ども家庭センター係（課の庶務、総合相談、ファミリーサポー

トセンター、啓発事業、ブックスタート、地域組織化等） 

                 子ども家庭相談係（子ども家庭相談全般、虐待対応・虐待予防、 

要対協調整、子どもショートステイ、育児支援ヘルパー、養育支 

援訪問事業、叱りすぎ講座、ファミリーフレンド事業、ひとり親 

家庭訪問） 

※４つの拠点機能①実情把握 ②情報提供 ③相談等対応 ④総 

合調整はここで担っている 

※教育委員会の就学相談と教育相談を担う課が同じ室内にある 

発達相談係（未就学児の発達相談、グループ活動、巡回相談） 

ドリーム学園（公設公営の児童発達支援） 

 

３．支援拠点としての説明（特徴・機能） 【開設年月：平成２９年４月】 

（1） 特徴 

  ア 養護相談等に係る相談件数の推移（5年分） 

① 年度別相談件数 

 

504 516 
727 

459 532 

122 147 

176 

230 
252 

9,473 9,125 9,651 8,642 

11,129 

     0

 5,000

10,000

15,000

0

500

1,000

H26 H27 H28 H29 H30 H26 H27 H28 H29 H30

新規受理件数 延べ活動件数

児童虐待
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② 相談内容（平成３０年度）  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ 児童虐待対応として工夫している事項  〔マニュアル P.12 参照〕 

    拠点としての 4 業務（①実状の把握②相談対応③総合調整④調査、支援及び指導等⑤他関係機

関との連携）遂行上の特徴 

〇要対協に地区別会議（ブロック会議）を設け、エリアごとに年５回会議を開催し顔の見え

る関係づくり、情報共有を進めている。 

〇ひとり親で行政等と繋がりのない家庭をリスク要因ととらえ調査、訪問を関係課と実施 

〇母子保健との連携を深めるため月１回赤ちゃん訪問や妊娠届、妊婦サポート面接で気になる

家庭の情報共有を実施 

〇小中学校の生活指導主任会へ参加 

〇庁内の虐待対応担当者連絡会（高齢、障害、DV担当課等）に参加 

〇子ども・若者自立支援ネットワークに参加 

〇多重債務対策庁内連絡会に参加 

〇DV防止庁内連絡会に参加 

 

 

 

 

 

区     分 新規受理件数 

養護 
相談 

児童虐待相談 252 
その他の相談 259 

保健相談 3 

障害 
相談 

肢体不自由相談  
 
 

10 

視聴覚相談 

言語発達障害等相談 

重症心身障害者相談 

知的障害相談 

自閉症等相談 

非行 
相談 

ぐ犯行為等相談 2 
触法行為等相談 

育成 
相談 

性格行動相談 

58 不登校相談 

適性相談 

育児・しつけ相談 

その他の相談 200 
合 計 784 

再掲 
いじめ相談 0 
児童買春等被害相談 0 
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（2）開設前の取組と現状の取組について 

①子育て世代包括支援センター(母子部門)との連携  〔マニュアル P.6～7参照〕 

  ※子育て世代包括支援センター未設置自治体であれば母子部門（所属明記）との連携 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

健康センター（県推進課）の母子保健とこ

んにちは赤ちゃん訪問や妊娠届で気になる

家庭の情報共有、ケース検討を行う会議を

毎月実施 

 

 

⇒ 

平成 30年度に開始した妊婦サポート面接も検討

対象とした。情報共有が支援と連動するよう、

より特定妊婦の判断や養育支援訪問事業の導入

をセンターの保健師が意識している。 

 

②児童相談所との連携  〔マニュアル P.9参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

〇代表者会議、実務者会議、虐待進行管理

に児童相談所が参加 

〇児童相談所と協働で養育家庭体験発表会

開催 

〇児童相談所と協働で児童虐待防止推進月

間の啓発事業実施 

〇管内子ども家庭支援センター連絡会に参

加 

〇家庭復帰前のケース会議の開催 

〇センターの支援方針会議に児童相談所が

年 10回程度参加し意見や助言をもらった 

 

 

⇒ 

大きな変更なし 

 

 

③要保護児童対策地域協議会の活用  〔マニュアル P.8参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

〇実務者会議の下に地区別会議（ブロック

会議）を設置している。地区の保育園、小

中学校、児童館、主任児童委員、人権擁護

委員、保護司、健康推進課地区担当保健

師、生保の地区担当等が参加している。 

エリア設定は民生委員・児童委員協議会の

地区割、地域包括支援支援センターの地区

割、社会福祉協議会の地区担当（地域福祉

コーディネーター）の地区割に一致させて

いる。 

 

 

⇒ 

大きな変更なし 
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④人員配置  〔マニュアル P.4、25～27参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

 

子ども家庭支援員： 4名（内非常勤 名） 

心理担当支援員：   0名（内非常勤 名） 

虐待対応専門員：   4名（内非常勤 名） 

その他事務職員等： 0名（内非常勤 名） 

 

 

 

 

⇒ 

 

子ども家庭支援員： 5名（内非常勤 名） 

心理担当支援員：   0名（内非常勤 名） 

虐待対応専門員：   4名（内非常勤 名） 

その他事務職員等： 1名（内非常勤 名） 

 

 

（3）相談室、親子交流スペース、事務室等 〔マニュアル P.27参照〕 

      

（相談室）             （交流スペース） 

 

          （事務室） 

 

４．拠点設置の効果及びメリット 

東京都の場合国に先行して、平成 7 年から子供家庭支援センターの設置促進を進め、現在拠点と同

等の機能を満たしたセンターが全都で展開されている事情はあるが、子ども家庭支援を一義的・総合

的に対応する仕組みがあることで、ニーズを拾いやすく、俯瞰しやすく、途切れたりすき間に落ちてい

くことを防止することに一定の効果がある。 

一方で、相談内容や情報も多種多様で領域も広範囲に及ぶため、個人の知識や経験など資格では捉

えきれない資質やコミュニケーション能力が求められ、かなり経験を積んだ者でも身動きが取れなく

なる場面もあり、無理のない役割分担を考えることや、お互いが手を取り合ったり、信頼関係のとれて

いるところから手を指し伸ばすような、動的で柔軟なシステムが望ましいと考えている。 
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神奈川県相模原市 

１．自治体の概要 

①県内地図（県内の市等の位置） 

 

(出典：神奈川県ホームページ http://www.pref.kanagawa.jp/docs/ie2/cnt/f530001/p780102.html)  

※平成 31 年 2 月 12 日検索 

 

【相模原市について】 

・本市は首都圏南西部、神奈川県の北部に位置する政令指定都市です。市内には、６つの鉄道路線が通り、近年は首都

圏中央連絡自動車道のインターチェンジが開通するなど、交通アクセスの良さを背景に、大きく発展を続けてきまし

た。市の真ん中には相模川が横断し、東側には相模原台地、西側には丹沢山地・秩父山地が広がっており、また、市

内には大規模な公園も多く点在しており。都心まで１時間という利便性の高さを持ちながらも、川や山を身近に感じ

ることができる自然豊かなまちです。 

 

②面 積：３２８．９１㎢ 

③人 口：７１７，４１４人（平成３１年４月１日） 

④児童数：１０５，７３６人(平成３１年４月１日) 

⑤類型（小規模等）：中央区・南区（中規模型）、緑区（小規模Ｃ型）  

 

２．自治体の組織図（拠点機能を組織図に位置付け） 

・平成２９年度にこども・若者未来局を設置し、各区に子育て支援センターを設置。 

・子育て支援センターは、子育て世代包括支援センター及び子ども家庭総合支援拠点の機能を有する

とともに、同時に、要保護児童対策地域協議会（以下、「要対協」という。）の調整機関の役割も担

っている。 
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３．支援拠点としての説明（特徴・機能） 【開設年月：平成２９年４月】 

（1） 特徴 

  ア 養護相談等に係る相談件数の推移（3年分） 

 養護相談 保健相談 障害相談 非行相談 育成相談 その他 

相談 児童虐待

相談 

その他の

相談 

平成 28年度 910 689 6 10 4 285 54 

平成 29年度 972 684 0 14 3 215 46 

平成 30年度 1,050 751 5 15 5 218 39 

※福祉行政報告例 45 表「児童相談種類別対応件数」より 
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  イ 児童虐待対応として工夫している事項  〔マニュアル P.12 参照〕 

    拠点としての 4 業務（①実状の把握②相談対応③総合調整④調査、支援及び指導等⑤他関係機

関との連携）遂行上の特徴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）開設前の取組と現状の取組について 

①子育て世代包括支援センター(母子部門)との連携  〔マニュアル P.6～7参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

・平成 28年度までは、区の児童福祉相談担

当課である「こども家庭相談課」と母子保

健担当課である「保健センター」が組織上

分かれていた。母子保健担当課は健診等で

の児童虐待の発見やその後の通告、要対協

の構成員として、児童福祉相談担当課との

連携を図っていた。 

・平成 29年度の組織改編において、「こど

も家庭相談課」と「保健センター」の母子

保健機能を一体化して、子育て世代包括支

援センター機能も兼ね備えた「子育て支援

センター」を開設した。 

 

 

⇒ 

・児童福祉相談担当課と母子保健部門が「子育

て支援センター」として一つの組織となったこ

とで、児童虐待の通告や相談、その後の支援に

おいて、より円滑な連携が図られるようになっ

た。 

・現在も継続して、子育て支援センターにおい

て切れ目のない支援を目指し、母子保健分野と

連携している。母子保健部門との役割分担等を

明確にする検討の機会を多く持ち、より市民に

有益な支援を行うよう努めている。 

 

① 子育て支援センターは子育て世代の総合相談窓口として、児童家庭相談や母子保健、保育園入所申請、療育

相談、母子・父子家庭相談、女性相談等の妊娠期から子育て期にわたる相談を受け付けている。また、行政機

関、公立小中学校、保育園、幼稚園等に対し、児童虐待の一義的通告窓口であることを周知し、児童虐待の通

告や相談を受け、その後の安全確認や早期対応に努めている。 

② 相談対応に関しては、資格を有する職員配置を行い、要対協構成員や関係機関との連携の中で、児童虐待の

通告への対応やケース管理を行っている。個人情報の取り扱いについては要対協を活用している。 

③ 関係機関との相互理解に基づく連携体制の構築に向けて、関係機関（教育委員会、病院、警察、主任児童委

員等）との会議や要対協代表者会議（年１回）を行っている。 

④ 虐待相談や通告があった場合、子育て支援センターでは随時緊急受理会議を行い、要保護児童等として受理

したものは、家庭や所属、地域に対する調査及びその後の週１回の支援検討会議において支援方針の検討、

家庭の状況とリスクのアセスメント、支援方針に基づく家庭への支援、指導、介入を行っている。また、要対協構

成員や関係機関との連携の中で、個別ケース検討会議を開催し、家庭状況を確認し、役割分担の下で支援を

している。３か月に１回の頻度で、全件のケース進行管理を行っている。 

⑤ 子育て支援センターでは、教育委員会との人事交流により、指導主事を配置し、虐待相談や通告、その後の支

援について、福祉と教育との連携強化を図っている。また、子育て支援センターは要対協の調整機関の機能を

兼ねているため、要対協構成員を中心に、情報共有及び個別ケース検討会議の参加を依頼し、子どもや家庭

への支援に役立てている。また、児童相談所との連携体制を明確化し、送致等の手続きを明文化している。 
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②児童相談所との連携  〔マニュアル P.9参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

・市児童相談所とは、班長級の連絡調整会

議（実務者レベル）を月 1回、区ごとに担

当者間での情報交換会を２か月に１回実施

するなど、密に連携している。 

・リスクアセスメントにおいては共通のア

セスメントシートを使用しているほか、連

携等の取決めを共有し、送致や連携等の判

断が同水準でできるように工夫している。 

 

 

⇒ 

・開設前の取組を継続するとともに、児童相談

所が主催する研修への相互参加や、児童相談所

業務の経験者が人事異動により子育て支援セン

ターに配置されるようになっている。 

 

 

③要保護児童対策地域協議会の活用  〔マニュアル P.8参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

・要対協の調整機関の機能を兼ねている。 ⇒ ・現状は開設時と変わらない。 

 

④人員配置  〔マニュアル P.4、25～27参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

・子ども家庭支援員：3名（内非常勤 0名） 

・心理担当支援員：0名（内非常勤 0名） 

・虐待対応専門員：3名（内非常勤 0名） 

・その他事務職員等：0名（内非常勤 0名） 

 

 

⇒ 

・子ども家庭支援員：3名（内非常勤 0名） 

・心理担当支援員：1名（内非常勤 0名） 

・虐待対応専門員：3名（内非常勤 0名） 

・その他事務職員等：0名（内非常勤 0名） 

 

（3）相談室、親子交流スペース、事務室等 〔マニュアル P.27参照〕 

 

平成 30年度調査研究報告書 P63～65参照 

 

４．拠点設置の効果及びメリット 

本市では平成 22年度の政令指定都市移行時に、各区に要対協機能を備えた市区町村の児童虐待対応

部署の整備を図った。当時から保健師、保育士、社会福祉職の配置を行っており、拠点機能が備わって

いたといえる。現在、拠点機能をより強化するために、心理担当支援員を担う職員の定数化を目指して

いる。 

 拠点機能の強化により、市民に近しい親しみのある窓口として子育て相談を受け、家庭それぞれの

特徴を見立てる中で、早期に支援を行うことで、児童虐待の未然防止につながると認識している。 

当市が構築してきた職員体制や組織的対応、専門性は、拠点設置前後で変化がないため、効果やメリ

ットを感じにくいが、心理担当支援員の強化については当市の課題として、配属された際にはその効

果とメリットは研究していきたい。 
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神奈川県海老名市 

１．自治体の概要 

①県内地図（県内の市等の位置） 

 神奈川県のほぼ中央に位置し、南北に長い地形で、西は相模川を隔てて厚木市に、北は座間市、東は

大和市・綾瀬市、南は藤沢市・高座郡寒川町に接しています。南北に長い地形の中央には、通称「相模

横山九里の土手」といわれる相模丘陵の西崖が縦断し、西部の平地と東部の丘陵地帯に大きく二分され

ています。水田地帯は、温暖な気候と肥沃な土地に恵まれた穀倉地帯であり、丘陵地帯は年々宅地開発

が進み、著しい変貌を見せています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②面積：26.59平方キロメートル 

③人口：130,692人    （平成 31年１月１日現在） 

④児童数：22,458人    （平成 31年１月１日現在） 

⑤類型（小規模等）：Ｃ型 

 

２．自治体の組織図（拠点機能を組織図に位置付け） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子育て相談課 

こども家庭相談室 子育て支援センター 

・市町村子ども家庭総合支援拠点 
 

・要対協調整機関 

・ファミリー・サポート・セ
ンター 
・地域版子育て支援センター
（３か所委託） 

・子育て相談 
・児童虐待対応 
・児童虐待予防等 
・養育支援訪問事業 
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３．支援拠点としての説明（特徴・機能） 【開設年月：平成２９年４月】 

（1） 特徴 

  ア 養護相談等に係る相談件数の推移（3年分） 

 

  イ 児童虐待対応として工夫している事項  〔マニュアル P.12 参照〕 

    拠点としての 4 業務（①実状の把握②相談対応③総合調整④調査、支援及び指導等⑤他関係機

関との連携）遂行上の特徴 

① 実状の把握 
・「虐待と思われる子を見つけた時の流れ」の職員向け紙芝居を作成し、平成 28 年度公立・
私立保育園、私立幼稚園、平成 29年度小学校、平成 30 年度中学校、児童通所支援事業所、
新設保育園に出向き、発見から通告までの流れを周知している。 
 
・海老名市独自のリスクアセスメントシートを作成し、市内保育園、幼稚園、小学校、中学
校、要対協関係機関に配布し、リスクアセスメントの統一を図っている。 
 
・子どもの自らの気づきを促すことを目的に、毎年１１月の虐待防止月間に市内公立小学

校全児童へ「親・かぞくからこんなことがあったらそうだんしてね」ポケットティッシュ

を配布している。 

 

・居所不明児の早期発見のため、要保護児童対策地域協議会の下部組織として、「居所不

明児対応連絡会」を年２回実施している。また、庁内用として「海老名市居所不明児確認

シート」を作成し、関係各課の役割を一目で判るようにしている。  

 
② 相談対応 
・電話相談、来所相談等に保健師、心理士、こども相談員が相談内容により対応している。 
・地域版子育て支援センターへ月１回保健師と心理士が巡回し各相談に対応している。 

 
③総合調整 
・要対協事務局として、各機関の連携をとるため、ケースの状況によりケース会議を実施して
いる。 

（件）

身体的 心理 ﾈｸﾞﾚｸﾄ 性的

平成28年度 148 110 33 33 43 1 1 1

平成29年度 165 80 19 25 36 0 7 7

平成30年度 232 127 45 56 26 0 4 10

虐待と判断された件数の内訳左記のうち
虐待と判断
された件数

相談
件数

児相への
送致ｹｰｽ

一時保護
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④調査、支援及び指導等 
・受理会議、調査、支援方針等決定後、ソリューションフォーカスとアプローチを基に児童相
談所が作成の「訪問・面接の手帳」及び「安全を探すセリフ集」を参考にセリフを作成し、練
習実施後、訪問することとしている。 
 
⑤他関係機関との連携 
・年３回、教育支援センター相談業務従事職員とこども家庭相談室職員の「切れ目のない相談

支援のための専門職等連絡会」を実施し、お互いの業務内容についての情報交換、研修等を行

い、相談技術の向上及び相談業務における切れ目のない支援のための連携強化を図っている。 

 

・主任児童委員会議に年２回出席し、情報交換等を実施している。 

 
   ・毎年、新任の小学校、中学校の校長先生及び新設の保育園園長先生を訪問し、虐待発見から

通告までのリーフレット及びリスクアセスメントシートについての説明を実施している。 
 
・特定妊婦については、要対協の管理とし、母子保健担当課の保健師が主となり、妊婦のケア
ー等を実施している。また、必要に応じて病院へ要対協協力依頼をし、病院とも連携を行って
妊婦が無事に出産し、育児が行えるよう支援をしている。 
 

 

（2）開設前の取組と現状の取組について 

①子育て世代包括支援センター(母子部門)との連携  〔マニュアル P.6～7参照〕 

   

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

① ハード面：別の建物（要件がある時に行

き来していた） 

②ソフト面：養育支援訪問事業の進行管理

月１回実施 

 

 

 

 

⇒ 

① ハード面：こどもセンター内にこども育成課

（子育て世代包括支援センター）が設置とな

り、子育て相談課（子ども家庭支援拠点）と

同じ建物内になり連携が取り易くなった。 

② 養育支援訪問事業の進行管理を月１回実施。 

③ 子育て世代包括支援センターと子ども家庭支

援拠点との連携会議月１回実施。 

④ 各ケースの打ち合わせ、各担当随時実施。 

⑤ 専門職対象研修実施時に、母子保健が参加し

やすくなった。 
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②児童相談所との連携  〔マニュアル P.9参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

・毎月１回児相と実務者会議実施 

・要保護児童対策地域協議会（未就学） 

年６回 

・要保護児童対策地域協議会（就学） 

年２回研修形式で実施 

・随時ケース会議実施（主担当、役割分

担） 

 

 

⇒ 

・毎月１回児相と実務者会議実施 

・要保護児童対策地域協議会（未就学） 

年６回 

・要保護児童対策地域協議会（就学） 

年２回研修形式で実施 

・随時ケース会議実施（主担当、役割分担） 

・児相から市への送致の検討 

 

③要保護児童対策地域協議会の活用  〔マニュアル P.8参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

・要対協として年２回関係機関対象の研修

を実施 

・要対協として平成 28年度より保育園、幼

稚園、小中学校、放課後デイの職員を対

象に、虐待を発見した時の対応について

紙芝居で啓発 

・関係機関と連携が必要な時は、協力依頼

書 

 により、依頼。 

・海老名市のリスクアセスメントシートを

各機関に配布し、共通認識を持てるよう

にしている。 

 

 

⇒ 

・要対協として年２回関係機関対象の研修を実

施 

 

・要対協として平成 28年度より保育園、幼稚

園、小中学校、放課後デイの職員を対象に、

虐待を発見した時の対応について紙芝居で啓

発 

 

・関係機関と連携が必要な時は、協力依頼書 

 により、依頼。 

・海老名市のリスクアセスメントシートを各機

関に配布し、共通認識を持てるようにしてい

る。 

 

・上記についての PR及び啓発活動の継続 

・令和元年度は、紙芝居による啓発活動は、学

童保育所を対象。 

 

④人員配置  〔マニュアル P.4、25～27参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

 

子ども家庭支援員：３名（内非常勤３名） 

心理担当支援員 ：１名（内非常勤１名） 

虐待対応専門員 ：３名（内非常勤０名） 

その他事務職員等：０名（内非常勤０名） 

 

 

 

⇒ 

 

子ども家庭支援員：３名（内非常勤３名） 

心理担当支援員 ：１名（内非常勤１名） 

虐待対応専門員 ：３名（内非常勤０名） 

その他事務職員等：１名（内非常勤０名） 
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えびなこどもセンター外観 こども家庭総合支援拠点事務室（３階） 

相談室（３階） 

親子交流スペース（３階） 

（3）相談室、親子交流スペース、事務室等 〔マニュアル P.27参照〕 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
 
 

４．拠点設置の効果及びメリット 

・H29拠点設置、H30 こどもセンター開所となり、1Fが保育・幼稚園関係、母子保健関係、2F教育委員

会が入り、子どもの関係部署が１つになり、連携が取り易くなった。 

・拠点となるにあたって、人員配置面で充実することが出来た。 

・拠点となる前から関係機関研修の実施や虐待予防のための講座を実施してきたが、今後拠点として

の意識を職員が持ち、実施継続することが出来る。 
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神奈川県厚木市 

１．自治体の概要 

①県内地図（県内の市等の位置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②面積：93.84㎢ 

③人口：224,675人（令和元年９月現在）※人口速報（令和元年９月１日現在）から 

④児童数：33,784人（令和元年９月現在）※住民基本台帳人口（令和元年９月１日現在）から 

⑤類型（小規模等）：中規模型 

 

２．自治体の組織図（拠点機能を組織図に位置付け） 

  ※当市ではこども未来部家庭相談課（児童相談係）が拠点としての役割を担っている。 

   

 

 

３．支援拠点としての説明（特徴・機能） 【開設年月：平成 31年４月】 

（1） 特徴 

  ア 養護相談等に係る相談件数の推移（3年分） 

     【平成 28 年度】養護相談等に係る相談件数(7件)、児童虐待相談件数(112 件) 

     【平成 29 年度】養護相談等に係る相談件数(19件)、児童虐待相談件数(169件) 

     【平成 30 年度】養護相談等に係る相談件数(12件)、児童虐待相談件数(263件) 

 

  イ 児童虐待対応として工夫している事項  〔マニュアル P.12 参照〕 

    拠点としての 4 業務（①実状の把握②相談対応③総合調整④調査、支援及び指導等⑤他関係機

関との連携）遂行上の特徴 

○拠点の設置に併せて、乳幼児担当と学齢担当に分けた。乳幼児担当には保育士・保健師を、

学齢担当には社会福祉士を配置し、各事案に対してこれまで以上に専門性の高い支援を進め

られるようにした。また、乳幼児事案の件数が学齢児件数よりも多く、死亡を含めたリスク

も高い傾向があることから、乳幼児担当の人員数を多くした。 
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〇毎朝、事案の支援状況について情報共有を図っている。また、毎月１回、支援方針会議を行

い、支援方針の見直しが必要なケースについて協議している。加えて、３ヶ月に１回を目安

に、事案全件について進行管理会議を行い、進捗状況等を確認している。 

○小・中学校からの相談の中には、児童虐待事案として取り扱うべき不登校事案なのかはっき

りしないケースがあるが、基本的には拠点として対応し、関係機関がそれぞれの業務として

支援が進められるものなのか、児童虐待事案として取り扱う必要のあるものなのかを判断し

ている。 

 

 

（2）開設前の取組と現状の取組について 

①子育て世代包括支援センター(母子部門)との連携  〔マニュアル P.6～7参照〕 

  ※子育て世代包括支援センター未設置自治体であれば母子部門（所属明記）との連携 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

特定妊婦については、様々なリスクを抱え

ている妊婦一人ひとりについて、必要に応

じて随時、母子保健業務担当課から受理

し、対応してきた。 

 

 

⇒ 

特定妊婦を始め、各事案が複雑多様化している

ことから、これまで以上に丁寧に支援を進めて

いく必要があるため、母子保健業務担当課が把

握しているリスクのある妊婦全件について、毎

月、定例的に事案の検証を行い、要保護児童対

策地域協議会のケースとして受理すべき事案の

有無を検証する機会を作り、対応している。 

また、児童相談所、母子保健業務担当課、児童

虐待業務担当課で、支援の考え方や方法等につ

いて情報共有等をするための会議を行ってい

る。 

 

②児童相談所との連携  〔マニュアル P.9参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

月例で児童相談所との会議を開催し、当市

が要対協で受理したケースの情報共有を行

い、児童相談所からスーパーバイズを受け

ている。 

 

 

⇒ 

月例での児童相談所との会議に併せ、新たに母

子保健業務担当課を加えて、支援の考え方や方

法等について情報共有等をするための会議を行

っている。 

 

③要保護児童対策地域協議会の活用  〔マニュアル P.8参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

人事異動等で体制が変わった小・中学校

や、ケース対応の経験がない保育園や新設

の保育園に対しては、直接訪問し、要保護

児童対策地域協議会に関する基本的な説明

はもとより、ケースへの支援方法や役割を

丁寧に話合い、共通認識に努めることとし

た。また、ケースに対して支援が必要とな

る関係機関には協力を積極的にお願いする

こととした。 

 

 

⇒ 

 

左に同じ 
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④人員配置  〔マニュアル P.4、25～27参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

子ども家庭支援員：３名（内非常勤０名） 

心理担当支援員：２名（内非常勤２名） 

虐待対応専門員：４名（内非常勤４名） 

その他事務職員：２名（内非常勤０名） 

 

 

⇒ 

 

左に同じ 

 

 

 

（3）相談室、親子交流スペース、事務室等 〔マニュアル P.27参照〕 

相談室                      親子交流スペース 

 

 

 

 

 

 

 

 

  事務室 

  事務室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．拠点設置の効果及びメリット 

①専門職を配置して体制を強化したことにより、事案に対してより丁寧にきめ細かく支援が進められ

るようになった。 

②心理担当支援員として、臨床心理士等の資格を有する者を配置したことで、従来できなかった、心理

的な見立てが可能となり、より専門的な見地に立った支援が可能となった。 
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神奈川県葉山町 

１．自治体の概要 

①県内地図（県内の市等の位置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②面積： 

③人口：33,045人（令和元年 9月 1日現在） 

④児童数：5,234 人（令和元年 9月 1日現在） 

⑤類型（小規模等）：小規模 A型 
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２．自治体の組織図（拠点機能を組織図に位置付け） 
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３．支援拠点としての説明（特徴・機能） 【開設年月：平成 31年４月】 

（1） 特徴 

  ア 養護相談等に係る相談件数の推移（3年分） 

要保護児童新規受理の虐待種別内訳   （  ）内は世帯数 

年度 身体的虐待 性的虐待 心理的虐待 ネグレクト 計 

平成30年度 2 0  4  2 8 (4) 

 25.0% 0% 50.0% 25.0%  

平成29年度 2 0  2  2 6 (5) 

 33.3% 0% 33.3% 33.3%  

平成28年度 6 0  19  0 25 (7) 

 24.0% 0% 76.0% 0%  

 

  イ 児童虐待対応として工夫している事項  〔マニュアル P.12 参照〕 

    拠点としての 4 業務（①実状の把握②相談対応③総合調整④調査、支援及び指導等⑤他関係機

関との連携）遂行上の特徴 

・拠点業務を行っている課が母子保健および要対協担当課であるため、情報共有・他機関連携

をしやすい。 

 

 

（2）開設前の取組と現状の取組について 

①子育て世代包括支援センター(母子部門)との連携  〔マニュアル P.6～7参照〕 

  ※子育て世代包括支援センター未設置自治体であれば母子部門（所属明記）との連携 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

担当課が同じであるため、健診や訪問等で

気になるケースについては課内で情報共有

し、必要に応じ、要対協ケースとする等の

対応をとる。 

 

 

 

⇒ 

従来の取組みを継続すると共に、支援拠点に配

置された臨床心理士の面接に繋げている。 

 

 

②児童相談所との連携  〔マニュアル P.9参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

毎月１回定例会を行い、要対協ケースや要

フォローケースについての情報共有を行

う。 

隔月で、困難ケースの支援についての児相

コンサルテーションを行う。 

 

 

⇒ 

従来の取組みを継続している。 
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③要保護児童対策地域協議会の活用  〔マニュアル P.8参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

要対協調整担当課が同じ課であるため、必

要時にすぐに関係各機関から情報の収集を

行うことができ、情報共有ができる。 

 

 

 

 

⇒ 

従来の取組みを継続している。 

 

④人員配置  〔マニュアル P.4、25～27参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

 

子ども家庭支援員：２名（内非常勤０名） 

心理担当支援員：１名（内非常勤１名） 

虐待対応専門員： 名（内非常勤 名） 

その他事務職員等： 名（内非常勤 名） 

 

 

 

 

 

 

 

⇒ 

 

子ども家庭支援員：２名（内非常勤０名） 

心理担当支援員：１名（内非常勤１名） 

虐待対応専門員： 名（内非常勤 名） 

その他事務職員等： 名（内非常勤 名） 

 

 

（3）相談室、親子交流スペース、事務室等 〔マニュアル P.27参照〕 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

４．拠点設置の効果及びメリット 

・従来行っていた相談業務を改めて周知することで、潜在していた相談ニーズを引き出すことにつな

がった。 

・配置基準を超えて心理担当支援員を配置したことで、より多角的な視点からケースの見立てができ

るようになった。 
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新潟県上越市 

１．自治体の概要 

①県内地図（県内の市等の位置） 

 

②面積：973.89 平方キロメートル 

③人口：192,068人 （平成 31 年 4月 1日現在） 

④児童数：28,725人 （平成 31 年 4月 1日現在） 

⑤類型（小規模等）：中規模型 

 

 

２．自治体の組織図（拠点機能を組織図に位置付け） 

 

企 画 管 理 係

● こ ど も 課

家庭福祉 ・給付係

　　　　

支 援 係

総 務 係

療 育 係

相 談 係

○妊産婦及び子どもの医療費助成に関すること。
○児童手当に関すること。
○児童扶養手当に関すること。
○ひとり親家庭等医療費助成に関すること。
○母子生活支援施設への入所に関すること。
○未熟児養育医療に関すること。
○若竹寮に関すること。
○その他児童並びに母子家庭及び父子家庭の福祉に関すること。

●すこやかなくらし
包括支援センター
（子ども家庭総合
支 援 拠 点 ）

○上越市版地域包括ケアシステムの構築及び推進に関すること。
○福祉に係る総合的な相談支援に関すること。
○虐待に関すること。
○子どものすこやかな育ちに係る包括的な支援に関すること。
○所管する事務に係るこども発達支援センターとの連携調整に関すること。
○認知症の相談に関すること。
○地域包括支援センターに関すること。
○精神福祉に関すること。

○すこやかなくらし包括支援センター及びこども発達支援センターの事務の処理
　に関すること。
○すこやかなくらし包括支援センター及びこども発達支援センターの庶務に関す
　ること。
○所管する事務に係るこども発達支援センターとの連携調整に関すること。

こども発達
支援センター

○子どもの療育支援に関すること。
○児童発達支援事業所に関すること。

○子どもの発達相談に関すること。
○障害児相談支援事業所に関すること。

○子育て支援施策の企画及び調整に関すること。
○子ども・子育て支援事業計画に関すること。
○家庭児童施策の実施に関すること。
○所管する施設に関すること。
○児童館の認可手続に関すること。
○課の庶務に関すること。

上越市 

新潟県 

新潟市 
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３．支援拠点としての説明（特徴・機能） 【開設年月：平成 30年 4月】 

（1） 特徴 

  ア 養護相談等に係る相談件数の推移（3年分） 

＜相談件数＞  

年度 家庭訪問 施設面談 電話相談 
学校等 

訪問 

ケース 

会議 
講座等 合計 

（参考） 

人員体制 

平成 28 年 283( 87) 334(115) 992( 545) 157(58) 104(20) 187( 69) 2057( 894) 7（3） 

平成 29 年 380(131) 441(165) 2165(1240) 199(74) 147(26) 237( 61) 3569(1697) 7（3） 

平成 30 年 397(153) 562(222) 2269(1186) 246(82) 159(26) 192( 45) 3825(1714) 7（3） 

社会福祉士等専門職を含めた件数 （ ）内数字：家庭相談員による件数 

＜児童虐待の件数＞ 

  H28年度(年間) H29年度(年間) H30年度(年間) 

要保護(世帯)  153世帯 205世帯 230世帯 

要保護児童 

3歳以下 66人 119人 127人(26.5%) 

4歳～就学前 58人 53人 69人(14.4%) 

小学生 122人 144人 155人(32.4%) 

中学生 48人 65人 71人(14.8%) 

高校相当年齢(～18歳) 35人 47人 57人(11.9%) 

計 329人 428人 479人 

要支援児童  不明 26世帯 41人 35世帯 62人 

特定妊婦  75世帯 75人 61世帯 61人 56世帯 56人 

支援計(人数)  228世帯 404人 292世帯 530人 321世帯 597人 

 

  イ 児童虐待対応として工夫している事項  〔マニュアル P.12 参照〕 

    拠点としての 4 業務（①実状の把握②相談対応③総合調整④調査、支援及び指導等⑤他関係機

関との連携）遂行上の特徴 

・ 情報収集項目・方法については、所定の様式を用いてもれなく実施した上で、週 1 回の支

援検討会議で多職種を交えて協議しながら今後の支援方針、主担当機関・担当者、関係機

関との連携、モニタリング時期等を決定している。 

・ 支援拠点の担当者が調整機関における総合調整役となり、母子保健担当部門担当者や各地

区担当保健師、各保育園、幼稚園、学校等と密に連携しながら、特定妊婦から開始される地

域における切れ目ない支援を実施している。 

・ 2 か月に 1 回の定期的なモニタリングの他、調整機関として最低でも年 1 回、全ての保育

園、幼稚園、学校等に巡回訪問を行い、支援機関の実情の把握を行い、現場担当者に必要な

研修企画に活用している。 

・ 保護者が、自身の障害、子どもの発達特性、経済困窮などの問題を抱えていることもある

ため、福祉や医療など必要なサービスへの繋ぎを行うなど、家族全体を立て直すよう支援

し、虐待の原因となっている根源の問題を解決するよう取り組んでいる。保護者とは敵対
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関係になるのではなく、一支援者として関われるような関係づくりに努めている。 

（2）開設前の取組と現状の取組について 

①子育て世代包括支援センター(母子部門)との連携  〔マニュアル P.6～7参照〕 

※子育て世代包括支援センター未設置自治体であれば母子部門（所属明記）との連携

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

2017年度から健康づくり推進課と 13 区総合

事務所に子育て世代包括支援センター（母

子部門）を設置し、健康づくり推進課の主

担当者が対象者を台帳で進捗管理しなが

ら、子どもの発達段階・家庭状況等に応じ

て、各地区担当保健師を中心に庁内の関係

各課と適切に連携して支援を実施。 

⇒ 

2019年度からすこやかなくらし包括支援センタ

ーが子育て世代包括支援センターと子ども家庭

総合支援拠点の 2つの機能を担い、これまでと

同様に対象者を台帳で管理しながら、健康づく

り推進課及び 13区総合事務所の各地区担当保健

師を中心とした庁内の関係機関と適切に連携し

て支援を実施。 

②児童相談所との連携  〔マニュアル P.9参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

市が対応したケースは全て児童相談所に報

告し、日常的に密に連携を取りつつ、個々

のケースの状況により役割分担・連携を図

り支援を行っている。2018年度は年 2回の

連携会議を実施し、体制の確保についての

意見交換を行っている。 

⇒ 

連携会議を年 4回に増やし、体制の確保につい

ての意見交換を行うとともに、それぞれが抱え

る課題を基に具体的な解決策に向かうような協

議を行っている（例えば要対協構成機関に属す

る現場担当者に現状から今、どのような研修が

必要か協議し企画・実施するなど）。 

③要保護児童対策地域協議会の活用  〔マニュアル P.8参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

支援拠点が要対協の調整機関を担い、要対

協構成機関と情報共有を密に行いながら、

支援対象児童の早期発見、支援、課題の共

有化を図ってきた。 

⇒ 

調整機関と要対協構成機関との支援ネットワー

クをより密にするため、構成機関に所属する一

人一人が要対協の目的や自分の役割を意識して

動けるようになるための人材育成が大切。その

ため当市版「子どもの虐待防止ハンドブック」

に基づき具体的に現場で対応する際のマニュア

ルや共通様式を作成し、それらの活用について

の研修を継続して行っていく予定。 

④人員配置  〔マニュアル P.4、25～27参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

子ども家庭支援員：3名（内非常勤 名） 

心理担当支援員：1名（内非常勤 名） 

子ども家庭支援員：6名（内非常勤 3名） 

心理担当支援員：3名（内非常勤 名） 
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虐待対応専門員：2名（内非常勤 名） 

その他事務職員等：1名（内非常勤 名） 

 

 

 

 

 

⇒ 虐待対応専門員：2名（内非常勤 名） 

その他事務職員等：1名（内非常勤 名） 

2019年 4月から当市の相談機能の一元化を図

り、社会福祉士、保健師、臨床心理士を集約し

た。このため、上記支援員の他に児童虐待に対

して 9名（内非常勤 2名）による対応が可能に

なった。 

また、未就学児童等の療育・相談業務を担うこ

ども発達支援センターが当センターの機関組織

と位置づけ、こども発達支援センター利用児童

との連携がより密になった。 

 

（3）相談室、親子交流スペース、事務室等 〔マニュアル P.27参照〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

４．拠点設置の効果及びメリット 

  効果：拠点として設置前から、児童相談所や園・学校、関係機関と連携を密に行い、児童虐待に対

応していたが、相談機能の一元化を図った今年度初めに『市区町村子ども家庭総合支援拠

点』として課内職員に児童虐待に関する研修を行った。このことにより課内職員が児童虐

待早期発見・予防が重要であることについて意識が高まった。 

  メリット：補助事業による家庭相談員賃金の財源確保。 

 

事務室 親子交流スペース 

相談スペース 相談室（防音機能あり） 
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新潟県十日町市 

１．自治体の概要 

①県内地図（県内の市等の位置） 

 

 

②面積：590.39 ㎢ 

③人口：52,578 人（平成 31年４月現在） 

④児童数：7,076 人（平成 31年４月現在） 

⑤類型（小規模等）：小規模Ａ 
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２．自治体の組織図（拠点機能を組織図に位置付け） 

十日町市の行政組織

企画政策課

総務課

財政課

防災安全課

税務課

福祉課

市民生活課

【十日町市子育て世代包括支援センター】

【十日町市子ども家庭総合支援拠点】

医療介護課 ・十日町市要保護児童対策地域協

子育て支援課 ・十日町市家庭相談室

発達支援センター

産業政策課

農林課

観光交流課

建設課

都市計画課

エネルギー政策課

環境衛生課

上下水道局

川西支所

中里支所

松代支所

松之山支所

教育総務課

学校教育課

生涯学習課

文化財課

スポーツ振興課

建設部

議会 議会事務局

市長 副市長 総務部

市民福祉部

健康づくり推進 母子保健課係

市民福祉部

（子育て支援担

産業観光部
成人保健係

環境エネルギー部

（支所）

教育委員会 教育長 子育て教育部

会計管理者（会計課）

水道事業 上下水道局

文化スポーツ部

選挙管理委員会 選挙管理委員会

監査委員 監査委員事務局

農業委員会 農業委員会事務

 

 

３．支援拠点としての説明（特徴・機能） 【開設年月：平成 30年３月】 

（1） 特徴 

  ア 養護相談等に係る相談件数の推移（3年分）(※児童虐待の件数も明記) 

   養護相談件数は、平成 28 年度は 198 件（うち、児童虐待相談件数は 106 件）、平成 29年度は 176

件（うち児童虐待相談件数は 80 件）、平成 30 年度は 194 件（うち児童虐待相談件数は 88 件）とな

っている。 

   平成 29年度に虐待としてフォローする基準と期間を見直したため、平成 28年度から平成 29年度

の件数が減少している。 

 

  イ 児童虐待対応として工夫している事項  〔マニュアル P.12 参照〕 

    拠点としての 4 業務（①実状の把握②相談対応③総合調整④調査、支援及び指導等⑤他関係機

関との連携）遂行上の特徴 

同課、同係に子育て世代包括支援センターと子ども家庭総合支援拠点を設置し、一体的

に運営をしている。 
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① 実態把握：住民基本台帳から家族員の年齢構成、乳幼児健診などからわかる両親の就労

状況、介護サービス利用状況、地区担当保健師の把握状況から家族全体の情報を把握し

ている。 

② 相談等への対応：妊娠期からの把握により、早期に支援を開始できる。乳幼児健診、育児

相談（子育て支援センター）訪問等で支援を継続していく。また、保育園や学校を通して

18歳までの支援を実施。子どもや家庭のニーズに合わせて福祉サービスや関係機関への

支援をつなぐ。 

③ 総合調整：実務者会議を通して情報を把握し、緊急度に合わせて個別ケース会議を行う

ことにより、関係機関との情報共有や支援を連携して行うなどの調整的な役割を行って

いる。 

④ 調査、支援及び指導等:地区担当保健師や関係機関等の協力を得ながら緊急リスクの判断

をできるように調査を行い、緊急受理会議で緊急性の判断や支援の方向性を決定してい

る。 

その支援の方向性・計画について児童相談所にも報告及び相談を行いながら電話や面接

等による助言指導や、個別ケース会議を行い役割分担を明確にしながら継続的な支援を

行っていく。 

⑤ 関係機関との連携 

児童相談所、教育委員会と年 10回の実務者会議の他、適宜個別ケース会議等を行いなが

ら情報共有、見立てや評価、役割分担を行っている。 

 

（2）開設前の取組と現状の取組について 

①子育て世代包括支援センター(母子部門)との連携  〔マニュアル P.6～7参照〕 

  ※子育て世代包括支援センター未設置自治体であれば母子部門（所属明記）との連携 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

平成 27年度に母子保健係に要保護児童対策

地域協議会を組込み、母子保健分野からの

情報を把握しやすい体制としていた。 

 

 

⇒ 

平成 30年３月に子育て世代包括支援センターと

拠点を同時に設置。一体性を確保し取組を行っ

ている。 

切れ目のない支援を行う他、ハイリスクの情報

を拠点に集約し、要保護児童対策地域協議会の

ケース登録を行う他、１回/月の定期連絡会の開

催、ケースに応じて両機関が家庭訪問や面談を

共同し、実施している。 

 

②児童相談所との連携  〔マニュアル P.9参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

年１回の代表者会議の他、年４～５回の実

務者会議で情報共有やケースの客観的な見

立ての協議や見直しの機会としていた。 

 

 

⇒ 

年１回の代表者会議の他、年 10回の実務者会議

で情報共有やケースの客観的な見立ての協議や

見直しの機会としている。同時に特定妊産婦
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（年４回）や要支援児童（年３回）についての

検討を 

行っている。また、ケース関係者連絡会などで

随時、役割分担などの具体論を決定している。 

③要保護児童対策地域協議会の活用  〔マニュアル P.8参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

平成 27年度に母子保健係に要保護児童対策

地域協議会を組込み、母子保健分野からの

情報を把握しやすい体制としていた。 

⇒ 

妊産婦から 18歳未満までの児童に対して、子ど

もの安全や権利を意識したアセスメントや支援

計画を関係機関と共有し、評価をしている。 

④人員配置  〔マニュアル P.4、25～27参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

子ども家庭支援員：２名（内非常勤２名） 

心理担当支援員： 名（内非常勤 名） 

虐待対応専門員：２名（内非常勤１名） 

その他事務職員等： 名（内非常勤 名） 

⇒ 

子ども家庭支援員：２名（内非常勤２名） 

心理担当支援員： 名（内非常勤 名） 

虐待対応専門員：２名（内非常勤１名） 

その他事務職員等： 名（内非常勤 名） 

（3）相談室、親子交流スペース、事務室等 〔マニュアル P.27 参照〕 

４．拠点設置の効果及びメリット 

 妊娠期から関係機関等と児童虐待予防の視点について共有していることで情報共有がタイムリーにで

きる。そのため切れ目のない支援が行え、児童虐待予防の取組が行える。  

 また、家庭相談員等がすべての乳幼児健診に従事するほか、定期的に子育て支援センターでの育児相

談や保育園・こども園での巡回相談などに参加することで子どもやその家庭の状況の把握、また顔の見

える関係ができることで、連携がスムーズである。  

 
 相談室  親子 交流スペース  事務室  
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福井県越前市 

１．自治体の概要 

①県内地図（県内の市等の位置）         

②面積：230.75ｋ㎡ （内森林が 62％） 

③人口：82,754人（内外国人 4,268人） 

（平成 31年 4月現在） 

④児童数：13,046人（平成 31年 4月現在） 

⑤類型（小規模等）：Ｂ型 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．自治体の組織図（拠点機能を組織図に位置付け） 

市民福祉部（福祉事務所）         
      子ども福祉課   子ども・子育て総合相談室※市設置規則  
              ※支援へのワンストップサービスとパーソナルサポートを実施 
              ・子ども相談Ｇ（児童・家庭相談、ひとり親家庭相談、ＤＶ相談） 

要保護児童対策地域協議会調整機関、子ども家庭総合支援拠点、 
子育て世代包括支援センターの一部の機能 

・発達支援Ｇ（障がい児相談、発達支援相談） 
児童発達支援センター機能、障がい児通所事業（療育） 

      健康増進課    母子保健Ｇ  子育て世代包括支援センターの一部の機能 
※子ども・子育て総合相談室及び健康増進課の保健師、社会福祉士等には相互に兼務 
辞令が発令 

 

本市は、平成１７年１０月１日に武生市と今
立町が合併して誕生した都市です。昔からモノ
づくりが盛んで、今日でも越前和紙、越前打刃
物、越前箪笥などの伝統的工芸品の産地となっ
ています。近年は、電子・自動車・家電製品産
業やニットアパレル産業などが盛んで、県下第
一の製造品出荷額を誇る「ものづくり都市」で
す。これらの工場には、日系ブラジル人が派遣
社員として多く働いており、居住しています。
日系ブラジル人の方は、多くが家族で居住して
いるので、当然のことながら子どもたちもたく
さん市内で暮らしています。そのため、就学前
教育施設や小学校、中学校などでの子どもたち
への支援が大切です。 
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３．支援拠点としての説明（特徴・機能） 【開設年月：平成２９年４月】 
（1） 特徴 

  ア 養護相談等に係る相談件数の推移（3年分） 

 相談件数 左記のうち

虐待と判断

された件数 

虐待と判断された件数の内訳 

身体的 心理的 性的 ネグレ 

クト 

平成２８年 ２４１件 １１０件 ２３件 ６１件 ２件 ２４件 

平成２９年 １３０件 ３１件  ９件 ２１件 ０件  １件 

平成３０年 １４４件 ４６件  １０件 ３４件 ０件  ２件 

 

  イ 児童虐待対応として工夫している事項  〔マニュアル P.12 参照〕 

    拠点としての 4 業務（①実状の把握②相談対応③総合調整④調査、支援及び指導等⑤他関係機

関との連携）遂行上の特徴 

①実状の把握 

ａ）要保護児童対策地域協議会構成機関である庁内関係課へ調査を行う 
 ・家族構成（ジェノグラム作成）  
 ・子どもの所属機関  

  ・家族の勤務先（必要に応じて所得を確認） 
 ・祖父母の介護保険サービス利用状況 

  ・必要に応じて障害者手帳、自立支援医療利用状況  
 ・必要に応じて母子管理台帳で乳幼児健康診査等の情報を確認 

   ※母子管理台帳には、保健師の支援記録や乳幼児健診受診時の様子、母子手帳交付時の
アンケート項目などに重要な記録が残されている。相談対象が未就学児や発達特性のあ
る場合は必ずチェックする 

ｂ）要保護児童対策地域協議会構成機関である保育園等、幼稚園、小中学校に調査を行う。 
  ・対象児童や兄弟の登校状況等を確認 

※子どもの所属機関からの情報は重要。当市は、拠点職員及び保健師が地区担当制をと
っている。日頃から、保育園等の園長や小中学校の教頭や教育相談担当教諭と顔の見え
る関係を築いておくことでスムーズな連携につながる 

 
②相談対応 
 ・一般的な子育てに関する相談から児童虐待等に関する相談まで専門職がワンストップで対

応。ケースを見立て、必要な支援（部署）につなげる 
 ・妊娠期から子どもが自立するまでの相談全般に対応 
 ・多問題家庭では、複合的な課題が絡み合っていることが多いので、一つ一つを丁寧に聞き

取る 
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③総合調整 
ａ）主訴を整理 

  ・主訴（初回の聞き取り内容）と調査結果を整理しケースを見立てる 
  ・県作成の共通リスクアセスメントシートを活用する 

 ・アセスメントした結果、必要な支援を考える 
ｂ）ＳＶ会議(受理会議)の開催（週１回程度） 
 ・ＳＶ会議にて、ケースの見立てやアセスメントの結果を報告し、チームで確認ののち、

援助方針を決定。また、スーパーバイザーに助言をもらう 
 ・児童相談所への連絡の判断をする 

  ・担当地区以外のケースの情報も共有する 
 ・緊急なケースの場合は、相談を受理した段階で会議を行う 
ｃ）必要に応じて個別ケース会議を開催（※関係機関による個別ケース会議が重要） 

  ・関係機関によるケース会議が必要と判断すればケース会議を実施。  
① 要保護児童対策地域協議会ケース会議の宣言（子どもの支援のために開催する会議で

あることや守秘義務の徹底についての宣言） 
② 関係機関が必要な情報を提供し情報共有する 
③ 援助方針を決定し、必要な支援を確認する 
④ 役割分担を決める 

 
④調査、支援及び指導等 

・ケース会議やＳＶ会議で決まった援助方針に基づいて支援を行う 
 ・必要に応じて関係機関からの情報を収集し提供する。こども・子育て総合相談室に情報が

集約される 
 ・ケースに関する情報や支援記録は、児童自立支援システム（子どもの情報データベースシ

ステム）にて管理。職員間の情報共有。 
 

⑤他関係機関との連携 

 ａ）ケース進行管理会議（毎月） 
要保護児童対策地域協議会構成機関の内の社会福祉課、健康増進課、教育振興課、スクー
ルソーシャルワーカー、児童家庭支援センターの５機関が出席。情報共有と援助方針の確
認会議を行う。運営は、拠点担当職員が調整役。 

 ｂ）寄り添い支援実施団体との連携 
※子ども・子育て総合相談室がすべてのケースにきめ細やかな寄り添い支援を行うには限
界がある。保育園、幼稚園、小中学校の見守りを始め、地域における社会資源を発掘し活
用することが重要。 

① 児童養護施設（ショートステイ、トワイライトステイ） 
② 児童家庭支援センター（心理士によるカウンセリング、生活困窮家庭（個別型）学習支援

事業） 
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③ 地域子育て支援センター 
④ 放課後等デイサービス事業所 
⑤ 児童センター（学童保育事業） 
⑥ 地域学習支援事業（越前市では、家庭学習支援を前提とした子どもの居場所づくりを推

進している。子どもの生活圏域に、地域ボランテイアと教員ＯＢ、学生ボランテイアが
協力し合い事業を実施） 

⑦ 子ども食堂 
 

 

（2）開設前の取組と現状の取組について 

※当市は、平成１８年度から子ども福祉課家庭支援グループが設置され、児童虐待の第一義的窓口とし

て、また、要対協調整機関として対応。平成２１年度には、課内室として「家庭児童相談室」が設置され、

室長が配置される。同時期にケース進行管理を開始。その後、平成２４年に制定した「越前市子ども条例」

に基づき、平成２５年度より子どもに関する相談のワンストップ窓口として「子ども・子育て総合相談

室」を設置。専門職を配置し、母子保健部門や教育部門との兼務辞令も発令し、一般的な子育てに関する

相談から発達障害に関する相談、児童虐待等に関する相談に対応できる体制を整備（システム化）。 

開設前の取組については「子ども・子育て総合相談室」設置前として記載しています。 

 

①子育て世代包括支援センター(母子部門)との連携  〔マニュアル P.6～7参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

母子保健グループと家庭児童相談グループ

が必要に応じ連携。が、システム化されてい

なかったため、個人の判断に任されていた。 

 

 

⇒ 

特定妊婦や養育支援が必要な家庭を中心に連携。

母子保健部門と児童福祉部門は相互に兼務辞令

が発令されており、情報共有もスムーズである。 

 

②児童相談所との連携  〔マニュアル P.9参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

ケースに応じて、児相と連携して支援。 

 

 

⇒ 

・児童相談所との連携マニュアルに基づき対応。

主に下記のケースについて児相と連携。 

１）児童福祉施設への入所が必要なケース 

２）重篤なケース（専門的な判断） 

３）一時保護が必要なケース 

・市主催のケース進行管理会議への定期的な参加。  

 

 

 

 

 

 

445



③要保護児童対策地域協議会の活用  〔マニュアル P.8参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

子ども家庭総合支援拠点が、家庭児童相談
室、要保護児童対策地域協議会調整機関、子
育て世代包括支援センターの一部の機能を
担う。 

 

 

⇒ 
変化なし 

 

④人員配置  〔マニュアル P.4、25～27参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

子ども家庭支援員：２名（内非常勤 名） 

心理担当支援員：  名（内非常勤 名） 

虐待対応専門員： １名（内非常勤 名） 

その他事務職員等：３名（内非常勤３名） 

 

 

⇒ 

子ども家庭支援員：２名（内非常勤 名） 

心理担当支援員：  名（内非常勤 名） 

虐待対応専門員： １名（内非常勤 名） 

その他事務職員等：３名（内非常勤３名） 

 

（3）相談室、親子交流スペース、事務室等 〔マニュアル P.27参照〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子ども・子育て総合相談窓口 
 

子ども・子育て総合相談室 
 

相談室 

事務所配置図（平成３１年４月現在） 
※令和元年１１月よりセンター内で事務所移転予定 
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４．拠点設置の効果及びメリット 

 子ども家庭総合支援拠点としてのメリットは、要保護児童対策地域協議会の調整機関も担っている

ため、通告や相談があった場合、庁内や要対協関係機関からの情報収集や調整がしやすい。また、ワン

ストップ窓口として、子どもに関する情報を集約しているため、支援の緊急性や支援対象者への効果

的なアプローチ方法を判断、決定することができている。 
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和歌山県有田川町 

１．自治体の概要 

①県内地図（県内の市等の位置） 

 

 

②面積：351.84 ㎢ 

③人口：26,446人  （令和元年 8月 1日現在） 

④児童数：18歳未満の人口 4,099人  （令和元年 8月 1日現在） 

⑤類型（小規模等）：小規模 A型（※設置要綱の基準は満たしていない支援拠点として） 

 

２．自治体の組織図（拠点機能を組織図に位置付け） 

 

 

 

 

 

 

健康推進課内に設置 
「家庭支援総合センター」 
（子ども家庭総合支援拠点） 
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３．支援拠点としての説明（特徴・機能） 【開設年月： 平成 29年 4月】 

（1） 特徴 

【特徴】 

 平成 26年 5月、複合的な問題に対応できるよう、他課同士の連携を目的として、家庭支援総合センタ

ー（以下、家支総）を設立する。当初、家支総は、教育委員会内にあり、保育所事務担当が兼務していた

が、平成 27年から専任の職員を 1名配置し、その職員が、教育委員会と町長部局両方からの辞令を拝し、

教育と福祉の橋渡しとしての役割を担うようになる。専任職員を中心に対応を担っていたが、より一層

の福祉との連携の重要性を考慮し、平成 28年度から福祉保健部内に家支総を配置し直すこととなる。 

 平成 29年度より、ケース対応業務が増えたことから専任職員を 2名に増員し、現在の形となる。家支

総も健康推進課内に設置されたことで、母子保健との情報連携を密に行うことが可能となっている。ま

た、各関係課に協力職員が配置されており、福祉部門、教育部門、保育部門などからの情報連携も容易と

なっている。 

 子ども家庭総合支援拠点について、H29.3月に要綱が発表された時点で、親子交流スペース以外は人員

も実際に行っている業務も該当していたため、設置要綱の基準を満たさない拠点としている。 

 

【人員】 

健康推進課長 健康推進課長 １名 

専任センター長 福祉保健部 兼 教育委員会 １名 

専任相談員 社会福祉士・精神保健福祉士 資格保有 １名 

保育士 子育て支援センター長(兼務) １名 

指導主事 教育委員会 こども教育課(兼務) １名 

保健師 健康推進課(協力) １名 

相談員 
やすらぎ福祉課 生活困窮担当(協力) 

元教員（臨時職員） 
２名 

 

 

  ア 養護相談等に係る相談件数の推移（3年分）(※児童虐待の件数も明記) 

                                      （単位：人） 

 

相談件数 

左記の内、

虐待と判断

された件数 

虐待件数の内訳 

一時保護 

身体的 性的 心理的 ネグレクト 

平成 28年度 39 36 15 0 15 6 0 

平成 29年度 51 44 17 0 23 4 2 

平成 30年度 58 56 12 1 31 12 4 
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  イ 児童虐待対応として工夫している事項  〔マニュアル P.12 参照〕 

    拠点としての 4 業務（①実状の把握②相談対応③総合調整④調査、支援及び指導等⑤他関係機

関との連携）遂行上の特徴 

① 実状の把握 

新規の相談については、 

・住民基本台帳より、住所や世帯構成、祖父母等の親族情報も含めて把握 

・子どもの所属機関の有無を把握。所属先有の場合、所属先からの情報収集を行う 

・母子保健事業（予防接種・乳幼児健診の受診状況、発達相談等）との関わりを把握 

・その他福祉制度の関わり、ひとり親家庭等の制度、精神疾患等障害関係、生活困窮や生活 

保護などの関わりがないか確認 

・税情報や水道料金の支払い状況等の確認 

関係個所からの情報を出来る限り迅速に情報を収集する。 

 

継続ケースについて 

・一度取り扱った子どもに関係する情報は、家庭支援総合センターへ集約されるように、各

関係機関へ周知 

・毎年 4～5月に継続ケースについては、所属先へ回り、所属している子どもの情報を共有し

ている 

 

②相談対応 

家庭支援総合センターでは、総合相談業務も担っているが、現時点、子どものことで相談を

受ける部署が、子ども教育課・健康推進課（子育て世代包括支援センター含む）・やすらぎ福祉

課・子育て支援センターとあり、それぞれの機関が受けた相談の中で、家庭的な背景も含め気

になるものや虐待案件について、報告を受けたり、もしくは直接家庭支援総合センターへ相談

するように案内してもらったりしている。 

 

③総合調整 ④調査、支援及び指導等 

要対協の調整担当者研修を受講し、要対協の事務局として、必要に応じ個別ケース会議、毎

月の新規ケースや継続ケースの整理のために実務者会議、ケースの放置を防ぐために半年に一

回進行管理会議を開催し、支援方針や役割の再確認を行う。 

①の実状把握に基づき関係機関からの情報を得ながら調査をし、必要な場合は、個別ケース

会議や、実務者会議にて役割を分担し、各機関の対応方針を決め、支援や指導を行う。 

 

⑤他関係機関との連携 

福祉・教育だけでなく、必要に応じて、要対協機能を活かし医療機関やハローワーク、児童

委員や主任児童委員などにも連携し、子どもと保護者の支援を行っている。 
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（2）開設前の取組と現状の取組について 

①子育て世代包括支援センター(母子部門)との連携  〔マニュアル P.6～7参照〕 

  ※子育て世代包括支援センター未設置自治体であれば母子部門（所属明記）との連携 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

拠点の設置以前には、子育て包括自体が無

く、要対協担当課と、母子保健担当課（健

康推進課）が別々の部署であったため、必

要に応じて、健診や赤ちゃん訪問時の様子

を聞いたり、発達の状況などを確認したり

していた。 

また、虐待と疑われる場合に、保健師から

通告をくれることもあった。 

 

 

 

 

 

⇒ 

従来の対応に加え、家支総の所属課である健康

推進課内に H29.10月～子育て世代包括支援セン

ターが設置されたため、担当は別であるが、特

に支援の必要な妊婦から乳児にかけての情報を

共有し、協働で対応している。また、特定妊婦

については、子育て包括の助産師の訪問対応の

様子や、妊婦からの話、家庭状況などの情報を

元に、ケースの方向性を共に考えていくことと

している。 

 

②児童相談所との連携  〔マニュアル P.9参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

虐待ケースについては、基本的に、重症度

をつけていなかったため、その都度担当の

判断で必要なものについて児相へ報告し、

対応方法について確認しつつ支援をしてい

た。 

 

 

 

 

 

 

⇒ 

和歌山県では独自に、県と市町村間で、見守り

協定を結び、共通のリスクアセスメントツール

を用いることで、ハイリスクなものは児相、軽

度なものについては市町村と、役割を明確に

し、対応している。判断の難しいものについて

は、協議したうえで対応することとなってい

る。 

また、有田川町で毎月開催の実務者会議には必

ず児相職員に参加してもらい、助言を得るよう

にしている。 

 

③要保護児童対策地域協議会の活用  〔マニュアル P.8参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

家支総が要対協の事務局は務めているが、

H27 年度までは、実務者会議については年に

一回の開催であり、ケースの管理も不十分

で活用出来ているとは言い難い状況であっ

た。平成 28年度から、他市の例を参考に、

要対協の体制を整え、毎月の実務者会議を

開催することとなった。 

 

 

 

 

⇒ 

平成 30年度以降は、スーパーバイザーに入って

もらい、重症度の設定、要対協の会議資料の様

式などを整備し、対応している。今年度は、学

校関係者の理解促進のため、町内小中学校の養

護教諭向けに虐待や要対協についての説明を行

った。また、今年度より町内のすべての保育

所・小中学校に要対協で取り扱っている児童の

情報集約したシートを持って引き継ぎに出向く

こととしている。 
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④人員配置  〔マニュアル P.4、25～27参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

子ども家庭支援員：2名（内非常勤 0名） 

心理担当支援員： 名（内非常勤 名） 

虐待対応専門員： 名（内非常勤 名） 

その他事務職員等： 名（内非常勤 名） 

 

 

 

 

⇒ 

子ども家庭支援員：2名（内非常勤 0名） 

心理担当支援員： 名（内非常勤 名） 

虐待対応専門員： 名（内非常勤 名） 

その他事務職員等： 名（内非常勤 名） 

 

 

 

（3）相談室、親子交流スペース、事務室等 〔マニュアル P.27参照〕 

  相談室の様子 

   

    

 

４．拠点設置の効果及びメリット 

拠点としての効果ではないが、家庭支援総合センターがあることで、保育所や小中学校などの所属機

関からも声を上げやすくなり、虐待まではいかなくとも、気になったケースについては、情報を入れて

くれるようになってきている。情報を集約する場所が明確化されたことで、安心して連絡することが

出来るようになっている様子である。 
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山口県岩国市 

１．自治体の概要 

①県内地図（県内の市等の位置） 

 

②面積：873.72 k㎡ 

③人口：134,197人（H31年４月現在） 

④児童数：19,273人（H31年４月現在） 

⑤類型（小規模等）：小規模Ｃ型 

 

 

２．自治体の組織図（拠点機能を組織図に位置付け） 

 【健康福祉部】 

  福祉事務所  － こども支援課  －  こども相談室 

 

  保健担当   － 保健センター  －  子育て世代包括支援センター 

 

 

 

３．支援拠点としての説明（特徴・機能） 【開設年月： H29年 ４月】 

（1） 特徴 

  ア 養護相談等に係る相談件数の推移（3年分） 

     H28年度  相談件数 418 件  虐待件数 58件 

     H29年度  相談件数 454 件  虐待件数 57件 

     H30年度  相談件数 534 件  虐待件数 99件 

 

   

 

 

岩国市子ども家庭総合支援拠点 
（所管：こども支援課） 
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イ 児童虐待対応として工夫している事項  〔マニュアル P.12 参照〕 

    拠点としての 4 業務（①実状の把握②相談対応③総合調整④調査、支援及び指導等⑤他関係機

関との連携）遂行上の特徴 

子育て世代包括支援センターと同一フロアにて相談業務を行っていることから、非常に連携が取

りやすい。特に保育園等に所属する前の児童の状況は、保健部局の健診の受診情報や、医療機関

と連携した情報把握ができている。また、きょうだいケースでは保育園等に所属することも多い

ため、登園情報などの福祉部門の情報は相談室の強みを生かし、社会福祉士・保育士・保健師の

専門職の相互に連携した支援が可能となっている。また、要対協のケース会議への児童相談所や

児童擁護施設の出席、教育委員会や学校関係者の出席を要請し、他機関との情報共有に努めてい

る。 

 

 

 

（2）開設前の取組と現状の取組について 

①子育て世代包括支援センター(母子部門)との連携  〔マニュアル P.6～7参照〕 

  ※子育て世代包括支援センター未設置自治体であれば母子部門（所属明記）との連携 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

開設前は福祉事務所（本庁）と保健部局（保

健センター）と離れた場所で相談業務を行っ

ていた。 

 

 

 

 

⇒ 

開設と同時に福祉部門のこども相談室が保健セ

ンターに移動し、子育て世代包括支援センターと

同一フロアにて相談業務を行っていることから、

非常に連携が取りやすくなっている。 

 

 

②児童相談所との連携  〔マニュアル P.9参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

開設前は福祉事務所（本庁）と保健部局（保

健センター）とで別々に対応を行っていた。 

 

 

 

⇒ 

同一フロアにいるため児童相談所からの虐待情

報等の情報共有を迅速に行えることや、乳幼児健

診等の気になる情報を適時適切に児童相談所に

情報提供が可能であり、一体的な対応ができてい

る。 
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③要保護児童対策地域協議会の活用  〔マニュアル P.8参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

ケース会議等に出席し、連携を図る。

⇒ 

同一フロアにいるため、会議前に必要な支援につ

いて協議し、体制を整えたうえで要対協会議に出

席。また会議で確認された支援事項に対して、相

互に協力し役割分担により支援を効率よく実施

できるようになっている。 

④人員配置  〔マニュアル P.4、25～27参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

子ども家庭支援員：3名（内非常勤 名） 

心理担当支援員： 名（内非常勤 名） 

虐待対応専門員：3名（内非常勤 名） 

その他事務職員等：2名（内非常勤 2名） 

⇒ 

子ども家庭支援員：3名（内非常勤 名） 

心理担当支援員： 名（内非常勤 名） 

虐待対応専門員：4名（内非常勤 名） 

その他事務職員等：2名（内非常勤 1名） 

（虐待対応専門員は兼務職員３名含む） 

（3）相談室、親子交流スペース、事務室等 〔マニュアル P.27参照〕 

４．拠点設置の効果及びメリット 

岩国市では拠点設置と同時に子育て世代包括支援センターと同一フロアにて業務を行っていることか

ら、養護相談をはじめ、相談室の社会福祉士や保育士と保健部局の保健師との連携により、幅広い相

談対応、支援が可能となっている。 
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福岡県北九州市 

１．自治体の概要 

①県内地図（県内の市等の位置） 

福岡県ホームページより 

 

②面積：４９１.９５ K㎡ 

③人口： ９５０，１８２人  （平成３１年３月末現在） ※住民基本台帳を電算集計 

④児童数：１４３，６６９人  （平成３１年３月末現在） ※住民基本台帳を電算集計 

⑤類型（小規模等）：大規模 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北 九 州 市 
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２．自治体の組織図（拠点機能を組織図に位置付け） 

３．支援拠点としての説明（特徴・機能） 

（1） 特徴

ア 児童虐待に係る相談件数等の推移（3年分）

イ 児童虐待対応として工夫している事項  〔マニュアル P.12 参照〕

拠点としての 4 業務（①実状の把握②相談対応③総合調整④調査、支援及び指導等⑤他関係機

関との連携）遂行上の特徴

・平成 14年に、各区役所保健福祉課に「子ども・家庭相談コーナー」を設置し、子どもと家庭

に関するあらゆる相談をワンストップで受け付け、各種支援制度を適用したり、関係機関へつ

なぐなど、相談内容に応じた支援を実施している（現在、支援拠点として位置付け）。コーナー

には、児童相談所の児童虐待防止担当係長を兼務する職員をはじめ、社会福祉士や保育士等の

資格を有する相談員、小学校校長ＯＢを配置しており、また、同課内には、保健師が配置され

た地域保健係があることから、支援拠点、児童相談所、母子保健部門、教育部門がスムーズに

情報共有、連携できる仕組みが整っている。 

H２８ H２９ H３０ 

1,391 1,479 1,804 
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（2）開設時の課題と現状と今後の展望について 

①子育て世代包括支援センターとの連携  〔マニュアル P.6～7参照〕 

開設時の課題と取組 ⇒ 2019年現在の課題と取組（今後の展望を含む） 

本市では包括支援センター内に支援拠点が

あるため（一体運営型）、情報の共有は円滑

であり。 

 

 

⇒ 

今後、支援拠点の体制を見直すにあたり、包括

支援センターとの関係性や役割分担等を整理す

る必要があると思われる。 

 

②児童相談所との連携  〔マニュアル P.9参照〕 

開設時の課題と取組 ⇒ 2019年現在の課題と取組（今後の展望を含む） 

本市では、平成 19年に、コーナーの子ど

も・家庭相談担当係長について、児童相談

所である「子ども総合センター」の児童虐

待防止担当係長を兼務し、要対協の実務者

会議を開催するなど、児童相談所と連携を

図ってきた。 

 

 

 

 

⇒ 

昨今、比較的軽微な虐待通告案件が増えつつあ

り、児童相談所が本来対応すべき重度な案件に

対応できなくなる懸念がある。そのため、本市

においては令和元年度から、面前ＤＶについ

て、子ども・家庭相談コーナーで対応すること

となったが、人員体制の確保、経験・知識等の

スキル向上等の課題があると思われる。 

 

③要保護児童対策地域協議会との連携  〔マニュアル P.8参照〕 

開設時の課題と取組 ⇒ 2019年現在の課題と取組（今後の展望を含む） 

要対協の代表者会議は児童相談所が、実務

者会議は子ども・家庭相談コーナーが実施

してきた。 

 

 

 

 

⇒ 

現在は、代表者会議（年２回）を子ども家庭局

子育て支援課が、実務者会議（年３回）を各区

の子ども・家庭相談コーナーが調整機関を担っ

ている（個別検討会議は随時実施）。 

 

④人員配置  〔マニュアル P.4、25～27参照〕 

開設時の課題と取組 ⇒ 2019年現在の課題と取組（今後の展望を含む） 

子ども家庭支援員：42名（内非常勤 19名） 

心理担当支援員：0名 

虐待対応専門員：10 名（内非常勤 10 名） 

その他事務職員等：7名（内非常勤 7名） 

・資格条件を満たしていない者がいる。 

 

 

⇒ 

子ども家庭支援員：42名（内非常勤 19名） 

心理担当支援員：0名（内非常勤 0名） 

虐待対応専門員：10 名（内非常勤 10名） 

その他事務職員等：7名（内非常勤 7名） 

・虐待対応専門員＋2名予定 

・資格条件を満たしていない者がいる。 
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（3）相談室、親子交流スペース、事務室等 〔マニュアル P.27参照〕 
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福岡県小郡市 

１．自治体の概要 

①県内地図（県内の市等の位置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②面積：４５．５１平方キロメートル 

③人口：59,732名      （令和元年９月現在） 

④児童数：10,894名     （令和元年８月末現在） 

⑤類型（小規模等）：小規模 B型 

 

２．自治体の組織図（拠点機能を組織図に位置付け） 

  

 子ども総合相談センター（拠点） 

母子包括支援センター 
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３．支援拠点としての説明（特徴・機能） 【開設年月： 平成３０年  ７月】 

（1） 特徴

ア 用語相談等に係る相談件数の推移（3年分）

【開設後の件数の為、平成３０年度分】 

●述べ件数

 養育相談：１２２７件 

 非行相談：２７件 

 不登校相談：４５件  

●実件数

・児童虐待件数：４６件

イ 児童虐待対応として工夫している事項  〔マニュアル P.12 参照〕

拠点としての 4 業務（①実状の把握②相談対応③総合調整④調査、支援及び指導等⑤他関係機

関との連携）遂行上の特徴

●月に１回の進行管理のため、学校訪問する。

●特定妊産婦は、赤ちゃん訪問時に健康課と子育て支援課で訪問する。

●養育支援訪問事業の実施の計画策定については、健康課と協議する。

（2）開設前の取組と現状の取組について 

①子育て世代包括支援センター(母子部門)との連携  〔マニュアル P.6～7参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

子育て世代包括支援センターの設置なし 

⇒ 

同時期に子ども・健康部健康課内に子育て世代

包括支援センターの設置をし、同一建物のため

頻繁に行き来し情報交換を実施。 

②児童相談所との連携  〔マニュアル P.9参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

密に児相との連携を進めていた。 

⇒ 

児相との連携は、これまで同様に情報共有しケ

ースの見守り等を進めている。 
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③要保護児童対策地域協議会の活用  〔マニュアル P.8参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

代表者会を年に１回 

実務者会議を年に３回実施 

⇒ 

開設時の取組と同様の取り組み 

来年度はケースの多様性及び、複雑化に対応す

るため、会議の持ち方を検討する予定。 

④人員配置  〔マニュアル P.4、25～27参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

子ども家庭支援員：２名（内非常勤 名） 

心理担当支援員： 名（内非常勤 名） 

虐待対応専門員： １名（内非常勤 名） 

その他事務職員等： ２名（内非常勤 

名） 

⇒ 

子ども家庭支援員：２ 名（内非常勤 名） 

心理担当支援員： 名（内非常勤 名） 

虐待対応専門員：１名（内非常勤 名） 

その他事務職員等：２名（内非常勤 名） 

（3）相談室、親子交流スペース、事務室等 〔マニュアル P.27参照〕 
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４．拠点設置の効果及びメリット 

・拠点設置を福祉センターに設置したことにより、健康課との連携がスムーズにできるようになった。 

また、乳幼児健康診査の発達確認を担当することで、乳幼児の様子の確認及び保護者との接触も可能

となった。 

・巡回専門員整備事業の実施により、市内保育所及び幼稚園を定期的に訪問し、園での乳幼児の様子を

確認することができる。また、発達障害の早期発見をすることにより、要支援児童の把握、確認する

ことが可能となる。 

・広く市民への周知ができ、相談件数が増えた。

・今後も、関係機関と広く深く連携するシステムを構築し、ケースの検討及び見守り、児童虐待防止啓

発などを進めていきたい。
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福岡県宗像市 

１．自治体の概要 

①県内地図（県内の市等の位置）

②面積：119.92ｋｍ2

③人口：96,944人 （2019年 9月現在） 

④児童数：16,361人  （2019年 4月現在） 

⑤類型（小規模等）：小規模 B型
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２．自治体の組織図（拠点機能を組織図に位置付け） 

３．支援拠点としての説明（特徴・機能） 【開設年月：H29 年 4月】 

（1） 特徴

ア 養護相談等に係る相談件数の推移（3年分）

相談種類 H28年 H29年 H30年 

養護相談（児童虐待相談） 903 1,611 2,399 

養護相談（その他養護） 6,147 5,279 5,060 

イ 児童虐待対応として工夫している事項  〔マニュアル P.12 参照〕

拠点としての 4 業務（①実状の把握②相談対応③総合調整④調査、支援及び指導等⑤他関係機

関との連携）遂行上の特徴

通告が入り次第、その場にいる関係職員で協議し、今後の対応について検討。48時間以内に職員

が現認を行い、安否確認を行う。安否確認の結果、キズアザ等があれば、児童相談所に連絡し、

今後の対応について、協議を行う。 

教育子ども部 
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（2）開設前の取組と現状の取組につい 

①子育て世代包括支援センター(母子部門)との連携  〔マニュアル P.6～7参照〕 

  ※子育て世代包括支援センター未設置自治体であれば母子部門（所属明記）との連携 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

・母子手帳交付時や検診時に気になる家庭の

情報共有 

・対象の乳幼児のいる世帯に共同で家庭訪問 

・月に 2回の情報共有の会議 

 

 

 

 

⇒ 

・母子手帳交付時や検診時に気になる家庭の情報

共有 

・対象の乳幼児のいる世帯に共同で家庭訪問 

・週に１回の情報共有の会議 

 

 

②児童相談所との連携  〔マニュアル P.9参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

・虐待ケースの情報共有 

・虐待通告があり、キズアザが現認された際

の対応についての緊急協議 

 

 

 

 

 

⇒ 

・虐待ケースの情報共有 

・虐待通告があり、キズアザが現認された際の対

応についての緊急協議 

・月 1回の要保護児童対策地域協議会実務者会議

によるケースの進行管理。 

 

③要保護児童対策地域協議会の活用  〔マニュアル P.8参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

・年 1回の代表者会議 

・年 1回の実務者会議 

・年３０～５０回程度の個別ケース検討会議 

 

 

 

 

⇒ 

・年 1回の代表者会議 

・月 1回の実務者会議（予定） 

・必要に応じ個別ケース検討会議 

 

 

④人員配置  〔マニュアル P.4、25～27参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

 

子ども家庭支援員： 6名（内非常勤 4名） 

心理担当支援員： 1名（内非常勤 1名） 

虐待対応専門員： 1名（内非常勤 1名） 

その他事務職員等： 1名（内非常勤 1名） 

 

 

 

 

⇒ 

 

子ども家庭支援員： 5名（内非常勤 1名） 

心理担当支援員： 1名（内非常勤 1名） 

虐待対応専門員： 1名（内非常勤 0名） 

その他事務職員等： 1名（内非常勤 1名） 
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（3）相談室、親子交流スペース、事務室等 〔マニュアル P.27参照〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．拠点設置の効果及びメリット 

元々の人員配置が設置基準を満たしていたため、子ども家庭総合支援拠点となった。そのため、設置

したことによる業務上の大きな違いは見受けられない。 
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大分県中津市 

１．自治体の概要 

① 県内地図（県内の市等の位置）

② 面積：491.53k ㎡（東西約 33 ㎞、南北約 30 ㎞、北緯 33 度 35 分、東経 131 度 11 分）
③ 人口：84,094 人（男 40,641 人／女 43,453 人）

39,847 世帯（R1.8 月末現在）
④ 児童数：13,729 人（男 6,972 人／女 6,757 人） （R1.8月末現在） 

⑤ 類型（小規模等）：Ｂ型

中津市は、大分県の西北端に位置し、中
津市民病院を核とした福岡県京築地区を含
む４市３町村の２次診療圏の中心的な役割
を果たしている。また、大分県北部地域の
中核都市として、県内で唯一県庁所在地以
外に児童相談所が配置されている。 
豊かな自然や文化を背景に、新日本三景

及び日本遺産に選ばれた「名勝耶馬溪」や、
福沢諭吉をはじめ多くの偉人を輩出した
「城下町中津」など観光資源も豊富で、近
年では、ダイハツ九州株式会社の操業と自
動車関連企業の進出により、「カーアイラン
ド九州」の一翼を担う工集積エリアとして
発展し、若者を雇用する企業も多いことか
ら、平成 29 年の合計特殊出生率は 1.95 と
高い水準にある。 
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２．自治体の組織図（拠点機能を組織図に位置付け） 

３．支援拠点としての説明（特徴・機能） 【開設年月：平成３０年  ４月】 

（1） 特徴

ア 養護相談等に係る相談件数の推移（3年分）

受理件数 
内   訳 

① 虐待相談 ② 養護(その他) ③ その他
平成 28年度 239 件 66件 163 件 10件 
平成 29年度 259 件 78件 174 件 9 件 
平成 30年度 332 件 134 件 196 件 2 件 

平成 30年度の詳細 

① 虐待相談 について

身体的虐待 
心 理 的 虐 待 

ネグレクト 総計 
心理 面前ＤＶ 面前兄弟虐待 

計 32 11 39 29 23 134 

※夫婦ケンカ等面前ＤＶの警察から児童相談所への通告を、市が送致を受け対応するケースが

多い。

心理：言葉により脅かす、兄弟間で差別的な扱いをする 
面前ＤＶ：子どもの目の前で家族に対して暴力をふるう 
面前兄弟児虐待：子どもの目の前で兄弟児に対し暴力をふるう 

【子育て支援課】 

[相談支援係] 

・子ども家庭総合支援拠点

（H30.4.1～） 

・要保護児童対策地域協議会調整機関

・家庭児童相談

・母子父子自立支援、DV相談

・利用者支援事業

・子育て支援事業

（養育支援訪問、ショートステイ、地域子育て支援拠点） 

[子ども家庭係] 

・ひとり親家庭支援

・子どもの貧困対策

[子育て支援係] 

・放課後児童健全育成（児童クラブ）

・その他の支援（ファミサポ、病児保育等） 

[保育施設運営室] 

・保育所、こども園

【地域医療対策課】 

[市民健康推進係] 

・子育て世代包括支援センター （H29.4.1～） 

・母子保健、子ども医療等

【社会福祉課】 

[障害福祉係] 

・障がい児、障がい者の支援

[保護係] 

・生活保護

【教育委員会】 

[学校教育課] 

・小中学校

・公立幼稚園
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②養護その他 について 

「家族背景」の内訳  （８３件中） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 イ 児童虐待対応として工夫している事項  〔マニュアル P.12 参照〕 

    拠点としての 4 業務（①実状の把握②相談対応③総合調整④調査、支援及び指導等⑤他関係機

関との連携）遂行上の特徴 

 【中津市の顔のみえる切れ目のない連携】 
中津市は、人口 8万人の小規模都市の強みを活かし、地域の関係機関と密接な関係が構築し、「顔

のみえる切れ目のない連携」を目指し、詳細な家庭実情を把握し家族支援を行っている。 
関係機関とは異なる立場ではあるが、勉強会や現場でともに協力し家庭支援を行うことで、それ
ぞれの立場を理解し、その役割を決めることができる。 
主な関係機関として 
・重篤な児童虐待に関わっている児童相談所 
・就学前児童のいる家庭と赤ちゃん訪問から関係を築いている保健師が属す地域医療対策課 

ｽﾃｯﾌﾟﾌｧﾐﾘｰ １１件 

若年ｼﾝｸﾞﾙ ５件 

ｼﾝｸﾞﾙ １３件 

若年夫婦 ７件 

祖母曾祖母が養育 ８件 

経済苦 ６件 

自然派 ２件 

兄弟児死亡 ８件 

その他 ２３件 

合計 ８３件 

養護（その他）の内訳      件数（１９６件） 

家出・死亡 ４件 

保護者の精神疾患 ５６件 

保護者の性格上の問題 ５３件 

家族背景               ８３件 
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・長年教育の現場で教諭として課題を抱える児童と接し、児童のみならず、保護者の学生時代
からのひととなりを把握している指導主事や、学校と随時連携しているスクールソーシャル
ワーカーが属す教育委員会 

・子どもの発達や貧困全般に関しては社会福祉課が中心となるが、他に生活困窮者を支援する
社会福祉協議会、子どもの発達や保護者の障がいに関する支援を行う医療型児童発達支援セ
ンターや障がい者等基幹相談支援センター 

 
中津市の特色は、児童福祉に精通した民間の専門家の方々による支援体制が構築され、官民が一
体となって『子育て地域は「大きな家族」』をスローガンに児童虐待の未然防止に取り組んでいる。 
・長年幼児教育に携わり、大分県教育委員委員長をなされた松田東九州短期大学教授 
・小児科の医師として長年に渡り児童虐待未然防止に取り組んでいる井上小児科医院長 
・戦後より社会的養護に関わっている２つの児童養護施設と社会的養護に至る前の家族支援を
行うため児童養護施設が起ち上げた児童家庭支援センター「和（やわらぎ）」 

 また、松田教授と井上医師には要保護児童対策地域協議会のスーパーバイザーとして、個別 
ケースの支援の在り方について助言を頂き家族支援に繋がっている。 

 
 中津市には、様々な他職種との勉強会がある。一次予防から三次予防に携わる職員が、その勉強会に
参加することで、顔のみえる関係づくりが行えている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「顔の見える連携」

分野 参加施設／機関 月1回

福祉
児童養護施設、母子生活支援施設、
児童心理治療施設、児童家庭支援センター
地域子育て支援センター、障害児支援施設、
市児童福祉《子育て支援課》、児相

保健
医療

小児科医【井上小児科医院長】
保健所、市母子保健

教育 教育委員会、高校養護教諭
学校スクールカウンセラー、ソーシャルワーカー

スペシャルケア研究会
（児童家庭支援センター）

分野 参加施設／機関 月１回

福祉
中津児相
児童養護施設（管理職、保育士、心理士、ＦＳＷ）
児童家庭支援センター
市児童福祉《子育て支援課》

保健 中津児相管内母子保健 保健師
教育 教育委員会、学校スクールカウンセラー

ソーシャルワーカー、高校養護教諭

家族支援研修会（児童相談所）

①一次予防・二次予防・三次予防を担う支援者たちが集う勉強会

分野 参加施設／機関 ３か月毎
医療 小児科医【井上小児科医院長】

市民病院医師
産科助産師、在宅助産師

保健 市母子保健
保健所、市民病院小児科保健師
近隣町村保健師

福祉 中津児相、児童家庭支援センター
市児童福祉《子育て支援課》

母子保健研究会（母子保健）

分野 参加施設／機関 ３か月毎

福祉
中津児相、児童家庭支援センター
市児童福祉《子育て支援課》、保育所
障がい児 福祉サービス事業所
障がい児 親の会（代表者）

保健 市母子保健、保健所

教育 教育委員会、学校スクールカウンセラー
ソーシャルワーカー、特別支援学校

自立支援協議会 子ども部会
（障害福祉）

ＳＶ

ＳＶ

出典：井上登生、上村祥子、古屋康博（2017）.小規模市町村における子ども虐待予防活動 大分県中津市における取り組み Ⅱ：児童福祉 子育て支援課・児童
家庭支援センター編 .子ども虐待医学（2017.8 ）を引用し改変. 1
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① 実情の把握 

・実情の継続的把握に関しては それぞれの担当が実情把握し、問題があれば、上記のとおり
連携体制の構築により支援拠点に情報提供がある。 
居住実態が不明の子どもについての対応についても、具体的には下記の場合の情報共有する

ことで、未然防止に努めている。 
保育所担当 ・・・長期欠席、退所児童の家庭 
児童手当担当・・・現況届未届け家庭 
生活保護担当・・・児童がいる中津市内に住民票がない家庭 
教育委員会 ・・・就学前健診等で連絡が取れない家庭 
母子保健  ・・・健診未受診者 

居住実態が不明の子どもの連絡があれば、他の関係機関の情報を確認し、確認出来ない場合は、
入国管理局への照会、児童相談所から全国児童相談所を通し全国市町村への安否確認（ＣＡ情
報）、警察と情報提供を行う。 
・相談名簿を平成 30 年より作成。利用者支援事業や母子父子自立支援員で対応したケース、 
情報照会があったケースなどを名簿化し、係内（子ども家庭総合支援拠点）で週 1度会議を 
することで情報共有し、実状を把握する。 

・保育所、学校への通告に対しての理解の周知 
 保育所園長会議での研修会（通告義務、痣の写真、対応方法など） 
・未就学児童で所属のない児童については母子保健担当課の乳幼児健診等の受診歴・直近の保
健師の関わりが大きな役割を果たす。また、子育て支援センター(地域子育て支援拠点施設)
も未就学児童の親子の集う場として大きな役割がある。 

・子育て支援センターは、中津市の直営する大型の屋内施設（いきいきプレイルーム）や小規模
な屋内施設（桜っこ広場）など、利用者が自分に合った場所を選べるようになっている。また、
専門的な立場で実情の把握の必要性を理解している井上小児科医院が運営する「木もれび」、児
童家庭支援センター「和（やわらぎ）」にも委託し、気になる家庭の早期発見に努めている。 

 ＜例＞和を遊び場として利用していた児、発達特性があり、児が母の養育に疲弊していると情
報あり。関係機関に調査し、母の精神既往がわかり、要対協で受理。母子保健や和、療育機関
で支援の役割分担を行った。 
  
②相談対応 

・原則、相談内容に応じて、対応者を決める。 
子育て相談サービスの提供・・・利用者支援員 
ひとり親、ＤＶ相談、離婚相談・・・母子父子自立支援員 
虐待通告、子育て相談（育児不安など）、妊婦、障がい相談・・・保健師 
経済苦・・・社会福祉主事を持つ職員 
不登校、学校生活での相談・・・小学校教員の経験のある家庭児童相談員 
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③総合調整

・ケースに応じて、どの機関が主に支援を行うことが最善の方法かをケース会議で協議し、
各機関での役割分担を行う。
＜例＞精神疾患を抱え、シングルで養育しているも、児が不登校傾向のケース
・児の不登校支援は学校が中心に行い、父の精神不安定な訴えについては、支援拠点が対応。

④調査、支援及び指導等

 

 

 

 

 

 

 

 

家

庭

調

査 

支

援

・

指

導 

通告 住基、所属確認→係内会議 

母子保健情報 

赤ちゃん訪問記録（母のタイプ、既往歴の有無、家族関係） 

乳幼児健診記録（健診カードの確認） 

予防接種状況、子ども医療 

学校、保育園 ※面談にて聞き取り 

・児の特性の有無、児の発育発達の確認

・保護者の状況（児の持ち物、提出分、集金などの状況）

・愛着関係

家庭訪問 

実務者会議（ケース対応の方針決定） 

・相談支援係が訪問支援を行うか所属見守り支援かを協議

共同管理台帳に登載し、ケース管理を行う。所属見守りの場合は、見守りの視点を

伝え、定期確認を行う。 

ケース会議

・情報共有と役割分担

・相談支援係へのつなぎ

30 分以内に情報を取

ることができる！ 

保育園担当も同じフロア。就

労状況も把握できる。 

児相、母子保健 

学校教育 

（担任、ＳＣ、ＳＳＷ） 

障害福祉（相談支援事業

所） 

アセスメント
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⑤他機関との連携 

   ＜保育担当課との連携＞ 
    ・保育所の認定変更通知、長期欠席名簿の回覧。 
    →所属見守りで問題なく終結したケースが、就労証明未提出で認定変更が必要になった場合、 

相談支援係で保護者面談を行い、保育園継続が行えるように支援を行う。また、長期欠席で 
理由が不透明な場合は、母子保健情報を確認したり、対応歴がないか等の確認を行う。 

   ＜児童手当、児童扶養手当係との連携＞ 
    ・家庭調査のときの情報共有 
    ・現況調査時に相談支援係が対応したい人のリストを作成し、声をかけてもらう。また、相談 

支援係との面談が困難なケースについては、詳しい聞き取りを担当職員より行ってもらう。 
   ※１フロアに児童福祉、生活保護、障害福祉が集っていることで、ケースの状況だけでなく、社 

会資源の実情の把握も行える。 
   ※母子保健については、フロアは別でも、人事交流があるため、互いの立場や制度理解ができて 

おり、連携が取りやすい。 
   ※社会福祉協議会とは、ケースを通じて、生活困窮支援などの助言をもらい、同伴訪問等で対 
    応を行っている。社協より、気になる家庭についての情報提供や拠点への相談につながること

もある。 
   ＜その他機関との連携について＞ ※前段の【中津市の顔のみえる切れ目のない連携】参照。 
 
 
（2） 保健部門との一体性・連携 

ア 子育て世代包括支援センターの設置について 
平成 29 年度に地域医療対策課内（母子保健部門）に新たな建物・組織を起ち上げることでは
なく、機能の充実を目的に設置。 

 
イ 一体性・連携についての工夫・具体例 
・子育て世代包括支援センターの保健師が、実務者会議、児相連絡会に参加し、情報共有を行っ
ている。重篤なケースは、子育て世代包括支援センター保健師が担当し、それ以外のケースでも
直接対応する地区担当保健師への支援、指導は包括支援センター保健師が行う。 
・要対協で受理したケースについては、母への対応を母子保健が行うか、要対協保健師が行うか
をケース毎に決める。ハイリスクケースは、虐待対応保健師が主で行い、ケースによっては同伴
訪問を行ったり、母対応と家族対応との役割分担を行う。 
・産科との連携 
 母子保健では、産科との連絡会が定期的に行われており、ハイリスクの把握や支援必要な情報
交換が双方で密に行われている。そこから特定妊婦として要対協に上がってくるケースも多い。 
・精神科との連携 
 精神科医とのケース連絡票のやり取りが行われている。（市内精神科） 
 市外の精神科で情報連携が困難な場合は、要対協を通じて行い、それも難しい場合は、保健所 
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や児相の協力のもと行っている。 
※精神疾患のある妊婦で、産後のリスクが予測される場合は、精神科と連携し、出産前に、産

科を交えてケース会議を行う。 
＜具体例＞ 
人格障がいの特定妊婦、出産１か月前に精神不安定になる。精神科と情報共有し、児相、産科

等とケース会議。出産入院中に、母子保健、要対協保健師で同伴面接。産後の精神科受診を拒否。
児相と要対協保健師で家族と面談、協議。家族、産科医の協力で、精神科受診につながる。母対
応は母子保健が行い、家族への状況確認や家族支援を要対協保健師が行い、双方の情報を共有し
双方の支援につなげた。 
・常日頃から、担当部署を行き来し、対面での情報共有を行い、双方の負担にならないよう、役
割分担を行っている。 

（3） 児童相談所との連携 
     ※児童相談所との連携についての課題と具体的工夫 
   ・中津市内に中津児童相談所があり、実務者会議など月２回の定例会議と併せて、緊急に協議が

必要な場合も、対面で相談が行える関係にある。 
   ・一時保護や措置の解除に際しての「かるがもステイ」(注１)や「家族応援会議」(注２)には市も

参加し、家庭引き取り後の訪問にも同伴することで、市のケースとしても対応がスムーズに行
える。 

  ＜課題＞ 
・平成２９年度より、面前ＤＶや泣き声通告のケースが市に送致されるようになり、市の専門性 
も求められるようになってきた。そのための人材確保が必要。 

・一時保護の児童の家庭で、在宅の兄弟児をどちらが主担当でケース支援を行うか等の課題も 
生じている。 

   ・市が支援していた家庭で、児相へ通告しなくてはならない状況が発生、担当していた市職員 
と保護者との関係が悪化。一時保護後には、在宅ケースとなり、再度市が支援しなくてはなら
ない場合、関係の再構築が困難な場合がある。 

   ・市は他の市民との子育てサービスの公平性も考えなくてはならない。保育所入所調整や 
ショートステイ利用など調整が困難な場合もある。 
 
(注１)かるがもステイ 

親子分離がされているケースを対象に、施設から自宅に帰る前に児童家庭支援センターに
て支援宿泊等をしながらの生活訓練や親子関係改善のためのプログラムを行うとともに、行
動観察を行い、必要な情報の提供と家庭復帰の可否等の適切な判断を行う。 

(注２)家庭復帰後の支援のつなぎ②～家族応援会議～ 
 「３つの家」を使った「家族応援会議」を行い、「心配なこと」「うまくいっていること」 
「これからの希望」の３つの項目について整理して、「外出」「外泊」「家庭引き取り」に向けて
保護者も含めた関係機関が一緒になって情報整理と情報共有を行い、今後について話しあっ
ていく。 

475



「３つの家」は、問題の当事者である子どもや家族を中心において、家族側と援助者側が一
緒に状況のアセスメントやプランニングを行う手法 

     
※出典：大分県中津児童相談所（家族支援チーム「奏」；かなで）作成（2017）： 

家族支援チームが奏でる家族支援の手引き～家族の笑顔をふやす支援のために～. 
 

(5) 要保護児童対策地域協議会等との関係 
ア 「支援拠点は要対協調整機関を担う」との定めとの関係 

・中津市では、支援拠点が要対協調整機関を担っている。 
・要保護児童対策地域協議会設置要綱を作成し、運営している。 
 同様に子ども家庭総合支援拠点設置要綱を現在作成中。 

 
イ 要対協その他関係機関との連携等の具体的工夫 

    ・要保護児童対策地域協議会実務者会議の参加メンバーは、スーパーバイザー(以下、SV) 2
名 (幼児教育専門、小児科医)、児童相談所 2名(SV：1 名) 県警生活安全部少年課 1 名、学校
教育課 2名、スクールカウンセラー2名、児童家庭支援センター(以下、児家セン)1名、児童発
達支援センター1 名、基幹病院小児科付け保健師 1 名、保険所保健師 1 名、母子保健主管課 1
名、社会福祉課長 1名、子育て支援課 10 名で、このメンバーが各主管課の開催する要対協以外
の会合において各々中心となり、今度はそこに他のメンバーが必要に応じて参加する。 
・スーパーバイザーとして、松田順子東九州短期大学教授、井上登生小児科医院長には要保護
児童対策地域協議会の代表者会議(年２回)のみならず、実務者会議（毎月１回）と、状況に応じ
個別ケース検討会議に参加していただき専門的な視点からケースの支援についてご助言を頂い
ている。また、虐待事案で関係したことのない機関との橋渡し役になっていただいた。 

 
      
（2）開設前の取組と現状の取組について 

①子育て世代包括支援センター(母子部門)との連携  〔マニュアル P.6～7参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

同一フロアーだが、別部署の子育て世代包括

支援センターの保健師と児童福祉の保健師

で妊娠期から連携し、一体的な支援を行う。 

 

 

 

⇒ 

組織等の変りがないが、今年度より支援拠点の保

健師を 1名増員し 2名体制となった。2名の保健

師は母子保健経験者であり、支援拠点と母子保健

の役割を理解し、総合的な視点で、より一層一体

的に親子支援を行う。 

 

母に寄り添った支援は母子保健が担う。（母子
保健が母子に寄り添うことで、児の健やかな成
長、母が母として成長する手助けができる）しか
し、時にハイリスクである特定妊婦や既に虐待の
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リスクがある母子に遭遇する機会があるのも母
子保健が多い。そこで、母子に寄り添った支援に
片寄ってしまうと、時に児の安心安全が脅かされ
る可能性もある。
児童福祉を担う保健師としての役割は、児を中

心に考え、ソーシャルワークの視点を持ち児にと
って最善の利益を考えることで、児の成長、母の
精神面、愛着面など保健師として母子支援に必要
な視点を持ち支援していくと共に、ソーシャルワ
ークの視点を持ち、児にとって、時には母子分離
の判断をしていくことも必要。 
母子に寄り添った支援と児の支援、その間を取っ
てそのケースに取って何が一番良い支援なのか
を決める。

② 児童相談所との連携  〔マニュアル P.9参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

毎月の児童相談所参加の実務者会議、児相

連絡会を開催し、共同管理台帳にて相互の受

理ケースの情報共有と役割分担を確認し、家

庭支援にあたる。 

特に家庭復帰する児童は、施設退所前に児

童相談所とともに市の児童福祉・母子保健・

教育委員会等関係機関で前述の「かるがもス

ティ」等を通し、情報共有・役割分担を決め、

家庭復帰後の支援体制を構築に心懸けてい

る。 

⇒ 

支援拠点開設前と取組みは同様だが、平成 29

年度より大分県内は泣き声通告、面前ＤＶは児童

相談所より市町村にケース送致される等、児童相

談所と市町村の役割が明確化している。 

 その中で虐待に繋がる可能性のある家庭につ

いては、再度児童相談所と共に支援体制を構築す

るようにしています。 

③ 要保護児童対策地域協議会の活用  〔マニュアル P.8参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

中津市では地域による社会的資源と支援

体制が充実しており、要保護児童対策地域協

議会事務局である当課が連絡・調整し切れ目

のない連携を行いした。また、地域の全ての

子ども・家庭の相談に対応する子ども支援の  

専門性を持った体制を構築し、支援拠点の機

能を備えていた。 

⇒ 

支援拠点が要保護児童対策地域協議会調整機
関を担い、より強固な支援体制を目指します。 
また、要保護児童対策地域協議会 代表者会議

にて支援拠点の報告を行い、情報の周知を行い、
一層の連携に努めます。
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④人員配置  〔マニュアル P.4、25～27参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

子ども家庭支援員等の名称はないものの、

母子父子自立支援員、利用者支援員と家庭児

童相談員と伴に、保健師が、地域の全ての子

ども・家庭の相談に対応する子ども支援の専

門性を持った体制を構築した。 

⇒ 

子ども家庭支援員：３名（内非常勤２名） 

  （内常勤の保健師１名） 

心理担当支援員： 名（内非常勤 名） 

虐待対応専門員：１名（内常勤の保健師１名） 

その他事務職員等：５名（内非常勤３名） 

母子父子自立支援員、家庭児童相談員、利用者

支援員等を配置に加え、保健師を 1名増員し 2名

体制にて、相談支援体制の強化を図りました。 

（3）相談室、親子交流スペース、事務室等 〔マニュアル P.27参照〕 

・位置図  中津市役所 本庁庁舎 １階フロア 
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・写真

・事務室（こども家庭総合支援拠点）

相談室（こども家庭総合支援拠点） 

事務室及び相談交流スペース（子育て世代包括支援センター） 
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事務室及び相談交流スペース（子育て世代包括支援センター） 

 

相談室（子育て世代包括支援センター） 
 

 

授乳室兼親子休養室 
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親子交流スペース（別館いきいきプレイルーム） 
※親子交流スペースは近隣の商業施設内を使用し
親子で集えるスペースです。

４．拠点設置の効果及びメリット 

支援拠点として全ての子どもに関する相談を受付支援するなかで、要対協にあがっていくケースが

あります。相談受付をし、当初は、要対協に上げるケースではないと判断し、担当機関に支援依頼し

たケースでも、数か月後に、他機関より心配な情報があり、過去の情報と新しく入ってきた情報を合

わせると、要支援要保護家庭として支援が必要と判断することがあります。 

 これは、子どもに関する情報が多機関より集まり、それを調査整理し、明確化することでできるこ

とです。以前は、要対協に受理するかどうかが主になっていましたが、支援拠点の業務の主軸となる

相談業務を可視化したことで、要対協との役割分担（違い）を明確にすることができたと考えます。 

 支援拠点が支援の全てを担う必要はなく、関係機関との連携により、そのケースにとって一番良い

支援方法を導きだすことが支援拠点の役割だと考えます。市には住基情報があり、子育て事業や保育

園の担当課があり、福祉担当課があり、教育委員会があり、市民病院や医師会などの医療にも通じて

います。支援拠点を市町村が担うことで、それら関係機関との情報連携や支援の役割分担もスムーズ

に行える現状にあります。 
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Ⅳ 分析・考察（成果） 

第１ 課題・取組 

今回の研究においては、これまでの 29 年度研究調査、及び 30 年度研究調査を踏まえて、都道府

県と市区町村との支援拠点設置に向けてのそれぞれの取組（連携）にフォーカ スしてアンケート

及びヒアリング（対面及び電話）を進めてきた。以下分析考察を行う。

ちなみに、平成 30 年度研究報告書においては、支援拠点設置に向けての課題として、①支援拠

点に関する担当部署及び自治体全体の理解不足、②母子保健部門その他関係機関との役割分担・連

携への悩みが出されていた。こうした課題は今年度においても全国で同じような自治体からの悩み

として継続的に挙げられている。

そのため、29 年度調査に加え、30 年度調査、そして今年度の調査により、相当数の課題に対す

る取組事例を収集し、こうして提示する意義は非常に大きいものと考える。

30 年度報告書に示したように、こうした自治体の悩みや課題へに対して、①支援拠点の重要性

を自治体組織全体で共有し、人員配置・運用（採用・異動・資格取得促進等）を行う自治体の取組

事例を追加すること、②包括支援センター（妊娠期からの保健・医療・地域資源との繋がり）と支

援拠点（要対協を活用した地域資源の連携の強み）を一体化するような体制作り・運用を行う必要

があるとして、要綱の整備や、指揮命令等の統一化、包括支援センターと支援拠点との情報の相互

閲覧等の情報連携・定例連絡会議・家庭訪問同行・人事交流等の工夫例を提示することができたも

のと考える。

本報告書は、こうした 29 年度研究調査、30 年度研究調査に加えて、支援拠点及び都道府県に対

する全国アンケート及びヒアリングを重ねたことにより、現状の取組と今後に向けての道筋が相当

程度明らかにされたものと考える。

特にこれまでになかった都道府県に対して市区町村との関係において取組と課題を浮き彫りにす

ることができた。

１．都道府県の課題・取組について 

（1）都道府県の課題

都道府県による市区町村の支援拠点設置支援については、平成 28 年児童福祉法等改正後、29 年
調査、30 年調査と続けてきたが、令和元年度調査においても、都道府県が主体的にその役割を果

たす意識が薄い自治体が未だに多い状況である。

今回支援拠点を設置している市区町村が存在する都道府県４３自治体にアンケートを送り、結果

として３０都道府県から取組ついて回答を得た。この回答分析についてこれから言及していく。

なお、回答がなかった都道府県については、回答がないことが一定の回答を物語っているといえ

る。それは追加の電話等でヒアリングを行う中で明らかとなる。
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その回答の主なものは、①支援拠点は市区町村の仕事であるからとの回答、②担当者個人任せで

あり、当該担当者が支援拠点に関して十分な知識を有しておらず、どのような設置促進支援を行う

べきなのか逡巡しているとの回答（従前からの要保護児童対策地域協議会と子ども家庭総合支援拠

点の関係の理解が十分でないこと、機能設置であることの理解が十分でないこと、補助金要件を有

しない限りは拠点とは宣言できないと理解していることなど市町村に誤った指示回答を行っている

例も見受けられた。）等が挙げられる。

付記事項としては、個別の県の事情であるが、和歌山県においては新型コロナ対策の対応が生じ

予定原稿が報告書作成に間に合わなかった。県の取組としては支援拠点アドバイザーを呼んでの県

の説明会と設置自治体の報告を行っている。

また三重県においては、和歌山県同様、市町村向けの県による支援拠点アドバイザー講師を呼ん

での研修も行っているが 2019 年 4 月時点で県下に支援拠点設置市区町村がないということで今回

掲載は見送ったことを付記しておく。

（2）都道府県の責務の再確認の必要性

平成 30 年 7 月 6 日付け子発 706 号第１厚生労働省子ども家庭局通知「「都道府県社会的養育推

進計画」の策定について」において、都道府県は、既存の都道府県推進計画を全面的に見直し、新

たな都道府県社会的養育推進計画を策定することが求められている。

そして、その項目には、「市区町村の相談支援体制等の整備に向けた都道府県の支援・取組」と

して「市区町村子ども家庭総合支援拠点の普及について」が挙げられている。

この観点からすれば、市区町村子ども家庭総合支援拠点の設置促進は、都道府県の責務ともなっ

ている。

本報告書では、都道府県の取組についてまとめているので詳細は個々の都道府県の頁を参照して

もらうこととして、ここでは、全体の総括としての分析・考察を行う。

（3）都道府県における課題

都道府県が支援拠点設置の支援を行う場合にいくつかの課題が挙げられる。

アンケート及びヒアリングから浮かび上がってきた課題分析をし、提言に結び付ける。

ア 市区町村への支援拠点の制度説明手法の課題

市町村等へのヒアリングによると、国の通知をそのまま市区町村に配布しているとの回答があ

る。市町村側からは通知が来たのみで、制度設計等の詳細がわからないとの不満が挙げられる。

それゆえ、都道府県が市町村へ支援拠点制度の説明会等を十分行っていない都道府県下では、

支援拠点は特別に市町村の意識が高い場合を除き進んでいない（都は当初から設置済みとの認識

のため除く）。また、市町村側からヒアリングをしてみると、都道府県からの十分な説明もな

く、自治体として支援拠点宣言はしたがこれで良いのかわからず、曖昧なまま担当者レベルでの

対応となっているとのコメントが寄せられた（自らの異動により継続的な支援拠点継続は難しい
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との吐露）。組織として支援拠点を理解している者が複数いないので、担当者が変われば支援拠

点がどういったものだったのか曖昧になるのではないかと思うと述べる担当者もいた）。

それゆえ、都道府県に対しては、支援拠点の意義や制度設計について説明を求める声が挙げら

れている。

さらに、説明会等のやり方について、県担当者が説明するだけでは十分でなく、支援拠点を十

分理解しているアドバイザーや実際に設置した自治体の発表や地域ごとの意見交換やワーキング

等が必要であるとの声が挙げられる。

そもそも、子ども家庭総合支援拠点制度は、①制度設計の側面と②相談・ソーシャルワーク機

能の向上という 2 つの側面が求められる点で、①制度設計を行う部署の職員（企画・人事・財政

等）の理解と子どもセクションの管理職の理解と取組が不可欠となる。それとともに②現場の相

談担当の力量・能力の向上が求められる。その意味で、どちらかの担当職員のみでは設置促進が

進まないところに難しさがある。その点を踏まえた市区町村への説明の工夫が必要となる。

イ 支援拠点の説明テキスト等の課題

支援拠点ついては国が要綱を示しており、その要綱に沿いつつも、その内容を具体化したテキ

スト資料が必要となる。この点については、すでに 30 年度厚労省子ども・子育て支援推進調査

研究事業「市区町村子ども家庭総合支援拠点設置に向けて：スタートアップマニュアル」を策定

しており、このマニュアルが標準テキストとして有効であるとの声が相当数挙げられてる一方、

都道府県がこのスタートアップマニュアルの周知を行っていない自治体においては、市町村側が

支援拠点の設置の意義を十分なし得ておらず、単に補助金申請の事務作業や支援拠点という形式

のみ整えることに関心が行ってしまっているようである。

（4）小規模自治体へのアプローチの課題（専門職等人員配置の課題含む）

小規模自治体においては、支援拠点の人員配置基準を満たすことは難しいとの声が挙げられる。①地域

の少子化等から、高齢者への対応を重視せざるを得ず、子どもにお金を投資することがそもそも難しいこと、

②児童虐待件数が少なく、児童虐待担当等の子ども対応を専任でおく必要性がないこと、③上記とも関連

して財源確保が難しく補助メニューの拡大・弾力化等が挙げられる。 
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第２ 展望－支援拠点設置促進に向けて 

１．都道府県による市町村向け説明会等の工夫 

（1） 説明会等の形式について

都道府県が市区町村向けに支援拠点がどういう制度でどのように設置促進していけばよいのかに

ついて説明会の機会を設けることが有用である。

この手法については、いくつかの手法に段階的に整理することができる。

ア 説明会等の段階的工夫

（ア） 県主体の市町村担当者会議等において都道府県担当者が説明する手法

（岩手県・山形・秋田・茨城、香川、愛媛、長崎）、（児童相談所ごと（茨城））

（イ） 支援拠点について外部講師を招いて概要説明・理解促進のための研修

（茨城県、岐阜、※広島地域ごと、高知、）

（ウ） 上記イに加え、先行する支援拠点設置自治体の発表を行う

（宮城、茨城、千葉、石川、大阪、奈良県、島根、岡山、宮崎、沖縄）

、ワーク（奈良、広島）

（エ） 更に個別の地域割りや規模に応じたグループワーキング方式など（全体とは別）

（静岡方式…第一段階の全体研修に加え、第二段階としての地域ブロックご との研

修・ワーキング、そして第三段階としてさらに児童相談所の管轄地域ごとの地区研修

により児童相談所職員と市町村職員とが一緒に行うワーク等に基づく研修（児相職員

も支援拠点を理解）、さらに個別に市町に出向いて行う説明等のアウトリーチ研修を

組み合わせる）、

 上記の段階的な説明会等の工夫においては、未だ国が行う説明資料を市区町村に配布する程度

にとどまっている都道府県もあるようであるが、アンケート回答自治体においては、ア～エのよ

うな工夫があり、特に外部のアドバイザー制度を利用することの有効性や先行する支援設置自治

体の事例発表等が有効であるとの言及が多い。基本的にはアの段階から初めて、ウ、エの段階を

目指して繰り返し、個別の要求に応えていくことが有効であるようである。

イ その他の手法工夫（組み合わせ）

 上記に加えて、市町村からの問い合わせ・相談を個別に受けていること、問い合わせが多い事

項について集中的に説明を行うようにしている、事前事後のアンケート調査を詳細に行っている

などの手法の工夫が有効であるとされる。

関連して、都道府県と市町村との意見交換会が有効であるとの回答が複数なされている（山

梨、静岡、愛媛、高知、長崎（訪問・テレビ会議を用いていること）、沖縄など）。
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県やアドバイザーと市町村との間で議論をする（キャッチボール）の中で、市町村自身の強み

と弱みを発見・現状分析を行い、必要な体制づくりについて議論できるようになるのが有効であ

る（鳥取）。 

・現相談体制と結び付けながら強み弱み主体的に考えていく研修（静岡） 

・意見交換有効（島根） 

 

（2）頻度 

上記に関連して、説明会等の頻度が問題となる。 

この点、市町村側のコメントを拾うと、当然のことながら、一度しか行っていない都道府県よ

りも、毎年さらに年に何度か、繰り返し説明会等を行っている都道府県の方が市区町村側の理解

度が高まったとの感想が寄せられている。 

なお、頻度と関連して、熊本県では令和 2 年度を重点期間と設定して働きかけ促進を図ってい

くとのことである。 

  ア 一度（今年度に至るまで） 

イ 毎年 

ウ 年に何度か、さらに地域ごとなど 

 

（3） 参加職員の問題 

上記の課題で分析されたように、市区町村子ども家庭総合支援拠点制度は、制度設計の側面と

相談・ソーシャルワーク機能の向上という 2 つの側面が求められる点で、①制度設計を行う部署

の職員（企画・人事・財政等）の理解及び子どもセクションの管理職の理解と取組が不可欠とな

る。それとともに②現場の相談担当の力量・能力の向上が求められる点で、どちらかの担当職員

のみでは設置促進が進まないところに難しさがある。という点に関し、説明会等を行う場合に

も、以下のように、ア～エの取組が重要になってくる。 

なお、ア～エの視点に加え、そもそも自治体の制度設計の問題であるとして、市町村長対象の

トップセミナーや沖縄振興拡大会議という形での市町村長向けに直接市区町村子ども家庭総合支

援拠点の促進を働き掛けることを行い有効であったとする取り組みも参考になろう（奈良県、熊

本県、沖縄県等） 

  ア 児童福祉分野の職員のみ 

イ 児童福祉分野と母子保健担当と合同 

（茨城、静岡、奈良、高知では非常に有効だったとコメント） 

ウ 人事・企画担当者同席 

エ 組織作りできる幹部級職員（広島、静岡、） 
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（４） アドバイザー制度の利用・活用 

上記と関連するが、県主催の説明会等に組み合わせて、個別対応として、個別市町へのアドバ

イザー派遣制度を利用することが有用であるようである（大阪、宮崎、福島、茨城、岡山な

ど）。有効性を実感し、積極的活用したいと言及している自治体がある。 

 

２．都道府県による市町村向け説明テキスト等の工夫＝スタートアップマニュアルの活用 

 説明会等を開いて市区町村に支援拠点設置促進を行う場合に、どのような資料を用いて説明して

いるのかについては、スタートアップマニュアルを活用し、それが非常に有効であるとの回答が多

くなされている（山梨、長野、滋賀、静岡、兵庫、茨城、奈良県、長崎等）。 

 なお、スタートアップマニュアルに関しては、研究代表である鈴木秀洋及び井上登生を中心に厚

労省子ども家庭総合支援拠点設置アドバイザーとして登録している者で、今後の設置促進のための

会議を何度か行っており、スタートアップマニュアルの追補版を鈴木秀洋研究室ＨＰにおいてアッ

プする予定である。 

 さらなるスタートアップマニュアル活用のための工夫としては、以下のグレードアップを行って

いるので参照されたい。 

 

（1） スタートアップマニュアル要約版・追補版 

現在全市区町村に配布しているスタートアップマニュアルは、大きく 7つの項目で解説してい

るが、下線部分の追記を行う予定である。参照されたい。鈴木秀洋研究室ＨＰ

（http://suzukihidehiro.com/） 

 

※ スタートアップマニュアル追補（項目要約） 

１ 根拠・要件 

1－2 設置にあたっての自治体アセスメント 

1－3 支援拠点運営指針 

２ 包括との連携 

2－２ 教育との連携 

３ 要対協の活用 

3－2 要対協ガイドライン具体追記 

４ 児相との関係 

５ その他（家児相との関係、地域資源との関係） 

６ 人員配置の工夫 

７ 施設等の標準基準 
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今回のアンケート及びヒアリングを通じ、支援拠点について、後述するが、①そもそも自

治体の現状分析がなされていないと支援拠点設置に向けてどうしたらわからないということ

が生じており、まずは、「自治体アセスメント」を行うことが必要であること、②野田市の

虐待死事件の報告書も踏まえ、学校・教育委員会との連携の提示が求められること、③要対

協については会議の開催ルールが定型で強調されるが、平成 28 年改正を踏まえた場合に、

支援拠点を司令塔と位置付けそのためのネットワークにおける連携はより実質的・具体的な

在り方が問われており、その意味での追記が必要（後述）となるとの意見を踏まえている。

④上記と関連するが、支援拠点運用指針を掲げることの有効性についても提言があった。 

 

（2） スタートアップマニュアル動画配信 

    鈴木秀洋研究室ＨＰ（http://suzukihidehiro.com/）にて一部配信中であり、スタートアップ

マニュアルの解説をしており、子ども家庭総合支援拠点について、各自治体担当者が個人でもチ

ームでも学べるコンテンツを策定し発信している。今後さらなる充実を図り、支援拠点の理解を

深めることができよう。 
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３．アドバイザー育成 

スタートアップマニュアルを説明でき、さらに市区町村の実情を知り制度設計をアドバイスで

きる人材としてのアドバイザーの育成については、制度設計として国が制度設計として財政的支援

や全国的な研修体制としてさらなる推進体制支援が必要になってこよう。アドバイザーを増やして

いく仕組みづくりが必要となろう。 

 

４．都道府県による経済的支援 

これについては、独自のアドバイザー制度（要綱・補助金等）を創設している都道府県がある

（福島、大阪、岡山、高知県（見守り体制推進交付金）など） 

 

５．小規模自治体へのアプローチ 

小規模自治体については、多くの都道府県から悩みが寄せられる。また小規模自治体自身からの

制度設計に関する問題提起も多い。前述したように、①地域の少子化等から、高齢者への対応を重

視せざるを得ず、子どもにお金を投資することがそもそも難しいこと、②児童虐待件数が少なく、

児童虐待担当等の子ども対応を専任でおく必要性がないこと、③上記とも関連して財源確保が難し

いなどである。 

 これらに対しては、国及び都道府県が特別の対策・対応を講じていく必要があろう。現状の法制

度設計（要綱）を前提にしたうえでの工夫とすれば、上述した「３都道府県による経済的支援」の

工夫、また、後述の「５その他県の参考になる取組例」が参考になろう。特に、人材育成に関して

県がバックアップすることが有効であろう。 

 さらにアドバイザー同士の会議における意見交換の機会を設けたのであるが、そこで出た意見と

して、県内一律に小規模自治体への設置促進を形式的に進めるのではなくて、小規模自治体の現状

に合わせて個別のメニューでの働きかけが必要であろうとの提言がなされた。例えば県内の大規模

自治体・中規模自治体設置の後に、それらの力も借りて設置するなどである（時期や支援度合いの

グラデーション）。またアドバイザーの井上先生が小規模自治体を回った時の、医療圏域等既存の

地域のまとまりを生かしつついくつかの自治体で支援拠点を作っていく試みを推奨している（後述

アドバイザーからのコメント参照）が、こうした協議を行っていくことも有用であろう。 

 

６．その他県の参考になる取組例 

(1)市町村支援担当職員の配置と実行化 

県（本庁）の市町村支援担当職員・児相の支援拠点担当職員による市町村訪問による要対

協・支援拠点支援（鳥取）。県の市町村支援の地域養育支援担当配置（長野）など 
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(2)県内の設置自治体事例集等の情報共有 

県内の設置事例集作成（長野）、県内のアンケート結果を市町に配布して情報共有を図る

（兵庫）。 

(3)任用前研修の受講促進 

市町村の人員配置基準の満たす工夫として任用前研修を積極的に受講してもらう（福島） 

(4)社会的養育推進計画に目標として明記 

  計画にきちんと位置付けることにより促進が進む（愛媛） 

 

７．支援拠点設置市区町村の分析・展望 

 個々の支援拠点に関する設置及び取組状況については、Ⅲにおいて詳細な事例集としてまとめて

いるので、自治体の規模に応じて参照してほしい。 

 今後設置に取り組む自治体の参考なるメリット等として特徴的なものを挙げておく。 

 

(1) 自治体の組織アセスメントの視点 

この点、支援拠点未設置自治体にヒアリングを行うと、消極的な意見として、拠点は機能設置

であるためどのように組織を変えるべきなのか明確でないからできないという意見などがある。 

しかし、設置自治体においては、逆に現状どのような組織構成・所掌となっており、現状はど

のような相談等に対してはどの機関がどこまで対応しているのか、隙間はないのか、今後はどう

したらよいかなど、既存の自治体の組織・所掌を再度アセスし見直すきっかけとなったという意

見が多くあげられる。例えば、保健部署と福祉と教育の関係等含めて。また家庭児童相談室の位

置づけを含めて、今後の自分たちのチームの現状の弱点を知り、強化策ロードマップを描く契機

にしているとのことである。組織作りには、異動はつきものであり、それも見据えた組織づくり

の契機となっていると評価できる。 

（2） 宣言による好循環の効果の視点 

支援拠点を設置・明確化し、宣言することで、業務内容が庁内に周知され、関係課から情報収

集がしやすくなり、情報が集まりやすくなったことがあげられる。 

また、住民に向けて周知をすることで、地域に認知度が高まり、相談件数が増加することとな

った。このことは住民側からはより相談しやすくなったということもあげられ、虐待予防効果が

上がっていると考えられるとの分析ができる。 

相談件数の増加は、短期的には現状の体制に負荷をかけることになるが、そのエビデンスによ

り、体制のさらなる整備が議論（課題が可視化）されて、体制が徐々に強化されていくことにつ

ながり、長期的に良い循環が生まれるとの声があげられている。 

  

490



(３) 個別具体業務における対応の向上の視点

ア 母子保健部門と児童福祉部門との一体化

支援拠点の要綱が強調しているように、母子保健部門と児童福祉部門との一体化・連動が議

論され、その方向性が模索される中で、一体化を目指し、早期から切れ目ない支援ができるよ

うになったとのメリットがあげられる。

イ 要保護児童対策地域協議会の活用の視点（※）

支援拠点設置前は、要対協が相談部門と乖離し、会議等の運営や研修に偏っていたが、支援

拠点設置により、支援拠点が司令塔となり要対協を活用していくとの視点となり、相談受付か

ら支援までが一体的にできるようになったとのメリットがあげられる。

平成 28 年改正の支援拠点設置の趣旨に合致した対応といえる。 

この点は厚労省平成 30年度子ども・子育て支援推進調査研究事業「市区町村子ども家庭総

合支援拠点設置に向けて‐スタートアップマニュアル」（鈴木秀洋研究代表）8 頁において強

調してきたことである。 

（※）現行「要保護児童対策地域協議会設置・運営指針について」が定められているが、 

「児童虐待防止対策の抜本的強化について」（平成 31年 3月 19日児童虐待防止対策に関する関係

閣僚会議決定）において、「要対協の充実・強化」が求められ、「要保護児童対策地域協議会の効

果的な運営ができるよう、ガイドラインを作成する」と定められている。 

要対協の充実・強化は、支援拠点の設置・運営と一体のものである。そして、本報告書の中で

も、多くの自治体が、模索しつつも要対協の充実・活用を目指している。 

それゆえ、本報告書では、自治体からのアンケート調査及びヒアリング調査結果を踏まえ、上記

ガイドラインについて、「要保護児童対策地域協議会の効果的な運営のためのガイドライン（鈴木

試案）」として、後述添付して提示することとする。 

（４） 支援拠点の姿が要綱やマニュアルで示されることによる組織力の向上

①支援拠点について、自治体の要綱等で明記することで、位置づけが法的にかつ継続的に図ら

れることになったこと。②国の要綱で各種専門職が必要だと明記されたことで、自治体内でも専

門職が必要であるとの意識づけが図られるようになったこと、③他機関との連携を行ううえで、

具体的に情報共有のシステム化・あり方が議論され、現状拡充につながっているなどの声があげ

られた。支援拠点は到達点ではなく、子供や保護者を守るという目的のための制度設計であるこ

とからすると好ましい歩みといえる。

８．総括 

以上本報告書においては、まずは支援拠点設置に向けての都道府県との連動の視点から都道府県

の取組と市町村の設置についての事例集をあげ、その次に都道府県との連動にかかわりなく市区

町村として設置に向けて取り組んできた支援拠点等の事例集も組むこととした。 
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分析結果としては、都道府県が積極的に説明会、質問会を行っているところでは確実に設置準備

が進んでいる。それは設置自治体の数の増加という形で表れている。なお、数という形では直接

表れてはいないが、今後のロードマップが描けるようになったということが、市区町村からのヒ

アリングを行う中で、そうした多くのコメントを拾うことができた。

その意味では、都道府県は自らの責務として総合支援拠点の整備支援を行っていくことが求めら

れている。 

また、都道府県との連動にかかわらず、市区町村として平成 28年改正に伴い支援拠点設置を宣

言している自治体も紹介した。この報告書は先進的な取り組みのみでなく、以前からの取組が支

援拠点と評価できるのであり、あえて現状変更はないという市区町村もあり、あえてそのような

市区町村も掲載することとした。こうした自治体の中には、従前から支援拠点が求める最低限の

機能以上の取組をして自治体もあれば、情報が少ない中で模索しながら現状の機能を評価した自

治体もある。より多くの支援拠点の姿を参照し、自らの自治体の参考とすることができよう。 

最後に、重要な点を述べておきたい。支援拠点は目的ではない、数合わせであってはならない。

もう一度法改正の制度趣旨にさかのぼり、全面改訂されたガイドライン、要綱、スタートアップ

マニュアルに目を通してほしい。その意味で本報告書に記載があるが、兼務体制、最低限体制で

は児童虐待支援ができないとの意見（岡山）、設置後を含めた意見交換が必要であるとの意見

（石川）、設置後に円滑な運営や人材育成につき引き続き個別支援が必要となってくるとの意見

（鳥取）を常に頭に置いた制度設計が求められる。また、児童相談所を設置する自治体も生じて

こよう。しかしその場合でも児童相談所を設置したことが支援拠点を設置したことにはならない

ことは重ねて述べておきたい。支援拠点には地域の子どもと保護者をポピュレーションアプロー

チで支え続けていく機能が求められていて、児童相談所の機能と包含関係にあるものではない。

子どもの視点から今の相談体制・ソーシャルワーク体制をより向上させていくことが求められて

いる。その意味で地域の司令塔としてのマネジメントが求められている。 
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Ⅴ アドバイザーからのコメント 

医療法人 井上小児科医院理事長 井上登生 

 2019 年度は、「市区町村子ども家庭総合支援拠点の設置促進に向けた支援手法に関する調査研究

報告書」、「市区町村等が行う児童虐待防止対策の先駆的取組に関する調査報告書」、「市区町村

子ども家庭総合支援拠点設置スタートアップマニュアル」を用いて、各自治体で行われている市区

町村子ども家庭総合支援拠点（以後、支援拠点）の設置促進に向けたアドバイザーとして活動を行

なった。活動の主な内容は、各自治体の中津市視察の受け入れや私自身が自治体訪問をした際に、

講義形式で支援拠点の設置促進に向けた考え方や実際の取組事例の紹介をし、ついで各自治体の現

時点までの取組のあり方を確認した上で、各自治体の強みを活かして、さらに進むべく方向につい

て質疑応答形式で検討を行なった。加えて、各自治体からの個別の相談にも対応してきたので、こ

れらの経験から得たものを報告する。 

１．市区町村子ども家庭総合支援拠点の設置促進の考え方での気づき 

・ 支援拠点の設置の根拠として、平成 28年児童福祉法等改正により、法律に支援「拠点」が明

記（第 10条の２）されていることは知っている。平成 28年児童福祉法等改正法（以後、平成 28

年改正法）そのものが、昭和 22年の発行以来、理念そのものから改正された、いわば抜本改正で

あることの意義、ならびに第１〜３条までの確認・認知が研修参加者においてもできていないこと

がわかった。会場ごとの人数や講義受講者の経験年数による集団の違いはあるが、それでも多いと

ころで半数、少ないところでは２割程度しか、挙手による確認であったが、平成 28年改正法につ

き理念から読み解いている人はいなかった。 

 対策：改めて、子どもの権利条約制定、我が国の批准後から平成 28年改正法が成立するまでの

経緯、平成 28 年改正法以後の改正の動向を丁寧に説明する。 

 研修後のアンケートで、「気づきの多い研修であった」、「改めてスタートアップマニュアルを

読み返してみようと思った」、「この様な視点を自治体内部で共有したい、すべきであると思っ

た」、「この様なことがわかると、自治体の担当職員としてやるべきこと、やらなければならない

こととしての自覚が倍増した」等、多くの前向きの意見をいただいた。 

鈴木も述べているが、ビデオにより繰り返して見ることができる様な資料の提供が必要である。 

２．都道府県による各市町村における子育て世代包括支援センターと支援拠点の設置状況の確認と

市町村からの設置促進に向けた意見 

・ 正式に県としての取組に関わったのは、熊本県（令和元年 11月６日）、佐賀県（令和２年２

月５日）である。その際、県の担当を通して事前に、①スタートアップマニュアルを読んで来るこ

と、②各市町村の人口、児童人口、出生数、子育て世代包括支援センター（以後、支援センター）

の有無と設置予定年月日、支援拠点の有無と設置予定年月日、加えて各市町村における母子保健主
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管課、子ども・子育て主管課、児童虐待防止主管課、障害福祉主管課、学校教育主管課の設置状況

が単独であるか、合同であるか、今後合同になる場合はその予定について、確認した。 

・ 研修当日は、これらの資料を県の許可を得た上で、集まってくれた多くの市町村の担当皆で共

有し、周辺市町村や県内各エリアの動向を確認した。 

成果：「同じ県内でもエリアが離れているとどの様になっているか知らないことがあったが、現

時点での県内の動向を知ることができて参考になった」などの意見があり、各自治体間の顔の見え

る交流と県の担当者との交流などが、同じ課題に取り組んでいる仲間として共有された。（その後

の個人メールでの意見） 

対策：熊本県は 14市 28町８村（計 45）、佐賀県は 10市 10町（計 20）であるが、両方とも小規

模 A型、特に出生数が 30人以下の自治体もある中で、「現時点で国から示されている支援センタ

ーや支援拠点の話を聞いても、職員ひとりで子どもから高齢者の事業を担当しているところなど、

何をどうして良いかイメージがわかない」、「最初の頃、研修を受けたが、自分の自治体で使える

話はなかったので、その後研修には参加していなかった。今回、自分と同じ様な気持ちのいる人た

ちと率直に話せてよかった」等の意見が多くあった。 

鈴木も多くの自治体研修を繰り返す中で、この様な実態を早くより把握しており、今後の対策を

検討しているところだが、これらの問題に障害児対策等ですでに前例のある広域での対応などが、

社会的養育・養護対策では前例がないことを指摘している。今後、これらの認識があり、積極的に

取り組みたいと考えている都道府県をピックアップして先駆的取組のモデル県の認定を国が行い、

それに向けた支援に取り組むべきと考える。 

対策：熊本県と佐賀県は当日使用したこれらの資料をこの意見書で使用することを許可してくれ

ている。いくつかの都道府県で、この様なモデル事業を地域の強みを活かしながら、前向きに取り

組んでいる例として掲げ、来年度の取組の一つとしてほしい。 
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⼦ども家庭総合⽀援拠点
マニュアル改訂検討会議

（2020.02.25）

資 料

井上登⽣（⼤分県中津市）

熊本県全市町村の⽀援拠点
設置に向けた取り組みに向けて

熊本県健康福祉部 ⼦ども・障がい福祉局
⼦ども家庭福祉課 ⼦ども福祉班主催

熊本県市町村要対協調整担当者研修修了者のフォローアップ研修

⽇時︓令和元年11⽉6⽇（⽔）13:30〜16:30
場所︓熊本市城南公⺠館（⽕の君⽂化センター内）

演者︓医療法⼈井上⼩児科医院 井上登⽣
 厚⽣労働省社会保障審議会
 児童部会社会的養育専⾨委員会
 専⾨委員
 ⽇本⼦ども虐待医学会副理事⻑

佐賀県全市町の⽀援拠点
設置に向けた取り組みに向けて

佐賀県健康福祉部 男⼥参画・こども局
こども家庭課 児童福祉班主催

市区町村⼦ども家庭総合⽀援拠点に関する研修会

⽇時︓令和２年２⽉５⽇（⽔）13:00〜16:00
場所︓ホテルマリターレ創世 ４階アテナ

演者︓医療法⼈井上⼩児科医院 井上登⽣
（⼤分県中津市）
厚⽣労働省社会保障審議会
児童部会社会的養育専⾨委員会
専⾨委員
⽇本⼦ども虐待医学会副理事⻑ 3

【講義1】
市区町村が担う包括的な⽀援１

<在宅⽀援>

2019年度 ⻄⽇本こども研修センターあかし 
市区町村⼦ども家庭相談⽀援指導者研修

⽇時︓令和２年２⽉18⽇（⽕）12:45〜14:45
場所︓ウィズあかし ７階会議室

演者︓医療法⼈井上⼩児科医院 井上登⽣
（⼤分県中津市）
 厚⽣労働省社会保障審議会
 児童部会社会的養育専⾨委員会
 専⾨委員
 ⽇本⼦ども虐待医学会副理事⻑ 4

テーマ︓地域包括的・継続的⽀援を可能にする地域づくり
~⼦ども家庭総合⽀援拠点・中核市等における児童相談所の可能性~

本 ⽇ の 研 修 課 題
（１）⼦ども家庭総合⽀援拠点設置の背景と経緯

（２）市区町村における⽀援について

① ⼦育て世代包括⽀援センター（以後、⽀援センター）
⺟⼦保健から始まる切れ⽬のない・顔の⾒える⽀援について

② ⼦ども家庭相談の流れと
要⽀援・要保護の⽀援段階について

③ 市区町村⼦ども家庭総合⽀援拠点（以後、⽀援拠点）

④ ⼦育てセンター、⽀援拠点、利⽤者⽀援事業の位置関係

（３）官⺠⼀体の⽀援体制作りのポイント（⼤分県中津市での実践から）

5

市区町村⼦ども家庭総合⽀援拠点の
設置促進に向けた⽀援

参 考 資 料

研究代表 ⽇本⼤学危機管理学部准教授 鈴⽊秀洋

1. 厚⽣労働省 平成 29 年度 ⼦ども・⼦育て⽀援推進調査研究事業
市区町村⼦ども家庭総合⽀援拠点の設置促進に向けた⽀援
⼿法に関する調査研究報告書（平成 30 年 3 ⽉）
https://www.nihon-u.ac.jp/risk_management/pdf/rm_180424_2.pdf

2. 厚⽣労働省 平成 30 年度 ⼦ども・⼦育て⽀援推進調査研究事業
市区町村⼦ども家庭総合⽀援拠点設置に向けて スタートアップマニュアル

3. 厚⽣労働省 平成 30 年度 ⼦ども・⼦育て⽀援推進調査研究事業
市区町村等が⾏う児童虐待防⽌対策の先駆的取り組みに関する調査研究報告書

1 2

3 4

5 6
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市区町村⼦ども家庭総合⽀援拠点の
設置促進に向けた⽀援

参 考 資 料
医療法⼈井上⼩児科医院 井上登⽣
1.  厚⽣労働省 市町村⼦ども家庭⽀援指針（ガイドライン）︓平成29年３⽉31⽇︓座⻑代理

https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11900000-Koyoukintoujidoukateikyoku/0000161704.pdf

2. 井上登⽣．児童福祉法改正と児童虐待発⽣予防.教育と医学:2017:65:388-397.
3. 井上登⽣、他．⼩規模市町村における⼦ども虐待予防活動︓⼤分県中津市における取り組み．I︓⺟
⼦保健・医療編、II︓児童福祉 ⼦育て⽀援課・児童家庭⽀援センター編．⼦ども虐待医学︓2017︓
１︓21-31．注︓鈴⽊の⽂献３に参考資料として掲載あり。
4. 井上登⽣︓市区町村の⽀援業務のあり⽅について．厚⽣労働省︓第３回市区町村の⽀援業務のあり⽅
に関する検討ワーキンググループ︓資料３構成員提出資料．Pp.7〜13，2016

https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-11901000-Koyoukintoujidoukateikyoku-Soumuka/img-X21211238.pdf

5. 井上登⽣．ゼロ歳児からの⼦ども虐待予防．⼩児科臨床︓69︓2755〜2759，2016
6. 井上登⽣．児童虐待防⽌に向けて、⾃治体現場に⾜りなかったもの．鈴⽊秀洋編︓⼦を、親を、児童
虐待から救う︔先達32⼈ 現場の知恵． 公職研，2019
7. 井上登⽣．虐待を防⽌する地域づくりと医療の役割（⼦ども家庭総合⽀援拠点・要対協・⺟⼦保健含
む）．⼩児科臨床︓72︓投稿中，2019

⾏政の区割りについて

熊 本 県

名 称 電話番号

➀ 熊本県中央児童相談所 096-381-4451
➁ 熊本県八代児童相談所 0965-33-3247
③ 熊本市児童相談所 096-366-8181

熊本県の市町村図
と

児童相談所の管轄地区

➀

➁

③

熊本県⾏政区域図

14市23町８村
（計45）

熊本県地域医療再⽣計画
平成26年２⽉改訂版より

01. 熊本
02. 宇城
03. 有明
04. ⿅本
05. 菊池
06. 阿蘇
07. 上益城
08. ⼋代
09. 芦北
10. 球磨
11. 天草

熊本県の２次医療圏

01

02

03

04

05 06

07

08

1009

11

熊本県⾏政区域図 14市23町８村
（計45）

熊本県教育事務所⼀覧

⾏政の区割りごとの

⼦育て世代包括⽀援センター
⼦ども家庭相談総合⽀援拠点

市町村各部署のあり⽅

熊本県14市について
事前調査へのご協力、ありがとうございました！！

7 8

9 10

11 12
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熊本県内１４市

保健部局 教育委員会部局

①母子保健主管課 ②子ども・子育て主管課 ③児童虐待防止主管課 ④障害福祉主管課 ⑤学校教育主管課

単独・合同 単独・合同 単独・合同 単独・合同 単独・合同

熊本市 740,822 大

八代市 127,472 19,916 小C なし R2.4.1 なし R4.4.1 単独 単独 単独 単独 単独

人吉市 33,880 4,943 小A あり H29.4.1 なし 単独 合同：②③④ 合同：②③④ 合同：②③④ 単独

荒尾市 53,407 8,141 小A なし R2.4.1 なし R2.4.1 合同①③ 単独 単独 単独

水俣市 25,411 3,414 小A なし Ｒ3.4 なし Ｒ3.4 単独 合同：①②③ 単独

玉名市 66,782 10,719 小B あり H29.10.1 なし R2.4.1 単独 合同②③ 単独 単独

天草市 82,739 11,054 小B なし R2.4 なし R2.4 単独 単独 合同②③ 単独 単独

山鹿市 52,264 7,956 小Ａ なし 令和2年予定 なし 未定 単独 単独 合同④ 合同③ 単独

菊池市 48,167 7,714 小A あり H31年4月 なし 単独 合同②③ 合同②③ 単独 単独

宇土市 37,026 6,633 小A あり 令和２年４月 あり R2.4 単独 合同：②③ 合同 合同：福祉政策，生活保護，復興支援と 単独

上天草市 27,006 3,380 小A なし R3年3月31日 なし R5.3.31 単独 合同②③④ 合同②③④ 合同②③④ 単独

宇城市 59,756 9,173 小B あり H31.4 あり H31.4 単独 合同（子育て支援課 合同（子育て支援課 単独 単独

阿蘇市 26,153 3,938 小A なし R2.4.1 なし 単独 合同：②③④ 合同：②③④ 合同：②③④ 単独

合志市 62,459 13,569 小B なし あり H30.4.2 単独 単独 単独 単独 単独

令和元年5月1日現在

市名 人口
児童
人口

支援
拠点
類型

子育て世代包括支援センター 子ども家庭相談支援拠点 児童福祉部局

あり・なし
設置年月
予定年月

あり・なし
設置年月
予定年月

都
道
府
県

市
区
町
村

市区町村における児童等に対する必要な⽀援を⾏う体制の関係整理（イメージ図）

 ○⼦ども家庭⽀援全般に係る業務
・実情の把握、情報の提供、相談等への対応、総合調整

 ○要⽀援児童及び要保護児童等への⽀援業務
・危機判断とその対応、調査、アセスメント、⽀援計画の
作成等、⽀援及び指導等、児童相談所の指導措置委託を受けて市区町村が⾏う指導

 ○関係機関との連絡調整

 ○その他の必要な⽀援
・⼀時保護⼜は措置解除後の児童等が安定した⽣活を継続していくための⽀援 他

○相談、養育環境等の調査、専⾨診断等（児童や家族への援助⽅針の検討・決定）
○⼀時保護、措置（⾥親委託、施設⼊所、在宅指導等）
○市区町村援助（市区町村相互間の連絡調整、情報提供等必要な援助） 等

 ○妊娠期から⼦育て期にわたる総合的相談や⽀援を実施
・妊産婦等の⽀援に必要な実情の把握 ・妊娠・出産・育児に関する相談に応じ、必要な情報提供・助⾔・保健指導
・関係機関との連絡調整 ・⽀援プランの策定

児童相談所（⼀時保護所）

要保護児童対策調整機関

・責任をもって対応すべき
⽀援機関を選定
→主担当機関が中⼼となっ

て⽀援⽅針・計画を作成
・⽀援の進⾏状況確認等を

管理・評価
・関係機関間の調整、協⼒

要請 等

地域⼦育て⽀援拠点・児童館
医療機関

保育所・幼稚園
学校・教育委員会

⺠⽣児童委員

⾥親 乳児院

児童養護施設

児童⼼理治療施設

警察

児童相談所

利⽤者⽀援機関

⽀援拠点が調整機関の主担当機関を担うことで、⽀援の⼀体性、連続性を確保
し、児童相談所との円滑な連携・協働の体制を推進

弁護⼠会

役割分担・連携を図りつつ、常に協働して⽀援を実施
⺠間団体

○関係機関が情報を共有し、連携して対応

要保護児童対策地域協議会

市区町村⼦ども家庭総合⽀援拠点

同⼀の主担当機関が、２つの機能を担い⼀体的に⽀援を実施
※ただし、⼤規模市部等では、それぞれ別の主担当機関が機能を担い、適切に情報
を共有しながら、⼦どもの発達段階や家庭の状況等に応じて⽀援を継続して実施

リ
ス
ク
の
程
度

低 ⼦育て世代包括⽀援センター（⺟⼦健康包括⽀援センター）

⾼

保健機関

※⼦育て世代包括⽀援センターや市区町村⼦ども家庭総合⽀援拠点の設置に当たっては、同⼀機関が２つの機能を担うなどの設置⽅法を含め、各市区町村の⺟⼦保健及び⼦ども家庭相談の体制や実情に応じて検討すること。

・実施主体は市区町村
 （業務の⼀部委託可）
・複数の市区町村に

よる共同設置可

⾏政の区割りごとの

⼦育て世代包括⽀援センター
⼦ども家庭相談総合⽀援拠点

市町村各部署のあり⽅

熊本県31町村について

ダブル
ケアなど......

熊本県まち・ひと・しごと創⽣総合戦略

⼈⼝ビジョン 

↓

我が事・丸ごと
（地域共⽣社会）

↓
全世代型地域共⽣社会

やっぱり、
地域で⽣活される
家族へのケアとして

とらえるべきだよな︕

13 14

15 16

17 18

497



熊本県の２次医療圏

人吉市（出生数：237人）・球磨郡（出生数：348人）

郡 町村名 人口
児童
人口

出生
数

支援
拠点
類型

子育て世代包括支援センター 子ども家庭相談支援拠点 保健部局 児童福祉部局 教育委員会部局

あり・なし
設置年月 予定

年月
あり・なし

設置年月 予
定年月

①母子保健主管課 ②子ども・子育て主管課 ③児童虐待防止主管課 ④障害福祉主管課 ⑤学校教育主管課

単独・合同 単独・合同 単独・合同 単独・合同 単独・合同

球磨

錦町 10,766 1,936 88 小A あり 2020年4⽉ あり 2022年4⽉ 合同①③ 単独

あさぎり町 15,523 2,515 105 小A なし 未定 なし 未定 単独 合同：②③④ 合同：相談窓⼝
主管課と 単独

多良木町 9,791 1,426 47 小A なし あり H30.4 単独 単独 単独 単独 単独

湯前町 3,985 493 15 小A なし (検討中) なし (検討中) 合同 合同 合同 合同 合同

水上村 2,232 339 18 小A なし 本年度予定 なし ①②③④ 合同 合同

相良村 4,468 634 28 小A なし 令和２年度予定 なし 合同 合同 合同 合同 単独

五木村 1,055 109 7 小A なし 令和２年度 なし 未定 合同 合同 合同 合同 単独

山江村 3,422 682 27 小A なし なし 合同：①②③④ 合同：①②③④ 合同：①②③④ 合同：①②③④ 単独

球磨村 3,698 473 13 小A なし 未定 なし 未定 単独 ②〜④合同 ②〜④合同 ②〜④合同 単独

人吉市 33,880 4,943 237 小A あり H29.4.1 なし 単独 合同：②③④ 合同：②③④ 合同：②③④ 単独

⼈吉市（出⽣数︓237⼈）・球磨郡（出⽣数︓348⼈）

球 磨 圏 域
① ⼈吉総合病院

①発達⽀援ルームLSJ KUMA（湯前町）
②ゆうくらぶ（錦町）
③わくワーク広場 おーぶ （あさぎり町）
④児童発達⽀援事業所こどもサポート

センターぴゅーぱ（多良⽊町）
等々

例︓児童発達⽀援事業所

本 ⽇ の 研 修 内 容 課 題

（１）佐賀県の現状

（２）⼦ども家庭総合⽀援拠点の概要
（役割、必要性など）

（３）⼦育て世代包括⽀援センターとの役割分担

（４）⼩規模⾃治体における設置促進策
21

市町名 全⼈⼝ 児童 児童計 類型
乳児 幼児 少年

佐賀市 234,342 1,927 12,098 24,346 38,371 中規模
唐津市 119,208 980 6,191 13,133 20,304 ⼩規模Ｃ型
⿃栖市 74,137 687 4,306 9,138 14,131 ⼩規模Ｂ型
多久市 18,880 110 789 1,830 2,729 ⼩規模Ａ型
伊万⾥市 53,955 452 2,986 5,928 9,366 ⼩規模Ｂ型
武雄市 48,261 409 2,466 5,244 8,119 ⼩規模Ａ型
⿅島市 28,561 230 1,518 3,116 4,864 ⼩規模Ａ型
⼩城市 43,717 382 2,382 4,981 7,745 ⼩規模Ａ型
嬉野市 26,349 181 1,260 2,616 4,057 ⼩規模Ａ型
神埼市 31,306 225 1,472 3,346 5,043 ⼩規模Ａ型
吉野ヶ⾥町 16,338 155 931 1,875 2,961 ⼩規模Ａ型
基⼭町 17,371 136 831 1,663 2,630 ⼩規模Ａ型
上峰町 9,364 98 537 1,149 1,784 ⼩規模Ａ型
みやき町 25,229 224 1,243 2,348 3,815 ⼩規模Ａ型
⽞海町 5,518 27 239 612 878 ⼩規模Ａ型
有⽥町 19,563 124 961 2,122 3,207 ⼩規模Ａ型
⼤町町 6,397 33 264 560 857 ⼩規模Ａ型
江北町 9,519 100 549 1,006 1,655 ⼩規模Ａ型
⽩⽯町 22,802 136 961 2,287 3,384 ⼩規模Ａ型
太良町 8,293 61 302 862 1,225 ⼩規模Ａ型

市町別年齢別⼈⼝（平成30年10⽉1⽇現在）

佐賀県⼈⼝移動調査（県統計分析課）より

市区町村⼦ども家庭総合⽀援拠点

22

⼦育て世代包括⽀援センター

２０１９年４⽉現在【１４市町１７か所】
23

⼦ども家庭総合⽀援拠点の設置検討状況について

課 題

①専⾨職の確保が難しい（保健師、社会福祉⼠等）※募集を出しても集まらない

②それぞれの職員が多くの業務を抱えており、拠点との兼務など考えられない

③⽀援員、専⾨員の経験不⾜

④先⾏して設置されている、⼦育て世代包括⽀援センターとの役割の整理が必要

➄新たに配置する職員が座るスペースがない

未検討の理由
①現在の体制（要対協）がしっかりしているので、必要性を感じていない
→拠点として求められている仕事はやれているので、新たに⼈を配置してまで取り組む必要性を感じない
→⼩規模⾃治体の場合、対応件数もあまり多くないので、⾃前でそこまでの体制を整える必要性を感じない

②努⼒義務であることから、庁内でも⼈事・財政部署に対して必要性を強く主張出来ない
→1/2の補助が出るにしても、持ち出し分の捻出が難しい
→職員の新規採⽤もなく、どの部署も最⼩限の⼈数で業務に取り組んでいる中、⼈事部署の理解が得られない

③拠点の開設条件（開所時間、兼務等の条件）をクリアするのが難しい

④庁内での議論が全く⾏われていない

24

19 20

21 22

23 24
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1.社会的養育の体制整備の基本的考え⽅及び全体像
(1)計画策定の趣旨
○平成 28 年(2016 年)の改正児童福祉法にて、制定時から⾒直されてこなかった理 念規定が
改正、⼦どもが権利の主体であるとされた。
○国・地⽅公共団体においては、⼦どもが家庭において健やかに養育されるよう保護 者を⽀
援することを原則としたうえで、それが困難な場合は、「家庭における養育環境 と同様の養
育環境」である⾥親等への委託を進める家庭養育優先原則が明記された。
○これら⾥親等での養育が適当でない場合には、「できる限り良好な家庭的環境」、すなわ
ち⼩規模かつ地域分散化された施設で養育されるよう必要な措置を講ずることとされ、施設
の⼩規模かつ地域分散化に向けた⽅向性が明確に⽰されたところ。
○また、こうした改正児童福祉法の理念等を具現化するため、平成 29 年(2017 年)8 ⽉、国に
おいて「新しい社会的養育ビジョン」が取りまとめられ、家庭養育優先原則 の実現に向けた
⾥親等委託率の⽬標等が⽰された。
○各都道府県においては、平成 23 年(2011 年)7 ⽉に国から⽰された「社会的養護の課題と将
来像」に基づいて策定した都道府県計画を⾒直し、新たに「都道府県社会的 養育推進計画」
を作成することが求められている。
○このことから、佐賀県においても⼦どもの最善の利益の実現に向け、これらの⾒直 し対象
となる項⽬を⼀体的かつ全体的な視点を持って進めていく必要があることから、 平成 27 年 3 
⽉に策定した「佐賀県家庭的養護推進計画」を⾒直し、今回、「佐賀県社会的養育推進計
画」を策定する。

3.市町の⼦ども家庭⽀援体制の構築等に向けた取組

(1)市町の相談⽀援体制等の整備に向けた都道府県の⽀援・取組

○在宅で⽣活している⼦どもや家庭への⽀援については、地域の変化、家族の変化により、
社会による家庭への養育⽀援の構築が求められている。

○ ⾝近な市町における取組は、予防や早期対応という観点からも重要である。

○ 市町においては、⼦どもの権利、ニーズを優先し、家庭のニーズも考慮してすべて の⼦ど
もと家庭を⽀援するため、⼦育て世代包括⽀援センターや市町⼦ども家庭総合 ⽀援拠点の普
及を図るなど、この⾝近な市町におけるソーシャルワーク体制の構築と⽀援メニューの充実
を図ることが求められている。

○また、貧困やひとり親家庭の増加や特定妊婦の増加、DV被害者の増加などから、
代替養育に準ずる形として、⺟⼦や⽗⼦で⼊所できる施設体系も求められており、乳児院や
⺟⼦⽣活⽀援施設、他の法⼈が担うこともできるような体系を構築する必要が ある。

3.市町の⼦ども家庭⽀援体制の構築等に向けた取組

(1)市町の相談⽀援体制等の整備に向けた都道府県の⽀援・取組

【対策】

○市町⼦育て世代包括⽀援センター及び市町⼦ども家庭総合⽀援拠点の設置について
は、市町に対して専⾨的助⾔を⾏う仕組みを構築し、必要に応じて専⾨的⼈材育成の
ための研修の実施等に取り組むなどの⽀援体制について検討を⾏う。
○また、各市町の求めに応じて、各市町の職員を児童相談所で受け⼊れ、実地研修を
⾏うなどの⼈材育成の在り⽅について検討を⾏う。
○国の財政⽀援策の動向を注視し、適切な活⽤の助⾔や必要に応じて国に対して要望
活動を⾏う。
○ 地域⼦ども・⼦育て⽀援事業の更なる充実を図るため、引き続き市町を⽀援する。
○市町を中⼼として関係機関が連携できるよう、市町に対して専⾨的助⾔を⾏う仕組 みや要
保護児童対策地域協議会が効果的に機能できるよう⽀援する。
○⺟⼦⽣活⽀援施設の在り⽅に関しては、現在、国において整理中であることから、 提⽰さ
れた在り⽅を踏まえた機能転換等を図られるよう必要な⽀援を⾏う。

25 26

27
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千葉県南房総市 教育委員会子ども教育課主査  鈴木 智 

１ 用 務  子ども家庭総合支援拠点設置促進アドバイザー派遣業務 

２ 派遣先  茨城県神栖市こども福祉課（茨城県神栖市保健・福祉会館） 

３ 期 日  令和元年１０月１９日(金) 午後零時４５分から午後３時５０分 

４ 概 要 

同市では令和２年４月の設置を目指しており、担当する係長と主事の２名に対して助言した。現在

進めている内容が設置に向け的確であるか迷いを感じているとのことであった。主な助言事項は次

のとおり。 

①支援拠点設置の目的を見失わない。行政のための拠点ではなく、市民のための拠点をつくりあげ

る。 

②現在の家庭相談室の体制で最低限の条件は既に満たしている。 

③市の組織や子どもの問題、地域の支援資源等を踏まえ、神栖市ならではのしくみをつくることに

注力する。 

④現有スタッフ８名による協議を重視する。 

５ 感 想 

担当者は、進めている準備が適切であるかとても不安に感じていた。今回の派遣で、具体的に確認

できたことにより安心したと繰り返し話していた。 

設置運営要綱（厚労省）やスタートアップマニュアル（調査研究事業）に記載されているものの、

それだけでは確信をもって進められないことを実感した。拠点設置が進まない一つの背景ではない

かと思われる。本来、県の担当課が対応すべき部分でもある。 

 

東京都大田区 子ども家庭部子育て支援課 児童相談所開設準備担当係長 小島美樹 

静岡県主催研修の講師を依頼されました。 

対象＝区市町村職員と保健師  

テーマ＝「児童相談所、地域との連携について」(研修形態は 2部構成)  

複数の座学研修の後、グループワークの形式で開催されました。私の講義では、個々のスキルア

ップと同様に連携を「感覚ではなく技術」としてとらえる視点から、自区の実践事例を聞いていた

だきました。後半のワークでは、もう少しで展開が見えそうな討議をするグループも見受けられま

した。研修構成の工夫によるところも大きく、活気のある討議の様子でした。反面「新しいことは

無理」という固定観念も多く聞かれ、日常の不満に取りつかれている職員も山積し、これは「全国

共通」と感じるところです。自区も同様ですが、困難な職場ほど組織と職務の関係を俯瞰して評価

する力は弱体化するようです。職員のモチベーションが下げないためにも、管理側は日ごろから職

員の職層に応じて総合的な課題を与え、自ら既存の組織を見直す視点や力を養うための機会や、意

識づけのアプローチが必要となります。研修はその一つの方法ですが、今回のように組織の構築過
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程を職員が可視化できる形式はとても良かったと思います。また、今後は管理者向けや実務者向

け、構成員では混合やセクション別と、いくつかの意図的な構成で現在の組織構造を確認し、自治

体の強みを見つけることろから初めてもよいと思います。本研修は、心理職員が研修担を当担って

いた点で、すでに他にはない強みを充分に発揮しておられました。スタートアップマニュアルで

は、組織づくりと現場の動きが一体となっていますが、小さな区市に向けては、縦割り、横割りな

ど、様々な切り口から実践的な研修を展開し、年間計画の中でシリーズ化してもよいのではないか

と感じました。静岡県様に期待を込めて、コメントとさせていただきました。 

宮城県涌谷町 福祉課子育て支援室主任（保健師）   木村 朱 

他市区町村との情報交換や、問い合わせや質問を受けて感じていることは、自治体によって悩み

が異なることです。人口規模や職員配置、組織の体制、または支援拠点設置の意義の認識度等によ

って、困っていることや悩んでいることは全く異なり、その対応策も状況に応じて検討する必要が

あり、画一的なアドバイスでは具体的な解決が難しいと思われます。 

しかし、まずは、要綱やガイドラインで支援拠点設置の目的を確認し、それぞれの自治体の現状

を照合して、何が課題で何が必要かを協議、検討することが重要ではないかと感じます。中には、

設置はしたものの運営方法で悩んでいる自治体もありますが、運営しながら、自治体における支援

拠点の目的や意義を再検討し、自治体なりの支援拠点づくりを進めていけるといいのではないかと

感じます。当町でも、支援拠点を運営する中で様々な課題に遭遇し、その都度検討しながら、当町

なりに対応しています。 

そのためには、支援拠点について検討できる複数の職員(仲間)が必要です。支援拠点を理解し、

その必要性を認識している職員間で話し合い、その自治体なりの設置と運営に向けて進められるこ

とが望まれます。そして個人的な見解になりますが、支援拠点は成長・発展し続けるもので、完成

形はないと思っています。 

アドバイザーとしては、基本的な支援拠点の必要性理解を広げるための普及啓発と、個別的な相

談に応じていくことが重要と感じておりますが、皆さんと悩みを共有しながら、お互いに何か少し

でもプラスとなるようなやり取りができるといいと感じております。 

大分県中津市 子育て支援課主幹  竹下 将人 

中津市には地方自治体から視察や県主催の市町村対象の講演への依頼がありました。その際、そ

れぞれの自治体が、支援拠点でどのような相談支援体制づくりが保護者にとって必要なのか苦慮さ

れている様子でした。 

その時、地域の社会資源との連携の重要性を話させていただきますが、医療機関、社会的養育の

関係機関等と最初の関係づくりが難しいとのご意見がありました。幸いにも中津市では児童福祉に

対し真摯に対応される方々が多数おられ、連携体制が構築されていていますが、今後、市町村と地

域との連携が出来る体制づくりが、支援拠点を充実するため必要と考えます。 
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また、それぞれの市町村の強みを生かした支援体制づくりが必要と考えます。中津市では子育て

支援課に保健師を２名配置し、母子保健担当課の保健師と連携し就学前児童や保護者に対して重篤

度に応じ役割分担を行い家庭へアプローチ、保護者支援を行います。また就学後児童の場合でも児

童や保護者の過去の状況が把握でき、支援に生かされます。このように市町村の児相福祉、母子保

健、教育委員会の組織体制は、市町村の規模や考え方で担当部署や連携の在り方も千差万別です。

それぞれの市町村の強み（連携がうまく出来ているところ）を生かした家族支援が支援拠点の充実

と考えます。 

 児童虐待未然防止のため、児童相談所の機能強化と同様に、在宅家庭への相談支援体制の充実が

必要不可欠ですので今後とも市町村子ども家庭支援拠点の普及を進めていきたいと存じます。 
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Ⅵ 終わりに 

目黒区、野田市、札幌市、出水市と児童虐待にかかる死亡事例が続き、その後も虐待事案

の報道を見ない日はないといっても過言ではない。 

もとより家庭の事情は外部からは分からないことだらけである。支援拠点に求められて

いるのは、家庭を姿・真の姿を客観的かつ徹底的に明らかにすることが目的ではない。子ど

もを守るために、わからないもの抱えたまま、相談対応とソーシャルワークを続けていくし

かない（2020 年 3 月 19 日千葉地裁において、野田事件における父に対する懲役 16 年の判

決が下された。）。刑事司法とは異なる観点からの専門性を少しでも個々人及び組織全体で

向上させていく組織づくりと、地域・まちづくりを行っていかなければならない。 

そのための大きな挑戦が市区町村子ども家庭総合支援拠点という試みだといえる。 

平成 29 年度、平成 30 年度に続き、今回はより多くの自治体現場の取組例を収集した。

必ずしも先進自治体という枠組みでの紹介ではない。従前から体制を充実させてきて拠点

としての宣言も従前どおりでかわりないという自治体もあれば、未だ拠点と名乗ってよい

のか不安であるとの自治体もある。県と協働の下でじっくり時間をかけて拠点作りを行っ

てきた自治体もある。母子保健部門や教育員会との協働・連携に悩んでいる自治体もある。

こうした生の現状をより多く紹介するのが今回の報告書である。この報告書を参考に、地域

にあった支援拠点を作り、バージョンアップしていっていただきたい。 

支援拠点設置は到達点ではなくて、地域の子どもと保護者を守っていくための出発点で

ある。この研究に関わった研究者も設置自治体の担当者もアドバイザーとして皆さんの自

治体に出向く制度も継続しているので利用していただきたい。また、拠点の説明・解説につ

いてスタートアップマニュアルを基に、ビデオを作成したので、その配信もホームページで

発信中である。直接講演会・研修会等でお話できない自治体担当者の方々に積極的に利用し

ていただきたい。そして周知してほしい。是非フィードバックも頂きたい。 

 この報告書を作成するにあたり、多くの自治体職員の方の貴重なお時間をいただき、また

何度もヒアリングにお付き合いいただき、報告書作成に労力を割いてくださったことに感

謝をいたします。 

 この報告書及び平成 30 年度作成のスタートアップマニュアルが皆さんの業務の一助にな

ることを願っています。 

※スタートアップマニュアルの解説動画を鈴木秀洋研究室でアップ中です（随時追加）

スタートアップマニュアルの追補情報も鈴木秀洋研究室で追加してアップしていきます。 

https://suzukihidehiro.com/ 

ご参照・ご利用ください（ご意見・ご感想も募集しております。） 

どこかで直接お会いできることを楽しみにしております。 
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Ⅶ 調査研究報告概要（サマリー） 

 

【タイトル】「子ども家庭総合支援拠点設置促進に関する調査研究」 

【実施主体】日本大学（研究代表者 危機管理学部准教授 鈴木秀洋） 

 

1．【目的・内容】平成 28 年改正児童福祉法が目指した①身近な自治体による母子保健と児童福祉の

一体型の切れ目ない相談支援と②要対協ネットワークを活用したソーシャルワーク機能、その司令塔

として面で子どもと家庭を支える支援拠点の制度設計の現状を分析する観点から立ち上げ事例集を作

成し、更なる設置促進を図るための有効策を探ることを目的とする。 

2．【研究手法】2019 年 4 月現在設置の 283 自治体全部にアンケート調査 (回収率 47.7％。135 自

治体）及び都道府県の取組アンケート調査（回収率 69.8％）を行い、更に現地・電話ヒアリング調

査を重ねた。29 年調査、30 年調査も踏まえ、可能な限り地域・人口規模が異なる多様な拠点にヒ

アリングを行った。更に設置自治体と協力し意見交換会（2 回）も実施。 

3．【調査結果の分析・考察（成果プロセス）】上記を踏まえて、①都道府県事例集・市区町村事例

集を策定した（多様な形を収めた）。都道府県と市区町村との関係性に注目した分析。また設置過

程を時系列で辿り比較できる形で考察（101 市区町村・30 都府県）。②都道府県の積極的な働きか

けの工夫（外部アドバイザーの利用、スタートアップマニュアルの活用、次段階としての地域別・

規模別のワークショップ）や回数を重ねている地域は着実に設置が増加していること、設置自治体

のメリットとしては、設置宣言をすることでの相談増加等の好循環、個別対応力の向上、要綱等整

備による継続性等が挙げられた、③支援拠点設置の難しさは制度設計の側面と相談機能の向上とい

う 2 側面が求められるところにあり、自治体全体での取組みが求められること、④小規模自治体で

は広域共同設置に消極的であり、今後県のみでなく県内の先行設置自治体の力を借りて設置するな

ど、時期や支援度合いのグラデーション支援が求められること、こうした分析考察を行った。 

4．【研究成果（設置に有効な取組）】設置自治体からは、（1）スタートアップマニュアル、（2）ア

ドバイザー制度、この両者の活用の有効性への言及が多かった（報告書記載）。（3）その他有効な

取組としては、①都道府県が呼び掛けて地域内全体への説明・地域別研修・個別の意見交換等を繰り

返したこと（他自治体との意見交換含む）、②市区町村が自らの自治体（組織）の資源・強み等含め

た「自治体アセスメント」をすること、関連してこのアセスメントの過程によりその後の支援拠点の

運用改善をもたらしたこと、③児童相談所市町村支援担当が市町村の個別の質問・課題・悩み等に応

え働きかけたこと、④児童相談所職員（OB 含む）や分野ごとの外部のスーパーバイザー等が市区町

村の要対協に参加し、ケース支援等を行ったこと、⑤人事・企画部局に拠点を理解してもらったこ

と、拠点理解者を自治体内に増やしたこと、⑥子ども家庭支援員を増加させるための県の任用前研修

等利用、都道府県の補助金等を利用したこと、⑦小規模自治体が一定の圏域での結び付きを模索中で

あること。（4）更なる工夫として、①スタートアップマニュアルの解説動画配信、②同マニュアル

の説明追記のＨＰ公開、③効果的な要対協の運営のためのガイドライン提示など、周知啓発チャンネ

ルの多様化を図った。支援援拠点は出発点に過ぎず、子どもと家庭を守るための制度設計であり、常

に取組のバージョンアップが必要である。本報告書自体が全市区町村支援のための教科書となってい

る。 
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第１．アンケート掲載自治体規模別一覧 

小規模 A 北海道安平町,青森県三沢市,岩手県遠野市,宮城県涌谷町,宮城県大和町,山形県飯

豊町,山形県庄内町,山形県上山市,福島県小野町,茨城県境町,栃木県矢板市,群馬

県みどり市,群馬県富岡市,千葉県南房総市,神奈川県葉山町,富山県滑川市, 岐阜

県白川町,岐阜県北方町,大阪府能勢町,大阪府熊取町,大阪府河南町,奈良県三宅

町,奈良県葛城市,奈良県桜井市,和歌山県有田川町,鳥取県倉吉市,島根県邑南町,

岡山県備前市,香川県善通寺市,香川県さぬき市,愛媛県伊予市,高知県香南市,高知

県いの町,熊本県玉東町,宮崎県串間市 

小規模 B 茨城県筑西市,長野県伊那市,大阪府池田市,大阪府藤井寺市,大阪府摂津地,岡山県

津山市,岡山県総社市,福岡県小郡市,福岡県宗像市,大分県中津市 

小規模 C 宮城県大崎市,東京都立川市,神奈川県相模原市,神奈川県海老名市,静岡県焼津市,

静岡県藤枝市,静岡県磐田市,大阪府門真市,兵庫県三田市,山口県岩国市,香川県丸

亀市,沖縄県宜野湾市 

中規模 岩手県盛岡市,秋田県秋田市,福島県郡山市,茨城県水戸市,千葉県松戸市,千葉県柏

市,東京都文京区,東京都葛飾区,神奈川県相模原市,神奈川県厚木市,新潟県上越

市,富山県富山市,山梨県甲府市,大阪府寝屋川市,兵庫県明石市,鳥取県鳥取市,島

根県松江市,広島県東広島市,香川県高松市,沖縄県那覇市 

大規模 栃木県宇都宮市,千葉県船橋市,東京都大田区,兵庫県姫路市,岡山県倉敷市,愛媛県

松山市,福岡県北九州市

【参考】 
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２．支援拠点に関わる研究活動（調査・ヒアリング・研修・意見交換会等）一覧 

2019年 

5月 7日 千葉県研修会 「虐待防止と子ども家庭総合支援拠点について」 

5月 28日 岡山県研修会 「子ども家庭総合支援拠点スタートアップ研修会」 

7月 9日 新宿区子ども総合センター講演 「困難な保護者(威圧、恫喝、暴力等)への対応につ

いて」 

7月 17日 国立市研修会 「地域で防ぐ児童虐待～要保護児童対策地域協議会の機能について」 

7月 23日 長野県講演 「市町村子ども・家庭総合支援拠点設置に向けての講演会」 

7月 31日 三重県研修会 「子ども家庭総合支援拠点の開設に向けて～スタートアップ研修会

～」 

8月 5日 山梨県研修会 「児童福祉司等及び要保護児童対策調整機関の調整担当者研修」 

8月 6～7日 広島県研修会 「子ども家庭総合支援拠点の設置促進に向けた研修会」 

8月 9日 奈良県研修会 「市町村子ども家庭総合支援拠点設置推進研修」 

8月 28日 大阪府能勢町 ヒアリング調査

9月 4日 熊本県玉東町 ヒアリング調査

9月 5日 福岡県北九州市 ヒアリング調査 

10月 7日 新潟県上越市 ヒアリング調査

10月 21日 滋賀県研修会 「子ども家庭総合支援拠点の立ち上げについて」「子育て世代包括支

援センター等関係機関との連携について」 

10月 21日 河内長野市研修会 「市区町村子ども家庭総合支援拠点の立ち上げと整備に関する

アドバイス」

10月 28日 福島市技術的指導、トップセミナー、講演会「子どもの命を守るしくみ～子ども家庭

総合支援拠点」 

11月 1日 和歌山県市町村児童福祉担当職員研修 「市町村が行う児童家庭支援とは何か～子

ども家庭総合支援拠点の役割と設置に向けた取組について～」 

11月 8日 おきなわＣＡＰセンター研修会 「要保護児童対策調整機関専門職研修」 

11月 11日 南相馬市研修会 「子ども家庭総合支援拠点の設置促進に向けた助言・指導」 

11月 11日 田村市研修会「子ども家庭総合支援拠点の設置に向けたアドバイス」 

11月16～17日 子どもの虐待防止推進全国フォーラム in とっとり 第 4 分科会コーディネーター

「地域支援（拠点と他機関連携）～子どもを守るしくみづくり～」 

11月 25日 福島市技術的指導「子ども家庭総合支援拠点体制整備に向けた技術的指導」 

11月 26日 全国子ども家庭総合支援拠点会議（参加自治体：遠野市、筑西市、宇都宮市、立川市、

昭島市、葉山町、長野県、箕輪町、桜井市、倉敷市、埼玉県） 

12月21～22日 虐待防止学会ひょうご大会 
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2020年 

1月 15日 東京都子ども家庭支援センター職員研修 「子供家庭支援センターにおける組織運

営、マネジメント」 

1月 21日 静岡県研修会 「子ども家庭総合支援拠点設置促進のための研修会」 

1月 22日 山梨県児童福祉士スキルアップ研修 

1月 29日 宮城県研修会 「子ども虐待対策連絡協議会研修会」 

1月 31日 奈良県研修会 「子ども家庭総合支援拠点設置に向けた研修会・アドバンス編」 

2月 7日 世田谷区虐待予防基礎講座「児童虐待予防としての危機管理」 

2月 10日 松戸市研修会 「児童虐待防止対策の現状と課題～子ども家庭総合支援拠点の役割

～」 

2月 14日 野田市研修会 「ＤＶ・児童虐待防止研修～連携の在り方を考える～」 

2月 20日 野田市研修会 「ＤＶ・児童虐待防止研修～連携の在り方を考える～」 

2月 25日 マニュアル改訂検討会議（参加自治体：静岡県、涌谷町、南房総市、大田区、中津市、

能勢町、広島県、福島県、藤枝市、奈良県） 

2月 26日 大阪府市町村児童福祉主管課長及び母子保健主管課長会議 

3月 5日 田村市研修会 「子ども家庭総合支援拠点の設置に向けたアドバイス」（中止） 

3月 5日 福島県市町村子ども家庭相談支援講習会 「市区町村子ども家庭総合支援拠点につ

いて」（中止） 

3月 16日 富津市研修会「要対協の構成機関の役割について」（中止） 

＜委員活動＞ 

〇野田市児童虐待事件再発防止合同委員会委員 

【検証報告書】

https://www.city.noda.chiba.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/025/003/houkokusyo.pdf 

〇札幌市子ども・子育て会議児童福祉部会検証ＷＧ委員 

【検証報告書】 

https://www.city.sapporo.jp/kodomo/jisedai/kosodatekaigi/jidofukushi/documents/houkokusyo-r2-00.pdf 
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令和元年度厚生労働省子ども・子育て支援推進調査研究事業 

「子ども家庭総合支援拠点の設置促進に関する調査研究」 ヒアリング調査（報告書掲載予定） 

＜拠点設置の効果測定(設置前と設置後)＞ 

研究代表 日本大学危機管理学部 

准教授 鈴木秀洋 

※以下の項目１～4のご回答をお願いいたします。 

１．自治体の概要 

①県内地図（県内の市等の位置）

②面積：

③人口：  （  年 月現在） 

④児童数： （   年 月現在） 

⑤類型（小規模等）：

２．自治体の組織図（拠点機能を組織図に位置付け） 
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３．支援拠点としての説明（特徴・機能） 【開設年月： 年 月】 

（1） 特徴

ア 養護相談等に係る相談件数の推移（3年分）(※児童虐待の件数も明記)

イ 児童虐待対応として工夫している事項  〔マニュアル P.12 参照〕

拠点としての 4 業務（①実状の把握②相談対応③総合調整④調査、支援及び指導等⑤他関係機

関との連携）遂行上の特徴

（2）開設前の取組と現状の取組について 

①子育て世代包括支援センター(母子部門)との連携  〔マニュアル P.6～7参照〕 

※子育て世代包括支援センター未設置自治体であれば母子部門（所属明記）との連携

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

⇒ 

②児童相談所との連携  〔マニュアル P.9参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

⇒ 

510

第３．アンケート表



③要保護児童対策地域協議会の活用  〔マニュアル P.8参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

⇒ 

④人員配置  〔マニュアル P.4、25～27参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

子ども家庭支援員： 名（内非常勤 名） 

心理担当支援員： 名（内非常勤 名） 

虐待対応専門員： 名（内非常勤 名） 

その他事務職員等： 名（内非常勤 名） 

⇒ 

子ども家庭支援員： 名（内非常勤 名） 

心理担当支援員： 名（内非常勤 名） 

虐待対応専門員： 名（内非常勤 名） 

その他事務職員等： 名（内非常勤 名） 

（3）相談室、親子交流スペース、事務室等 〔マニュアル P.27参照〕 

・写真

※上記写真を挿入ください。

４．拠点設置の効果及びメリット 
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〇〇県 

第１：市町村に対する支援拠点設置に向けての説明会・研修等の実施経過及び内容 

１．経過（平成 29 年度～令和 2 年 3 月まで） 

※自由記載（字・図・写真・表など）

２．県の取組（有効であったと考えているところ） 

※自由記載（字・図・写真・表など）

３．県内における支援拠点設置（機能設置）自治体一覧 

平成 29 年 4 月現在【（数）自治体：〇〇市、〇〇市、〇〇市】 

平成 30 年 4 月現在【（数）自治体：〇〇市、〇〇市、〇〇市】 

平成 31 年 4 月現在【（数）自治体：〇〇市、〇〇市、〇〇市】 

４．県としてのコメント 
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第２：県内で支援拠点を設置した自治体の紹介 

１．〇〇市 

ここに入力してくださ

い 

ここに入力してくださ

い 

ここに入力してくださ

い 

【過去】 

開設前の主な課題（制度・

業務・職員体制・設備等） 

【現在】 

現在までに主に取り組ん

できたこと（解決してきた

こと） 

【未来】 

今後の主な展望（具体的に

やっていくこと・課題解決

後の具体的地域の姿など） 

ここに入力してくださ

い 

ここに入力してくださ

い 

ここに入力してくださ

い 

ここに入力してくださ

い 

ここに入力してくださ

い 

ここに入力してくださ

い 
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再
構
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－
効

果
的

な
運

営
の

た
め
の

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

試
案

】
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00
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教
授
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木
秀
洋
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性
 

Ⅲ
 

要
対
協
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効
果

的
な
運

営
の
た

め
の
ガ

イ
ド
ラ

イ
ン
の
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付
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Ⅳ
 

要
対
協

効
果
的

ガ
イ
ド

ラ
イ
ン

で
提
示

す
べ
き

内
容
（

指
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を

充
実
・

追
加
す

べ
き
具
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的
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容
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1
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要
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本
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方
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関
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て
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要
対
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２
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要

対
協
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て
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要
対
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３
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要

対
協
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機
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】
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要
対

協
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針
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要

対
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関
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要
対
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５
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要
対
協
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針
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第
６

 
【

支
援
対
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児
童

等
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対
応
上

の
留
意

事
項
】
（

要
対
協
指

針
第

6
章
）
 

Ⅴ
 

総
括
（

終
わ
り

に
）
 

※
鈴

木
秀

洋
「
【

要
保

護
児

童
対

策
地

域
協

議
会

の
再

構
成

－
効

果
的

な
運

営
の

た
め

の
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
試

案
】
『

自
治

研

究
』

9
6
巻
第

6
号
・

第
7
号
（

令
和

2
年

6
月

号
・
7
月
号
）

掲
載
論

文
よ
り

構
成
・

内
容
等

参
考
の

た
め
一

部
抜
粋

 

詳
細
な

考
察
説

明
は
そ

ち
ら
を

参
照
さ

れ
た
い

。
 

Ⅰ
 

本
論
稿

に
お
け

る
問
題

提
起
 

 
略

 

従
前

の
要

保
護
児

童
対
策

地
域
協

議
会

1 （
児

童
福

祉
法

25
条
の

2
第

1
項

。
以
下
「

要
対
協

」
と
い

う
。
）
の
在

り
方

も
再

構
成
が

必
要
と

な
り
、

要
保
護

児
童
対

策
地
域

協
議
会

設
置
・

運
営
指

針
（
平

成
17

年
2
月

2
5
日

付
雇

児
発

0
2
2
5

第
1
号
別

添
１

。
以

下
「
要

対
協
指

針
」
と

い
う
。
）
の

改
正
が

行
わ
れ

た
。
 

こ
の

要
対

協
指
針

の
改
正

は
、
支

援
拠
点

が
要
対

協
調
整

機
関
を

担
う
こ

と
、
す

な
わ
ち

支
援
拠

点
が
い

わ
ゆ
る
「

司
令

塔
」

と
な

り
要

対
協

関
係

機
関

の
役

割
分

担
と

連
動

を
主

体
的

に
担

っ
て

い
く

こ
と

を
求

め
た

も
の

で
あ

る
と

理
解

す
べ

き
で

あ
る
。

 

 
こ

う
し

た
法

理
念

は
示

さ
れ

た
も

の
の

自
治

体
に

お
け

る
要

対
協

運
営

の
実

態
は

従
前

と
変

わ
っ

て
い

な
い

こ
と

が

度
々

指
摘
さ

れ
、
児

童
虐
待

死
亡
事

件
の
た

び
に
要

対
協
の

活
性
化

・
実
行

化
が
議

論
さ
れ

た
。
 

し
か

し
、
具

体
的

に
ど
の

よ
う
に

活
性
化
・
実
行

化
が
な

さ
れ
る

べ
き
な

の
か
に

つ
い
て

は
、
必

ず
し
も

十
分
な

ガ
イ
ド

ラ
イ

ン
が
示

さ
れ
て

こ
な
か

っ
た
。

そ
れ

ゆ
え

、
本
論

稿
で
は

、
こ
う

し
た
法

改
正
経

緯
と
の

関
係
で

、
児
童

福
祉
法

等
の
法

体
系
の

下
で
現

行
の
要

対
協
指

針
を

検
証
し

、
具
体

の
効
果

的
な
運

営
の
た

め
の
ガ

イ
ド
ラ

イ
ン
を

提
示
（

項
目
）

す
る
こ

と
を
目

的
と
す

る
。
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要
対
協

の
効
果

的
な
運

営
の
た

め
の
ガ

イ
ド
ラ

イ
ン
策

定
の
必

要
性
 

平
成

2
8
年
児

童
福
祉

法
改
正

以
後
の

要
対
協

に
か
か

る
国
の

動
き
と

し
て
は

、「
児

童
虐

待
防
止

対
策
の

抜
本
的

強
化

に
つ

い
て
」（

平
成

31
年

3
月

19
日
児

童
虐
待

防
止
対

策
に
関

す
る
関

係
閣
僚

会
議
決

定
）
は

、
市
町

村
2 の

体
制

強
化

に

つ
い

て
、
次

の
よ
う

に
定
め

る
。
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童
虐
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速
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な
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、
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3
）
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町

村
の
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制

強
化
」
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児
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対
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地
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協
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づ
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れ
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児
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が
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、
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。
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対
協

効
果
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イ
ド

ラ
イ

ン
の

作
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求

め
ら
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て

お
り

、
本

論
稿

も
一

試
案
と
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て
の

役
割
・

意
義
を

果
た
す

こ
と
を

目
的
と

す
る
。
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れ
る
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る
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追
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体
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市
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ど
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中
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果
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ガ
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ラ
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い
。
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指
針
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章
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第
5
章
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で
の

法
的
構

成
を
踏

ま
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て
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必
要

な
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説
明
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追
記

を
す
る

形
で
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ガ
イ

ド
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。
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１
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方
 

第
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要
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児
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対
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運
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方

法
等
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章
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対
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域
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会
の

機
能
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章

 
要

保
護
児

童
対
策

調
整
機

関
 

第
５
章

 
守

秘
義
務

 

第
１

 
【
第

1
章

 
要
対

協
の

基
本

的
な
考

え
方
】

に
関
し

て
（
要

対
協
指

針
第

1
章
）
 

⑦
情

報
共

有
化

に
よ

る
関

係
機

関
の

同
一

認
識

認
識

の
下

で
の

役
割

分
担

支
援

に
よ

っ
て

支
援

家
庭

が
よ

り
よ

い
支

援

を
受

け
る
こ

と
 

第
２

 
【
第

2
章

 
要
対

協
の

運
営

方
法
等

】
に
関

し
て
（

要
対
協

指
針
第

2
章
）

 

１
 

要
対
協

の
設
置

主
体
（

要
対
協

指
針

2
章
１

）
 

要
対

協
指

針
も
、
「

基
本
的
に

は
身
近

な
市
区

町
村
が

設
置
主

体
と
な

る
」
と

定
め
て

お
り
、

平
成

28
年
改

正
を

踏
ま

え
、

支
援

拠
点

が
担

う
こ
と
が

求
め
ら

れ
る

4
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２
 

要
対
協

の
構
成

員
（
要

対
協
指

針
2
章

２
）
 

児
童

福
祉

法
2
5
条
の

２
第

1
項
は

、
「

関
係
機

関
、
関

係
団
体

及
び
児

童
の
福

祉
に
関

連
す
る

職
務
に

従
事
す

る
者
そ

の
他

の
関
係

者
」（

法
2
5
条

の
２
第

1
項
）
と

規
定
し

、
要
対

協
指
針

で
は
、「

地
域

の
実

情
に
応

じ
て
幅

広
い
者

を
参
加

さ
せ

る
こ
と

が
可
能

」
で
あ

る
と
し

、
…
 

筆
者

は
、

構
成

員
の

具
体

例
の

明
示

に
関

し
て

及
び

構
成

員
の

選
定

に
関

し
て

以
下

の
指

針
の

追
加

な
い

し
ガ

イ
ド

ラ

イ
ン

の
提
示

が
必
要

で
あ
る

と
考
え

る
。

(
1
)

Ｄ
Ⅴ

5 防
止

担
当

部
局
、

Ｄ
Ⅴ
被

害
支
援

団
体
等

の
参
加

促
進
 

[
改
正

法
関
連

]

(
2
)
 構

成
員
は

地
域
状

況
に
応

じ
て
随

時
柔
軟

に
選
定

・
追
加

等
を
行

う
こ
と

が
で
き

る
。

ガ
イ
ド

ラ
イ
ン

で
地
域

の
実
情

に
応
じ

て
随
時

選
定
・

追
加
を

行
う
べ

き
旨
を

定
め
て

お
く

・
例

え
ば
、
地

域
に

新
し
い

子
育
て

関
連
団

体
が
設

立
さ
れ

た
よ
う

な
場
合

、
子

ど
も

食
堂
が

出
 

来
た
場

合
な
ど

地
域

で
子

ど
も

を
支

え
て

い
る

団
体

等
に

法
人

格
が

あ
る

か
否

か
に

関
わ

り
な

く
構

成
員

と
な

っ
て

も
ら

う
こ

と
は

当
該

地
域
の

見
守
り

の
ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
と
し

て
も
有

効
で
あ

る
。
 

第
３

 
【
第

3
章

 
要
対

協
の

機
能

】
（

要
対
協

指
針
第

3
章

）
 

１
 

業
務
内

容
（
要

対
協
指

針
3
章

１
）
 

略
 

個
別

ケ
ー

ス
検

討
会

議
優

先
原

則
を

踏
ま
え

た
上
で

、
以
下

の
業
務

内
容
の

確
認
が

必
要
で

あ
る
。

 

（
1
）

要
対

協
の

三
層

構
造

は
柔

軟
に

変
更
す

る

こ
の

点
、
指

針
で

は
「

①
代
表

者
会
議

、
②
実

務
者
会

議
、
③

個
別

ケ
ー
ス

検
討
会

議
の
三

層
構
造

が
想
定

さ
れ
る

。」

と
さ

れ
る
が

、
こ
の

形
態
を

絶
対
的

な
も
の

の
考
え

て
い
る

自
治
体

担
当
者

は
少
な

く
な
い

。
 

略
 

要
対

協
と

は
、
子
ど

も
と
保

護
者
を

支
援
す

る
と
の

目
的
を

実
現
す

る
た
め

の
手
段

で
あ
り

、
法
制

度
設

計
の

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク
機

能
で
あ

る
と
考

え
る
べ

き
で
あ

る
。
要

対
協

指
針
で

は
、「

協
議

会
」
と

い
う
法

用
語
は

、
要

対
協

の
「

業

務
内

容
」
の

箇
所
で

、
①

代
表
者

会
議
、
②

実
務

者
会
議

、
③
個

別
ケ
ー

ス
検
討

会
議
、
三
層

の
「
会

議
」
と

明
示
さ

れ
て

い
る
が

た
め
に

、
多

く
の

自
治
体

は
、
結

婚
式
や

告
別
式

と
い
っ

た
現

実
の

そ
の
日

の
式

＝
会

議
を

要
対

協
と
理

解
し

て
い
る

よ
う
で

あ
る
（

会
議

を
何
回

開
い
て

い
る
の

か
等
の

要
対
協

に
関
す

る
ア
ン

ケ
ー
ト

等
が
自

治
体
に

送
ら

れ
、
そ

の
回
答

作
業
を

繰
り
返

す
こ
と

で
一
層

会
議
日

に
の
み

意
識
が

フ
ォ
ー

カ
ス
さ

れ
る
。
）
。
そ
れ

ゆ
え
、
要

対
協

が
バ

ー
チ
ャ

ル
で
、
法

的
制
度

設
計
と

し
て
の

ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク

機
能
で

あ
る
と

の
理
解

が
な
さ

れ
難
く

、
会

議
実

体
主

義
の

理
解
と

し
て
今

に
至
っ

て
し
ま

っ
て
い

る
よ
う

で
あ
る

。
筆
者
は

、
要
対
協

に
関
す

る
報
告

書
や
都

道
府
県
・
市

区
町

村
の
要

対
協

運
営
の

マ
ニ

ュ
ア
ル

6 を
相
当

数
検

討
し
た

が
、

現
実
の

会
議

（
日
）

運
営

（
に

向
け

て
）

の
記

述
、

例
え

ば
、
会

議
で

の
自
己

紹
介
、
議

題
の

選
定
方

法
、
委

嘱
の

仕
方
等

の
会
議

日
の
進

行
の
記

述
が
中

心
で
あ

る
。
こ

の
こ

と
か
ら

も
、
多

く
の
自

治
体
担

当
者
が

上
記
の

理
解
を

し
て
い

る
こ
と

が
証
明

さ
れ
る

。
 

要
対

協
指

針
の
改

正
や
ガ

イ
ド
ラ

イ
ン
を

示
す
こ

と
で
、
要

対
協
が

法
的
網

掛
け
の

た
め
の

ル
ー
ル

付
け
、
制

度
設

計
、
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク
機

能
で
あ

る
と
の

概
念
の

再
構
築

が
な
さ

れ
る
必

要
が
あ

る
7 。

こ
う

し
た

理
解
を

浸
透
さ

せ
る
こ

と
で

要
対
協

の
使
い

勝
手
は

断
然
変

わ
っ
て

い
く
は

ず
で
あ

る
。
 

例
え

ば
、
臨
機

応
変

に
行
う

関
係
機

関
間
の

打
ち
合

わ
せ
や

会
議
を

要
対
協
（
の

個
別

検
討
会

議
）
と

し
て

法
的

に

位
置

付
け
、
守

秘
義
務

を
課
し

て
情
報

交
換
す

る
こ
と

が
可
能

で
あ
る

。
ま
た
、
進

行
管

理
の

会
議

や
形
態

を
複
数

設

置
運

営
し
な

が
ら
、
そ

れ
ら
を

要
対
協

実
務
者

会
議
あ

る
い
は

分
科
会

と
位
置

付
け
る

の
も
自

治
体

の
デ

ザ
イ

ン
（

制

度
設

計
・

運
用

）
の

工
夫

で
あ

る
（
後

述
要
対

協
指
針

第
3
章

４
「

関
係
す

る
ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
等
」
（

参
照
）
）
。
 

自
治

体
の

地
域
の

状
況
に

応
じ
た

、
要
対
協

の
あ
り

方
・
運
営

の
仕
方

を
創
造

す
れ
ば

よ
い
の

で
あ
る

。
そ

の
後

押

し
の

た
め
に

、
要
対

協
指
針

及
び
ガ

イ
ド
ラ

イ
ン
で

の
明
示

が
必
要

と
考
え

る
。
 

（
2
）

主
担

当
機

関
と

主
た

る
支

援
担

当
機
関

を
定

め
る

（
主

に
実

務
者

会
議

・
個

別
検

討
会

議
）

ア
主

担
当

機
関

の
決

定
を

決
め

る

 
 

略
 

こ
の

点
、
相
談
・
通
告

か
ら
終

結
ま
で

一
貫
し

て
児
童

相
談
所

の
み
が

ケ
ー
ス

処
理
す

る
例
や

市
区
町

村
の
子

ど
も

担
当
部

署
の
み

が
ケ
ー

ス
を
処

理
す
る

例
は
あ

る
が
、
多

く
の
場

合
は
、
支

援
対

象
児
童

等
に
対

し
て
い

く
つ
か

の
関

係
機
関

が
関
わ

り
得
る

。
 

そ
う

し
た

場
合

に
は

、
多

数
の

関
係

機
関

が
関

与
し

、
児

童
相

談
所

と
市

町
村

の
間

の
役

割
分

担
が

曖
昧

に
な

る

こ
と

あ
る

。
こ

う
し

た
曖

昧
な

状
態

で
の

ケ
ー

ス
進

行
の

危
険

防
止

の
た

め
に

主
担

当
機

関
と

主
た

る
支

援
担

当
機

関
を
定

め
る
べ

き
こ
と

を
要
対

協
指
針

（
第

3
章
１
）

が
定
め

て
お
り

、
そ
の

趣
旨
は

確
か
に

理
解
で

き
る
。

 

要
対

協
指
針

で
は
、
主

担
当
機

関
は
、「

児
童
相

談
所
又

は
市
町

村
の
う

ち
、
全
体

の
進
行

管
理
の

責
任
主

体
と
し

て
の
機

関
を
指

す
。
」
と
し

、
主
た

る
支
援

機
関
は

、「
支

援
対

象
児
童

等
に
対

し
て
、
必

要
な
支

援
を
主

に
ま
ず

、
行

う
機
関

を
指
す

。
」

と
定

め
る

。
 

要
対

協
指
針

は
、
こ

の
指
針

制
定
時

に
お
い

て
は
、
こ

の
主

担
当
機

関
の
決

定
に
つ

い
て
は

、
児
童

相
談
所

と
市
町

村
と
で

協
議
す

る
こ
と

で
簡
単

に
決
定

が
で
き

る
と
考

え
て
い

た
の
か

も
し
れ

な
い
。
し

か
し
、
実

際
の

自
治
体

現
場

で
は
、
こ

の
概

念
を
巡

り
、
ま
た

こ
の
主

担
当
機

関
を
定

め
る
に

際
し
、
多

く
の

混
乱
・
紛
争

が
生

じ
、
協

議
が
整

わ

な
い
た

め
主
担

当
が
決

ま
ら
な

い
と
い

う
事
態

が
児
童

相
談
所

と
市
区

町
村
の

間
で
現

実
に
生

じ
て
い

る
。
 

果
た

し
て
い

か
に
考

え
対
応

す
べ
き

な
の
か

。
 

こ
の

点
一

時
保

護
と

い
う

行
政

処
分

は
児

童
相

談
所

し
か

な
し

得
な

い
の

で
あ

る
か

ら
、

一
時

保
護

事
案

に
つ

い

て
主
担

当
は
児

童
相
談

所
で
あ

る
と
考

え
る
こ

と
に
つ

い
て
は

一
見
納

得
が
得

ら
れ
そ

う
で
あ

る
。
で
は

、
一

時
保
護

の
要

請
を

市
区

町
村

が
児

童
相

談
所

に
行

っ
て

い
る

が
児

童
相

談
所

が
ま

だ
応

じ
て

い
な

い
と

い
う

場
合

は
ど

ち
ら

が
主

担
当

で
あ

る
と

考
え

る
べ

き
な

の
だ

ろ
う

か
。

児
童

相
談

所
か

ら
市

区
町

村
へ

の
送

致
や

指
導

委
託

が
未

だ
協

議
中

の
場

合
は

ど
ち

ら
を

主
担

当
と

す
べ

き
な

の
だ

ろ
う

か
。

児
童

相
談

所
と

市
区

町
村

と
の

間
で

ケ
ー

ス
に

関
す

る
見

立
て

の
相

違
も

加
わ

り
、

主
担

当
機

関
が

空
白

の
ま

ま
要

対
協

が
進

行
す

る
と

の
例

も
筆

者
は

実
際

に
聞

い
て

い
る
。

 

子
ど

も
の

健
康

状
況

や
環

境
は

日
々

変
化

が
生

じ
、

児
童

相
談

所
の

ケ
ー

ス
対

応
・

処
理

と
現

実
の

要
対

協
会

議

（
で
の

進
行
管

理
）
と
の

タ
イ
ム

ラ
グ
も

生
じ
る

。
一
時

保
護
解

除
に
よ

り
地
域

に
見
守

り
を
依

頼
し
た

こ
と
で

児
童

相
談

所
は

主
担

当
機

関
で

は
な

く
な

っ
た

と
考

え
て

い
る

が
市

区
町

村
は

未
だ

詳
細

が
わ

か
ら

ず
未

だ
主

担
当

は
児

童
相
談

所
で
あ

る
と
考

え
て
い

る
な
ど

の
認
識

の
齟
齬

も
よ
く

見
聞
す

る
。
泣

き
声
通

告
の
類

型
（
軽

重
）
に
よ

り
主

担
当

を
決

め
る

と
の

建
前

を
と

っ
て

い
る

が
軽

重
の

判
断

は
難

し
く

、
実

際
は

当
初

受
け

た
機

関
が

事
件

の
終

結
ま

で
主
担

当
機
関

で
あ
る

と
の
建

前
と
現

実
の
相

違
を
指

摘
す
る

自
治
体

担
当
者

も
い
る

。
 

協
議

は
な
か

な
か
整

わ
ず
、

主
担
当

決
め
に

大
変
な

労
力
が

消
費
さ

れ
て
い

る
と
の

声
が
多

く
挙
げ

ら
れ
る

。
 

イ
筆

者
の

見
解

そ
も

そ
も

、
主

担
当

機
関

と
い

う
概

念
と

主
た

る
支

援
機

関
と

い
う

概
念

は
要

対
協

指
針

上
の

概
念

で
あ

り
、

法

的
概
念

で
は
な

い
。
そ
の

概
念
の

理
解
と

当
て
は

め
に
現

場
で
労

力
を
費

や
し
て

い
る
事

態
は
、
本

末
転

倒
で
あ

る
。

そ
の
意

味
で
は

筆
者
は

誤
解
を

恐
れ
ず

に
言
え

ば
不
要

な
概
念

と
も
言

い
得
る

と
考
え

て
い
る

。
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な
ぜ

か
。
現
場

で
制
度

理
解
が

困
難
な

複
数
の

類
似
概

念
を
増

や
す
べ

き
で
は

な
く
、
端
的

に
、［

主
担
当

機
関
＝

要
対
対

協
調
整

機
関
（

後
述

要
対
協

指
針
第

4
章

）
＝
支

援
拠
点

＝
市
区

町
村
］
と

の
制

度
理

解
・
考
え

方
が
原

則
形

態
で
あ

る
こ
と

を
示
せ

ば
足
り

る
と
考

え
る
の

で
あ
る

。
 

主
担

当
機

関
は

、
実

際
の

支
援

担
当

機
関

と
は

異
な

る
の

で
あ

る
か

ら
、

児
童

相
談

所
が

一
時

保
護

を
し

て
い

る

案
件
（

段
階
）
で

も
、
一

時
保

護
に
向

け
た
協

議
を
し

て
い
る

案
件
（

段
階
）
で

も
、
泣

き
声

通
報
の

危
険
度

の
判
断

が
難
し

い
案
件
（
段

階
）
で

も
、
要

対
協

に
お
け

る
ケ
ー

ス
進
行

管
理
の

主
担
当

は
市
区

町
村
で

あ
り
、
市

区
町
村

が
、

要
対

協
の

進
行

管
理

の
責

任
主

体
、

い
わ

ば
司

令
塔

の
役

割
を

果
た

す
と

の
ル

ー
ル

決
め

を
し

て
お

け
ば

よ
い

と
考

え
る

8 。
 

こ
の

こ
と
は

、
第

一
に

、
平
成

28
年
児
童

福
祉
法

改
正
に

よ
り
支

援
拠
点

が
設
置

さ
れ
、
市

区
町
村

中
心
主

義
を

明
記
す

る
市
町

村
子
ど

も
家
庭

支
援
指

針
（
第

1
章

2
節

２
市

町
村
に

求
め
ら

れ
る
機

能
参
照

）
の
考

え
方
と

も
合

致
す
る
（

法
趣

旨
か

ら
の

ア
プ

ロ
ー
チ

）。
第

二
に

、「
児

童
虐
待

防
止
対

策
の
抜

本
的
強

化
に
つ

い
て
」（

平
成

31
年

3
月

1
9
日
付
児

童
虐

待
防
止

対
策
に

関
す
る

閣
僚
会

議
決
定

）
の
中

で
①
要

対
協
の

調
整
機

関
に
お

け
る
常

勤
の
調

整
担
当

者
を

2
0
2
2
年
度

ま
で
に
全

区
市
町

村
に
配

置
す
る

方
針
、
②
児

童
相
談

所
に
配

置
さ
れ

る
市
町

村
支
援

担
当

児
童
福

祉
司
等

の
配
置

促
進
と

い
う
方

針
、
そ
の

た
め
の

財
政
的

支
援
を

行
う
と

の
趣
旨

に
も
合

致
す
る
（

財
政

的
・

人
的

支
援

ア
プ

ロ
―

チ
）。

第
三

に
、
現

実
的
に

い
く
つ

か
の
市

区
町
村

を
ま
た

が
る
形

で
ケ
ー

ス
を
担

当
し
て

い
る

児
童
相

談
所
（
職

員
）
が

市
区
町

村
ご
と

の
要
対

協
の
地

域
資
源

を
よ
く

知
っ
て

臨
機
応

変
に
調

整
を
図

る
こ
と

は
難

し
い

。
そ

れ
は

市
区

町
村

の
地

域
資

源
を

常
時

利
用

し
関

係
性

を
築

い
て

い
る

市
区

町
村

が
よ

く
な

し
得

る
こ

と
で

あ
る

。
ま

た
同

じ
市

区
町

村
組

織
に

属
し

指
揮

命
令

下
に

あ
る

福
祉

、
保

健
、

保
育

所
等

の
部

局
同

士
の

協
働

・
連

携
・
情

報
収
集

と
い
う

面
で
も
（

い
わ

ば
別
の

組
織
の

指
揮
命

令
下
に

あ
る
組

織
部
局

に
依
頼

を
す
る

で
）
児

童
相
談

所
が
主

担
当

機
関

で
あ

る
よ

り
も

市
区

町
村

9 が
主

担
当

機
関

で
あ

る
方
が

同
じ

組
織

内
の

調
整

（
顔

見
知

り
同
士

で

常
時
業

務
上
の

連
絡
調

整
）
で
あ

る
強

み
も

あ
る
（
現

実
の
業

務
遂
行

上
の
視

点
か
ら

の
ア
プ

ロ
ー
チ
（
構

成
機

関
同

士
の

関
係

性
の

ア
プ

ロ
ー

チ
）
）
。
第
四
に

、
野

田
市

死
亡
事

例
10
の

場
合

で
考
え

て
み
る

と
、
確
か

に
主
担

当
は
児

童

相
談
所

と
考
え

る
べ
き

と
の
反

論
も
あ

ろ
う
が

、
こ

の
野

田
市
の

事
案
に

お
い
て

も
、
主

担
当
機

関
が
市

区
町
村

で
あ

る
と
考

え
る
こ

と
は
法

の
趣
旨

に
反
す

る
も
の

で
は
な

い
。
な
ぜ

な
ら
ば

、
主
担

当
機
関

の
役
割

は
一
時

保
護
か

又
は

一
時

保
護

解
除

か
そ

の
後

の
指

導
措

置
は

ど
う

す
る

の
か

と
い

っ
た

児
童

相
談

所
の

権
限

行
使

・
ケ

ー
ス

対
応

を
行

う
こ
と

で
は
な

く
、
当
該

事
案
の

対
応
状

況
の
要

対
協
で

の
可
視

化
と
い

う
意
味

で
の
進

行
管
理

で
あ
り

、
そ
の

意
味

で
要

対
協

に
報

告
す

る
こ

と
を

児
童

相
談

所
に

促
し

求
め

る
こ

と
と

い
え

る
。

進
行

状
況

が
見

え
て

い
な

い
案

件
が

あ
れ
ば

そ
れ
を

拾
い
上

げ
可
視

化
し
、
み

ん
な
で

議
論
で

き
る
よ

う
に
す

る
役
割

が
求
め

ら
れ
て

い
る
と

い
え
る

。
例

え
て
い

う
の
で

あ
れ
ば

、
タ
イ

ム
キ
ー

パ
ー
、
議

長
、
野
球
の

コ
ー
チ

や
監
督

を
イ
メ

ー
ジ
す

れ
ば
わ

か
り
や

す
い
か

も
し
れ

な
い
、
そ

う
い
っ

た
役
割

を
果
た

す
役
目

の
者
が

プ
レ
イ

ヤ
ー
と

は
別
に

必
要
で

あ
り
、
そ

れ
が

要
対
協

の
主

担
当

機
関

の
役

割
で

あ
る

と
考

え
る

の
で

あ
れ

ば
、

主
担

当
機

関
の

押
し

付
け

合
い

論
争

に
ピ

リ
オ

ド
が

打
て

る
の

で
は
な

か
ろ
う

か
（
許

容
性

の
ア

プ
ロ

ー
チ

・
野

田
市

事
案

か
ら

の
ア

プ
ロ
ー

チ
）
。
 

以
上

の
検
討

か
ら
、
筆

者
は

、
主
担

当
機
関

は
原
則

と
し
て

市
区
町

村
と
考

え
る
べ

き
で
あ

り
、
た

だ
し
児

童
相
談

所
は

常
に

主
担

当
機

関
の

進
行

管
理

の
バ

ッ
ク

ア
ッ

プ
11
と

し
て

の
市

区
町

村
支

援
を

行
う

と
の

制
度

設
計

が
自

治

体
担
当

者
に
と

っ
て
も

明
快
で

あ
り
、
児

童
相
談

所
と
市

区
町
村

と
の
無

用
な
紛

争
・
混

乱
に
終

止
符
を

打
つ
こ

と
が

で
き
る

。
要
対

協
指
針

及
び
ガ

イ
ド
ラ

イ
ン
で

示
す
べ

き
事
柄

で
あ
る

と
考
え

る
12
。

 

ウ
現

行
要

対
協

指
針

を
墨

守
し

、
主

担
当

決
め

の
協

議
を

重
視

す
る

見
解

な
お

、
筆

者
の

見
解

と
異

な
り

、
主

担
当

機
関

は
ケ

ー
ス

ご
と

に
協

議
し

て
定

め
る

べ
き

で
あ

る
と

の
見

解
を

と

っ
た

場
合

、
ケ

ー
ス

の
主

担
当

機
関

決
定

上
の

紛
争

を
防

止
す

る
た

め
に

協
議

の
際

に
目

安
と

な
る

基
準

が
必

要
と

な
る
。
児

童
相
談

所
か
市

区
町
村

か
の
選

別
基
準

と
し
て

は
、
以
下

の
（

ア
）
～
（
ウ

）
の

考
え

方
・
基

準
を
あ
げ

る

こ
と
が

可
能
で

あ
る
。
さ
ら

に
協
議

が
ま
と

ま
ら
な

か
っ
た

場
合
と

し
て
（

エ
）
の
考

え
方
・
基

準
が
参

考
に
な

る
の

で
は
な

い
か
と

考
え
提

示
す
る

。
 
 

（
略
）

 

（
ア
）

 
法
の

権
限
分

配
の
原

則

（
イ
）

 
一
時

保
護
等

の
同
意

な
い
行

政
処
分

権
限
行

使
が
必

要
な
案

件
か
否

か

（
ウ
）

 
都
道

府
県
と

市
区
町

村
と
の

間
の
マ

ニ
ュ
ア

ル
・
ア

セ
ス
メ

ン
ト
シ

ー
ト
・

チ
ェ
ッ

ク
シ
ー

ト
の
使

用

「
市

区
町
村

子
ど
も

家
庭
支

援
指
針

」
は

別
添

1
2、
「

児
童
相

談
所
と

市
町
村

の
共
通

リ
ス
ク

ア
セ
ス

メ
ン

ト
シ

ー
ト
（

例
）
」

※
チ

ェ
ッ

ク
シ
ー

ト
の
有

効
性
と

運
用
上

の
限
界

・
留
意

に
つ
い

て
も
十

分
な
協

議

（
エ
）

 
上
記

考
え
方

・
基
準

に
よ
る

協
議
が

整
わ
な

か
っ
た

場
合

上
記

の
考

え
方
・
基

準
は
、
い
ず

れ
も
直

接
は
児

童
相
談

所
の
所

管
・
所
掌

射
程

と
市
区

町
村
の

所
管
・

所
掌

射
程

に
つ

い
て

の
区

分
け

で
あ

り
、

そ
の

区
分

け
の

基
準

を
主

担
当

機
関

を
決

め
る

場
合

の
基

準
に

利
用

し
よ
う

と
の
考

え
の
提

示
で
あ

る
。
た
だ

し
、
こ

う
し
た

基
準
に

つ
い
て

は
具
体

化
し
隙

間
を
ど

れ
だ

け
埋

め
た
と

し
て
も

あ
て
は

め
に
つ

い
て
の

見
解
の

相
違
等

に
よ
り

協
議
が

整
わ
な

い
場
合

は
生
じ

る
。

で
は

、
そ

の
場
合

は
ど
ち

ら
が
担

当
す
る

と
考
え

る
べ
き

か
。
筆

者
は
、
原

則
と

し
て
児

童
相
談

所
が
主

担
当

と
な

っ
て

ケ
ー

ス
対

応
を

行
う

と
の

ル
ー

ル
を

定
め

て
お

く
こ

と
が

有
用

で
あ

る
と

考
え

る
。

な
ぜ

な
ら

ば
、
支

援
対
象

児
童
等

の
命
・
安

全
の

確
保
の

視
点
を

重
視
す

れ
ば
、
組

織
間

の
担
当

の
正
し

さ
が
求

め
ら

れ
る
べ

き
利
益

で
は
な

く
、
命
を

救
う
こ

と
が
求

め
ら
れ

る
べ
き

利
益
で

あ
り
、
組

織
間

の
間
隙

は
必

ず
防

が
ね
ば

な
ら
な

い
の
で

あ
る
。
そ

し
て

、
そ
の

場
合
は

法
的
権

限
を
有

し
、
か

つ
専
門

の
人
的

ス
タ
ッ

フ
を

有
す
る

児
童
相

談
所
が

最
終
的

な
危
険

負
担
を

負
う
と

の
制
度

設
計
が

求
め
ら

れ
る
。

実
は

、
こ

の
観
点

か
ら
、

市
町
村

子
ど
も

家
庭
支

援
指
針

は
作
ら

れ
て
い

る
13
。

具
体

的
に
は

、
1
章

2

節
「
3
市
町

村
と

都
道

府
県
の

協
働
・
連
携
・
役

割
分

担
の
基

本
的
考

え
方
」
、
(
4)

中
「
自

ら
対
応

す
る
こ

と
が

困
難

で
あ

る
と

市
町

村
が

判
断

し
た

ケ
ー

ス
に

つ
い

て
は

、
児

童
相

談
所

が
中

心
と

な
っ

て
対

応
す

る
こ

と
を
基

本
に
、
都

道
府

県
（

児
童

相
談
所

）
と
市

町
村
の

協
働
・
連

携
・
役
割
分

担
の
具

体
的
あ

り
方

に
つ

い
て
、
十

分
調

整
を
図

り
、
方
針
・
役

割
分
担

の
記
録

は
残
し

て
お
き

、
組

織
と

し
て
、
担

当
者

と
し

て
共

有
を
図

り
、
変

更
が

生
じ
る

た
び
に

改
訂
を

加
え
て

い
く
」
と

定
め

る
。
一

方
で
、
2
章

2
節
「
2
子

ど
も

家
庭
支

援
全
般

に
係
る

業
務
」「

(
3
)
相

談
へ

の
対
応
」「

④
ア

都
道

府
県
（
児

童
相
談

所
）
か
ら

市
町

村
へ

の
事
案

送
致
」
で

は
、「

当
該

送
致

に
当
た

っ
て
は

、
…

あ
ら

か
じ
め

役
割
分

担
を
明

確
し
…

児
童
相

談
所

は
市

町
村

で
開

催
さ

れ
る

要
保

護
児

童
対

策
地

域
協

議
会

の
実

務
者

会
議

に
可

能
な

限
り

参
加

し
、

市
町

村
の
現

状
を
適

切
に
把

握
す
る

必
要
が

あ
る
。
そ

の
上

で
、
市

町
村
と

十
分
協

議
を
行

い
、
相

互
の
合

意
を

得
た
後

に
」
と

定
め

る
。
つ

ま
り

、
基

本
的

に
協
議

を
前
提

に
し
つ

つ
も
、
整
わ

な
い
場

合
の
ケ

ー
ス

対
応

の
危
険

負
担
を

児
相
相

談
所
が

担
う
べ

き
で
あ

る
と
し

た
の
で

あ
る
。

 

む
ろ

ん
、

協
議

が
整

わ
な

い
事

態
に

な
ら

な
い

よ
う

な
常

日
頃

の
担

当
者

間
の

密
な

情
報

交
換

や
見

立

て
合

わ
せ
は

必
須
で

あ
る
。

 

（
３

）
主

担
当

機
関

へ
の

情
報
共

有
の

徹
底

 
複

数
の

関
係

機
関

が
対

応
す

る
こ

と
で

、
か

か
わ

り
の

方
針

が
異

な
る

こ
と

や
か

か
わ

り
の

日
時

・
事

柄
が

全

体
に

共
有
さ

れ
ず
に

、
支

援
対

象
児
童

等
の
環

境
・
状

況
の
変

化
等
の

見
立
て

が
関
係

機
関
間

で
ず
れ

て
し
ま

う
こ
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と
が

起
き
や

す
い
（

野
田
市

死
亡
事

件
参
照

）
。
そ

の
意

味
で
、
主

担
当
機

関
は
、
常

に
自
ら

の
機
関

に
情
報

集
約

が
自

動
的

に
な

さ
れ

う
る

ル
ー

ル
や

手
順

を
定

め
て

お
く

必
要

が
あ

る
。

例
え

ば
、

①
乳

幼
児

健
診

の
受

診
の

有

無
、
結
果

、
②
こ

ん
に
ち

は
赤
ち

ゃ
ん
訪

問
、
泣

き
声
通

告
時
の

訪
問
に

対
す
る

対
応
（

拒
否

な
ど
）
、
③
発

育
状

況
の

記
録
等
（

以
上
①

～
③
は

母
子
主

管
課
が

把
握
し

う
る
事

項
）、

④
学

校
等

の
登
校

状
況
、
学

校
で
の

健
診
結

果
や

教
室
で

の
様
子

や
保
健

室
利
用

の
状
況
（

養
護
教

諭
の
見

立
て
）
、
⑤
Ⅾ

Ⅴ
に

関
す

る
情
報

、
⑥

そ
の
他

関
係

機
関

か
ら
の

情
報
（

生
活
保

護
の
受

給
状
況
・
訪

問
時

の
様
子

、
ひ
と

り
親
家

庭
の
手

当
受
給

等
）
、
ま
た

⑦
随

時

更
新

さ
れ
る

状
況
と

し
て
、
支
援

対
象
児

童
等
と

面
会
・
訪
問

等
接
触

し
た
事

実
（

記
録

）
や

支
援
対

象
児
童

等
に

関
し

て
新

た
に

入
手

し
た

情
報

等
を

迅
速

か
つ

随
時

主
担

当
機

関
に

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
し

て
、

主
担

当
機

関
が

最

新
の

見
立
て

が
で
き

る
よ
う

に
し
て

お
か
ね

ば
な
ら

な
い
。

 
略
 

（
４

）
関

係
機

関
の

役
割

分
担
の

確
認

・
主

た
る

支
援

機
関

の
明

示
等

 
 

略
 

筆
者

は
、
支

援
機
関

相
互
の

役
割
分

担
の
具

体
、
支
援

事
項
・
時
期
・
頻

度
・
手
法
の

確
認
を

行
う
こ

と
を
ガ

イ
ド

ラ
イ
ン

に
注
記

す
る
こ

と
の
方

が
有
用

で
あ
る

と
考
え

る
。

例
え

ば
、
略

…
関

係
性
の

よ
い
機

関
は
時

と
と
も

に
変
わ

る
場
合

も
あ
る

。
異

動
に

よ
る
担

当
者
の

変
更
も

あ
る
。
随

時
要

対
協

の
関

係
機

関
に

お
い

て
支

援
状

況
及

び
支

援
の

具
体

的
内

容
を

構
成

員
全

員
が

可
視

化
で

き
る

よ
う

に
し

て
お

く
こ

と
が
重

要
で
あ

る
。
 

 

（
５

）
効

果
的

な
会

議
の

開
催

・
運

営
の

た
め

の
ル

ー
ル

実
際

の
会
議

進
行
に

つ
い
て

も
効
率

化
の
観

点
か
ら

述
べ
る

。

ア
会

議
開
催

の
た

め
の

事
務

処
理

の
簡

便
化

（
会

議
開

催
の

ハ
ー

ド
ル

の
高

さ
）

イ
実

際
の

会
議

の
開

催
招
集

権
限

の
問

題

ウ
日

時
・

時
間

設
定

の
柔
軟

化

エ
会

議
運

営
の

効
率

化

オ
関

係
機

関
の

拘
束

時
間
の

縮
小

・
柔

軟
的

運
用

の
工

夫

 
要
対

協
で
扱

う
案
件

の
幅
は

広
く
、
保

健
師

が
中
心

と
な
る

案
件
、
警

察
が

中
心
と

な
る
案

件
、
ど

ち
ら
か

一
方
に

は
あ

ま
り

関
り

が
な

い
案

件
等

い
く

つ
か

の
類

型
が

あ
る

。
す

べ
て

の
関

係
機

関
を

同
じ

時
間

拘
束

す
る

の
で

は
な

く
、

例
え

ば
午

前
中

は
乳

幼
児

の
母

子
保

健
面

を
中

心
に

し
た

案
件

を
集

め
て

そ
れ

に
か

か
わ

り
の

深
い

関
係

機
関

が
集

ま
る

、
午

後
は

高
年

齢
児

の
非

行
に

関
わ

る
案

件
を

集
め

て
そ

れ
に

関
わ

り
の

深
い

関
係

機
関

が
集

ま
る

と
い

う
よ
う

な
テ
ー

マ
に
よ

る
会
議

設
定
に

よ
り
、
関

係
機
関

の
拘
束

時
間
を

短
く
す

る
こ
と

が
で
き

る
。
ま

た
学
校

区
や

町
会

等
の

区
割

り
に

よ
る

要
対

協
の

工
夫

を
し

て
い

る
地

域
も

あ
る

。
ケ

ー
ス

の
類

型
や

地
域

を
分

け
る

こ
と

で
必

要
な
機

関
が
必

要
な
時

間
確
実

に
出
席

し
て
も

ら
う
工

夫
が
で

き
る
よ

う
に
な

ろ
う
。

 

 
上
記

と
関
連

す
る
が

、
拘
束

時
間
が

長
い
と

の
自
治

体
担
当

者
の
声

や
逆
に

1
件

1
件

に
時

間
が
か

け
ら
れ

ず
じ

っ
く
り

検
討
が

で
き
な

い
と
の

声
が
あ

げ
ら
れ

る
。
こ

う
し
た

課
題
に

対
し
て

は
、
上

述
し
た

よ
う
に

、
要
対

協
と
は

法
的
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク
機

能
で
あ

る
と
い

う
こ
と

か
ら
鑑

み
れ
ば

、
三

層
構

造
を
墨

守
す
る

必
要
は

な
い
の

で
あ
る

。
進

行
管

理
を

行
う

要
対

協
や

重
要

事
例

を
行

う
事

例
検

討
要

対
協

な
ど

い
く

つ
か

の
パ

タ
ー

ン
を

設
け

る
な

ど
し

て
、

か
つ
、
必

要
な
人

選
を
す

る
な
ど

し
て
、
当

該
地

域
に
と

っ
て
有

効
な
要

対
協
の

あ
り
方

を
工
夫

し
て
い

け
ば
よ

い
の

で
あ
る

。
 

カ
専

門
的

な
会

議
と

す
る

た
め

に

実
務

者
会
議

や
個
別

ケ
ー
ス

検
討
会

議
に
お

い
て
、
特
に

事
例
検

討
等
に

特
定
の

専
門
的

知
見
（

医
療

、
保

健
、
心

理
、
法

律
、
行

政
間
・
地

域
連

携
等
）
が

必
要
な

場
合
も

あ
り
、
要

対
協

の
構
成

メ
ン
バ

ー
と
し

て
ス
ー

パ
ー
バ

イ
ザ

ー
と
し

て
（
臨

時
の
）
外

部
委
員

を
参
加

さ
せ
る

制
度
設

計
（
要

綱
整
備

等
）
を
し

て
い
る

自
治
体

が
あ
る

。
有
効

な

取
り
組

み
で
あ

り
、
ガ

イ
ド
ラ

イ
ン
で

も
制
度

紹
介
を

し
て
お

く
べ
き

と
考
え

る
。
 

２
 

「
相
談

か
ら
支

援
に
至

る
ま
で

の
流
れ

」
に
お

け
る
論

点
（
指

針
3
章

２
）
 

略
 

支
援
拠

点
＝
調

整
機
関

を
中
心

と
す
る

こ
と
、

司
令
塔

の
存
在

と
司
令

塔
が
役

割
を
果

た
す
こ

と
が
重

要
で
あ

る
。
 

３
 

関
係
機

関
に
対

す
る
協

力
要
請

［
令
和

元
年
改

正
法
に

よ
る
強

化
］
 

・
従
前

か
ら
要

対
協
が

関
係
機

関
等
に

対
し
、
資

料
又

は
情
報

の
提
供

、
意
見

開
陳
そ

の
他
必

要
な
協

力
を
求

め
る
こ

と
が

で
き

る
旨
の

規
定
（

法
25

条
の

３
第

1
項
）
 

→
※

令
和
元

年
児
童

福
祉
法

等
改
正

で
は
、

同
条
第

2
項

に
応

答
義
務
規

定
が
設

け
ら
れ

（
「

…
必
要

な
協
力

の
求

め
が

あ
っ

た
場
合

に
は
、
こ

れ
に

応
ず
る

よ
う
努

め
な
け

れ
ば
な

ら
な
い

」
）
、
こ

の
規
定

に
よ
り

、
協
力

を
求
め

ら
れ
た

関
係

機
関

等
も
資

料
等
を

出
し
や

す
く
な

っ
た
と

の
こ
と

で
あ
る

。
 

要
対
協

が
適
切

な
資
料
・
情
報

を
収
集

し
、
的

確
な
判

断
を
な

し
得
る

た
め
の

土
台
が

整
っ
た

と
い
え

る
。
今

後
積
極

的
に

こ
の

規
定

の
活

用
を

し
て

い
く

こ
と

が
望

ま
れ

る
。

そ
の

意
味

で
も

要
対

協
指

針
及

び
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
で

の
明

示

が
必

要
で

あ
る
。

 

４
 

関
係
す

る
ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
等
 

 
自

治
体
に

お
い
て

、
子

ど
も

に
関
係

す
る
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク
は

数
多
く

あ
る

14
。
そ

れ
ぞ
れ

の
ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
は
そ

れ
ぞ
れ

の
目

的
を
有

し
て
存

在
し
て

い
る
た

め
、
別

々
に
開

催
さ
れ

る
の
が

原
則
と

な
る
。

 

 
略

 
前
述

し
た
よ

う
に
、
要

対
協

は
、
法

的
ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
の
枠

組
機
能

を
定
め

た
も
の

で
あ
る

こ
と
か

ら
す
れ

ば
、
他

の
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

要
対

協
と

し
て

一
部

活
用

す
る

こ
と

は
可

能
で

あ
る

。
実

際
に

自
治

体
に

よ
っ

て
は

こ
う

し
た

他
の

ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
会
議

の
一
部

を
要
対

協
と
重

畳
的
に

行
っ
て

い
る
例

が
あ
る

。

５
 

支
援
の

終
結
 

終
結

と
は

ど
う
い

う
状
態

を
指
す

の
か
に

つ
い
て

は
、
自

治
体
で

バ
ラ
バ

ラ
な
運

用
状
態

と
な
っ

て
い
る

。
略
 

こ
の

点
、

要
対
協

指
針
で

は
要
対

協
に
よ

る
進
行

管
理
の

終
結
判

断
の
目

安
（
例

）
を

8
つ

15
挙

げ
る

。
 

し
か

し
、

こ
の
８

つ
の
事

例
を
読

ん
で
も

上
記
の

疑
問
は

解
消
し

な
い
。

 

筆
者

は
、

個
別
の

組
織
の

関
与
の

終
了
と

要
対
協

の
進
行

管
理
の

終
了
と

は
明
確

に
分
け

る
べ
き

で
あ
り

、
要
対

協
と

し
て

関
係
機

関
全
部

の
か
か

わ
り
が

終
了
し

た
と
き

を
要
対

協
と
し

て
の
支

援
の
終

結
で
あ

る
こ
と

を
関
係

機
関
間

で
共

有
16
す
べ

き
で
あ

る
と
考

え
る
。

 

例
え

ば
、
支
援

の
頻
度

や
程
度

を
下
げ

、
何

か
あ
っ

た
ら
報

告
を
求

め
る
と

い
う
意

味
で
「

見
守

り
依
頼

」
と

い
う

用
語

が
よ

く
使
わ

れ
る
。
し

か
し

、
何
か

あ
っ
た

ら
報
告

し
て
ほ

し
い
と

い
う
意

味
で
の

見
守
り

依
頼
は

、
依
頼

側
と
受

け
手
側

に
お

い
て

齟
齬

を
生

じ
や

す
い

。
主

担
当

機
関

で
あ

る
市

区
町

村
の

児
童

福
祉

主
管

課
は

自
ら

の
進

行
管

理
と

し
て

は
終

了
と

考
え

台
帳

か
ら

消
し

て
し

ま
っ

て
い

る
例

も
あ

る
よ

う
で

あ
る

。
筆

者
は

見
守

り
依

頼
と

い
う

用
語

は
使

用
し

な
い

よ
う

に
す
べ

き
で
あ

る
と
提

言
し
て

い
る
。
見
守

り
の
依

頼
を
す

る
の
で

あ
れ
ば

、
そ

の
内
容

と
し
て

、
①

期
間

、
②

訪
問

等
の

頻
度
、
③
ど

の
よ
う

な
事
実

を
ど
の

頻
度
で

要
対
協

に
報
告

す
る
の

か
等
の

具
体
的

事
項
を

要
対
協

全
体
で

確
認
し

、

そ
の

見
守

り
自

体
も

終
了

と
い

う
こ

と
を

要
対

協
で

確
認

し
た

と
き

に
要

対
協

と
し

て
の

ケ
ー

ス
管

理
の

終
結

で
あ

る
と

の
ル

ー
ル
付

け
を
す

べ
き
と

考
え
る

。
 

こ
の

点
、
支

援
頻
度

の
低
い

、
例
え

ば
半
年

に
１
回

程
度
の

面
接
訪

問
と
い

う
ケ
ー

ス
を
要

対
協
で

抱
え
て

い
く
こ

と
は

517
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要
対

協
で

の
管

理
の

限
界

を
超

え
て

し
ま

う
と

の
声

が
あ

げ
ら

れ
る

。
な

る
べ

く
管

理
す

べ
き

ケ
ー

ス
を

絞
り

込
ん

で
集

中
対

応
を
行

う
べ
き

と
の
主

張
が
な

さ
れ
る

。
し
か

し
、
略

 

こ
れ

ま
で

の
主
た

る
支
援

担
当
機

関
が
関

わ
り
を

終
了
し

た
場
合
（

例
え
ば

母
子
保

健
で
あ

っ
た
り

、
生
活

保
護
受

給
が

終
了

等
）
、

今
後

ど
の

よ
う

な
支

援
機

関
に

バ
ト

ン
タ

ッ
チ

が
で

き
る

の
か

、
一

切
の

支
援

を
終

了
し

て
大

丈
夫

な
の

か
、

終
結

提
案
の

会
議
に

お
い
て

は
、
必
ず

、
終

結
の

根
拠
（
判

断
要
因
・
エ

ビ
デ
ン

ス
）
が
構

成
員
に

示
さ
れ

、
質

疑
・
議

論

等
が

行
わ
れ

た
後
に

、
関
係

機
関
間

で
の
理

解
・
納

得
の
プ

ロ
セ
ス

が
求
め

ら
れ
よ

う
17
。

 

 
そ

し
て

、
要

対
協

構
成

機
関

す
べ

て
の

関
与

を
終

了
す

る
場

合
で

あ
る

と
す

る
な

ら
ば

、
再

度
要

対
協

案
件

と
す

る
場

合
の

要
因
、
主

に
そ

の
判
断

を
担
う

可
能
性

が
高
い

機
関
の

確
認
（

例
え
ば

学
校
や

保
育
園

現
場
等

）
と
チ

ェ
ッ
ク

項
目
等

に
つ

い
て
も

確
認
し

、
周
知

し
て
お

く
べ
き

で
あ
る

。
 

 
さ

ら
に
、
終

結
の

具
体
に

つ
い
て

は
、
要

対
協
指

針
に

8
つ
の

目
安
例
が

示
さ
れ

て
お
り

、
こ
の

目
安
例

を
参
考

と
し
つ

つ
、
自

治
体
ご

と
に
、
項
目

を
検
討

し
、
さ

ら
な

る
詳
細

な
例
示

事
案
を

追
加
す

る
こ
と

、
こ

う
し

た
事
例

の
積
み

上
げ
と

、

そ
の

後
の

検
証

を
行

う
こ

と
で

、
自

治
体

の
地

域
状

況
に

応
じ

た
の

存
し

い
終

結
の

形
が

出
来

上
が

っ
て

い
く

も
の

と
考

え
る

。
 

６
 

転
居
へ

の
対
応

（
指
針

6
）
［

令
和
元
年

改
正
法

に
よ
る

強
化
］

 

自
治

体
が

変
更
と

な
る
転

居
の
場

合
に
つ

い
て
は

、
従

前
か

ら
児
童

福
祉
法

2
5
条
（

通
告
）
を
根

拠
に
転

出
先
自

治
体

の
要

対
協

に
ケ

ー
ス

移
管

す
べ

き
こ

と
は

定
め

ら
れ

て
い

た
と

の
解

釈
は

な
し

得
る

の
で

あ
り

、
そ

の
こ

と
は

指
針

に
も

定
め

ら
れ
て

い
た
。

 

し
か

し
、
筆

者
は

残
念
な

が
ら
、
実

務
上

十
分
な

ケ
ー
ス

移
管
の

引
継
ぎ

が
な
さ

れ
た
と

の
話
を

聞
く
こ

と
は
な

い
（
目

黒
区

死
亡
事

件
、
野

田
市
死

亡
事
件

等
参
照

）
。
そ

こ
で

、
令

和
元

年
改
正

児
童
福

祉
法
で

は
、
改

正
後
児

童
虐
待

防
止
法

4
条

6
項

に
お
い
て

、
児

童
虐
待

を
受
け

た
児
童

が
住
所

等
を
移

転
す
る

場
合
に

、
移

転
前
の

住
所
等

を
管
轄

す
る
児

童
相

談
所

長
は

移
転

先
の

児
童

相
談

所
長

に
速

や
か

に
情

報
提

供
を

行
う

と
と

も
に

、
情

報
提

供
を

受
け

た
児

童
相

談
所

長
は

要
保

護
児

童
対

策
地

域
協

議
会

が
速

や
か

に
情

報
交

換
を

行
う

こ
と

が
で

き
る

た
め

の
措

置
等

を
講

ず
る

旨
の

法
改

正
を

行
っ

て
、
転

居
の
場

合
に
要

対
協
で

の
管
理

を
引
き

継
ぐ
旨

の
対
応

を
法
で

明
示
し

た
（
令

和
2
年

4
月

1
日

施
行

改
正

児
童

虐
待
防

止
法
第

4
条

6
項
）
。
 

 
な

お
、

こ
の

児
童

虐
待

防
止

法
の

規
定

は
、

直
接

的
に

は
児

童
相

談
所

の
管

轄
が

変
更

に
な

っ
た

場
合

の
児

童
相

談
所

間
の

引
継
ぎ

の
徹
底

を
明
示

す
る
。
し
か

し
、
そ

も
そ

も
「

転
居
を

繰
り
返

す
家
庭

」
は

虐
待

に
至
る

リ
ス
ク

要
因
と

し
て

子
ど

も
虐
待

対
応
の

手
引
き

18
に

お
い
て

も
明
示

さ
れ
て

い
る
事

柄
で
あ

る
。
児

童
相

談
所
の

管
轄
区

域
が
同

じ
で
あ

っ
て

も
、
市
区

町
村
が

異
な
る

転
居
の

場
合
（
出

水
市
死

亡
事
件

19
の

場
合
）
、
ま

た
同
じ

市
町

村
の
区

域
内
で

の
転
居

20
で

あ
っ

た
と

し
て

も
（

例
え

ば
札

幌
死

亡
事

例
の

場
合

は
同

じ
札

幌
市

内
で

あ
る

が
区

役
所

の
管

轄
地

域
が

異
な

る
転

居
で

あ

る
。
）
、

転
居

に
よ

る
関

与
関

係
者

の
変

更
が

生
じ

る
こ

と
に

は
変

わ
り

な
く

、
従

前
の

危
険

度
を

含
め

た
ア

セ
ス

メ
ン

ト

等
の

資
料
・

情
報
等

を
迅
速

か
つ
的

確
に
引

き
継
ぐ

こ
と
が

求
め
ら

れ
る
。

 

転
居

前
後

に
お

け
る

転
居

前
児

相
と

転
居

後
児

相
、

転
居

前
市

町
村

と
転

居
後

市
町

村
等

関
係

機
関

の
職

員
が

①
同

席

の
上

、
②
こ

れ
ま
で

の
経
緯

、
③

こ
れ

ま
で
の

調
査
結

果
・
判

断
等
の

記
録
・
資

料
の
提

示
、
④

関
わ
り

方
の
良

か
っ
た

点

悪
か

っ
た
点

等
を
踏

ま
え
、
⑤

詳
細

な
記
録
・
文
書

に
よ
る

引
継
ぎ

が
必
要

で
あ
る

。
移
管

元
で
あ

る
引
き

継
い
だ

側
に
お

い
て

は
引

き
継

い
だ

事
項

を
、

移
管

先
で

あ
る

引
き

継
が

れ
た

側
に

お
い

て
は

引
継

ぎ
を

受
け

た
事

項
を

そ
れ

ぞ
れ

詳
細

に
記

録
に
残

し
、
相

互
に
確

認
す
る

と
と
も

に
相
互

の
要
対

協
で
報

告
す
べ

き
で
あ

る
。
な

お
、
⑥

市
町
村

子
ど
も

家
庭
支

援
指

針
で
は

、
移

管
先
の

市
町
村

は
移
管

後
少
な

く
と
も

1
か

月
は
移
管

元
の
市

町
村
の

支
援
方

針
を
継

続
し
、
1
か

月
を

経
過

し
た

時
点

で
移

管
先

の
市

町
村

は
新

た
な

環
境

下
で

の
ア

セ
ス

メ
ン

ト
を

行
う

等
の

記
述

を
設

け
て

お
り

、
こ

の
指

針
等

を
参

考
に

、
そ

れ
ぞ

れ
の

自
治

体
は

、
要

対
協

の
運

営
に

関
す

る
要

綱
等

に
要

対
協

の
転

居
の

場
合

に
行

う
べ

き
内

容
・

手
続
の

項
目
を

設
け
、

要
対
協

で
共
有

し
て
お

く
べ
き

で
あ
る

。
 

こ
う

し
た

点
の
要

対
協
指

針
及
び

ガ
イ
ド

ラ
イ
ン

へ
の
明

記
が
必

要
と
考

え
る
。

 

※
【
転

居
に
関

す
る
重

要
な
通

知
の
確

認
】

①
児
童

虐
待
防

止
対
策

の
強
化

に
向
け

た
緊
急

総
合
対

策
（
平

成
 
3
0
 
年

７
月
 
20
 
日

児
童

虐
待

防
止

対
策
に

関
す

る
関
係

閣
僚
会

議
）「

３
 児

童
相
談

所
間
・
自
治

体
間
の

情
報
共

有
の
徹

底
」
、「

○
児

童
相

談
所
間
・
自

治
体
間

の
情

報
共
有

の
徹
底

」
、「

・
市

町
村
の

要
保
護

児
童
対

策
地
域

協
議
会

に
登
録

さ
れ
て

い
る
家

庭
が
転

居
し
た

際
の
引

継
ぎ

方
法
に

つ
い
て

、
転

居
先
の

市
町
村

の
要
保

護
児
童

対
策
地

域
協
議

会
に
お

い
て
も

引
き
続

き
支
援

を
行
う

こ
と
や

、

必
要
に

応
じ
て

児
童
相

談
所
も

同
席
の

上
、
引

継
ぎ
を

行
う
こ

と
に
つ

い
て
、

速
や
か

に
周
知

徹
底
す

る
。」

 

②
市
町

村
子
ど

も
家
庭

支
援
指

針
（
平

成
 
2
9
 
年

３
月

 
3
1
 
日

付
け

雇
児

発
 
0
33
1
 
第

 
4
7
 
号
厚

生
労

働
省
雇

用
均

等
・
児

童
家
庭

局
長
通

知
）
、「

第
２

章
 
子

ど
も

家
庭

支
援
に

お
け
る

市
町
村
（

支
援
拠

点
）
の

具
体
的

な
業
務

」
、「

第

３
節
 
要

支
援
児
童

及
び
要

保
護
児

童
等
並

び
に
特

定
妊
婦

等
へ
の

支
援
業

務
」
、「

1
1
．
転

居
へ
の
対

応
」
、
(
1)
中
「

ケ

ー
ス
移

管
に
当

た
っ
て

は
、
移
管

元
の
市

町
村
は

、
支
援

を
行
っ

て
い
た

家
庭
の

転
出
先

や
こ
れ

ま
で
の

対
応
状

況
な

ど
必

要
な

情
報

を
提

供
す

る
な

ど
、

移
管

先
の

市
町

村
等

と
十

分
に

連
携

を
図

る
こ

と
が

必
要

で
あ

る
。

転
居

の
場

合
、
子
ど

も
へ
の

権
利
侵

害
に
関

す
る
危

機
感
が

伝
わ
ら

な
い
危

険
が
高

い
こ
と

を
意
識

し
、
必

要
に
応

じ
て
児

童
相

談
所

も
同

席
の

上
で

引
継

ぎ
を

行
う

こ
と

と
し

、
で

き
る

限
り

移
管

先
の

担
当

者
と

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
を

と
っ

て
詳

細
な

調
査

の
結

果
や

判
断

を
伝

え
る

と
と

も
に

、
移

管
先

の
担

当
者

の
氏

名
や

ど
の

よ
う

な
内

容
を

報
告

し
た

の
か
を

記
録
に

残
す
べ

き
で
あ

る
。
さ

ら
に
、
必

要
に

応
じ
て

、
移
管

先
の
市

町
村
等

に
お
い

て
移
管

先
の
児

童
相
談

所
に
引

継
ぎ
状

況
の
確

認
を
行

う
こ
と

。
ま
た

、
移
管

元
の
市

町
村
の

要
保
護

児
童
対

策
地
域

協
議
会

に
お
い

て
、
対

象
と

な
る

子
ど

も
の

ケ
ー

ス
管

理
を

行
っ

て
い

た
場

合
は

、
移

管
先

の
市

町
村

の
要

保
護

児
童

対
策

地
域

協
議

会
に

お
い
て

も
ケ
ー

ス
登
録

し
、
関

係
機
関

の
連
携
・
協
力
の

下
、
必

要
な
援

助
を
継

続
す
る

こ
と
。
そ

の
際
、
自
治

体
間

の
認
識

の
差
を

な
く
す

観
点
か

ら
、
移

管
先
の

市
町
村

は
、
ケ

ー
ス
移

管
後
、
少

な
く

と
も
１

か
月
間

は
移
管

元
の
市

町
村
の

支
援
方

針
を
継

続
し
、
１

か
月
を

経
過
し

た
時
点

で
、
移

管
先
の

市
町
村

は
新
た

な
環
境

下
で
の

家
族
の

状
況

等
を
ア

セ
ス
メ

ン
ト
し

、
支
援

方
針
を

継
続
す

る
か
否

か
を
判

断
す
る

こ
と
。
」
 

③
「
「

児
童

 虐
待

防
止

対
策
の

強
化
に

向
け
た

緊
急
総

合
対
策

」
の

更
な

る
徹
底
・
強
化

に
つ
い

て
」
」（

平
成

31
年

２
月

８
日

児
童

虐
待

防
止

対
策

に
関

す
る

関
係

閣
僚

会
議

）
を

踏
ま

え
た

「
新

た
な

 
ル

ー
ル

の
ポ

イ
ン

ト
」
（

平
成

 

3
1
 
年
２

月
 2
8
 
日

）
 

④
（
札

幌
市
死

亡
事
例

及
び
出

水
市
死

亡
事
例

を
受
け

て
）
令

和
元
年

9
月

1
1
日

付

「
児
童

虐
待
防

止
対
策

に
お
け

る
ル
ー

ル
の
更

な
る
徹

底
に
つ

い
て
」
（
子
発
子
発
 
9
1
1
第

1
号
）

 

２
．
援

助
方
針

に
沿
っ

た
児
童

相
談
所

の
継
続

的
支
援

と
関
係

機
関
の

間
で
の

リ
ス
ク

情
報
共

有
の
徹

底
 

○
児
童

相
談
所
は

、
援

助
方

針
の
内

容
を
転

居
後
の

市
町
村

と
共
有

す
る
と

と
も
に

、
児

童
相

談
所
と

市
町
村

間
で

必
要
な

情
報
を

共
有
す

る
こ
と

。
 

第
４

 
【
第

4
章

 
要
対

協
調

整
機

関
】
（
法

25
条

の
2
第

5
項
、

要
対

協
指

針
第

4
章
）
 

児
童

福
祉

法
第

2
5
条

の
２
第

第
4
項

は
、
要

対
協

を
構
成

す
る
関

係
機
関

等
の
う

ち
か
ら

要
対
協

調
整
機

関
を
指

定
す

る
と

定
め
る

。
責
任

体
制
の

明
確
化

の
趣
旨

に
基
づ

く
。
そ

し
て
、
ど

の
機

関
を
要

対
協
調

整
機
関

と
す
べ

き
か
に

つ
い
て

は
法

文
上
明

記
さ
れ

て
い
な

い
が
、
平

成
28

年
の

法
改

正
に

よ
り
、
支

援
拠
点

が
設
置

さ
れ
た

趣
旨
か

ら
し
て

も
、
子
ど

518
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も
家

庭
総
合

支
援
拠

点
が
要

対
協
調

整
機
関

を
担
う

こ
と
が

求
め
れ

て
い
る

と
い
え

る
。
 

そ
し

て
、

要
対
協

調
整
機

関
に
は

調
整
担

当
者
を

お
く
（

2
5
条
の

2
第

6
項

）
こ
と

が
必
要

で
あ
る

。
 

で
は

、
調

整
担
当

者
に
は

い
か
な

る
要
件

が
定
め

ら
れ
て

い
る
の

か
。
 

こ
の

点
、
法

25
条
の

２
第

6
項

は
、「

専
門
的

知
識
と

技
術
」（

要
対

協
指
針

に
お
い

て
、
専

門
性
と

し
て
知

識
、
技

術
、

態
度

を
明
記

）
を
求

め
21
、

基
準

に
適
合

す
る
研

修
受
講

義
務
を

課
し
て

い
る
（

同
8
項

）
。

さ
ら
な

る
要
件

と
し
て

、
法

文
上

は
明
記

さ
れ
て

い
な
い

が
、
国

は
通
知

に
よ
り

、
常
勤

配
置
を

求
め
て

い
る
。

 

調
整

機
関

は
、
児

童
相
談

所
、
養

育
支
援

訪
問
事

業
を
行

う
者
、
子

育
て

世
代
包

括
支
援

セ
ン
タ

ー
そ
の

他
の
関

係
機
関

等
と

の
連
絡

調
整
を

行
い
（

法
2
5
条

の
２
第

5
項
）
、
随
時

変
わ
り

う
る
環

境
・
状

況
に
応

じ
て
支

援
対
象

児
童
等

に
対

す
る

支
援
内

容
の
見

直
し
を

行
う
よ

う
関
係

機
関
等

と
の
調

整
を
行

う
こ
と

が
求
め

ら
れ
る

。
 

筆
者

は
、
こ

う
し
た

関
係
機

関
間
の

マ
ネ
ジ

メ
ン
ト

を
担
い

、
関
係

機
関
間

の
役
割

分
担
を

担
う
立

場
に
あ

る
こ
と

に
鑑

み
る

と
、

調
整

担
当

者
に

は
、

市
区

町
村

の
組

織
に

お
い

て
一

定
の

権
限

と
責

任
を

担
っ

て
い

る
者

を
配

置
す

べ
き

と
考

え
る

。
仮
に

、
調

整
機

関
の
調

整
担
当

者
が
新

人
職
員

で
あ
っ

た
よ
う

な
場
合

に
は
、
庁

内
関

係
部
署

や
外
部

の
関
係

機
関

に
対

し
て
、
協

働
・
連

携
・
役

割
分

担
に
つ

い
て
の

組
織
的

交
渉
を

行
う
こ

と
は
困

難
だ
か

ら
で
あ

る
。
そ
の

点
で
は

、
係

長
職

以
上
の

職
員
で

あ
る
こ

と
が
望

ま
し
い

。
実

際
に
、
市
区

町
村
の

組
織
に

お
い
て

、
係

長
級

以
上
の

職
階
で

、
権

限
と

責
任

を
担
っ

て
い
る

場
合
に

は
、
①

当
該
自

治
体
の

庁
内
の

関
係
機

関
に
対

し
て
も

要
請
・
交

渉
が

し
や
す

い
。
②

ま
た
、

外
部

の
要

対
協

関
係

機
関

に
対

し
て

も
組

織
と

し
て

の
要

請
（

個
別

の
ソ

ー
シ

ャ
ル

ワ
ー

ク
対

応
）

を
し

や
す

い
の

で
あ

る
。
③

さ
ら
に

、
実
際

の
会
議

の
進
行

に
お
い

て
も
関

係
機
関

と
の
間

の
役
割

分
担
の

依
頼
や

交
渉
も

円
滑
に

行
い
得

る
。

こ
う

し
た

点
に

鑑
み

れ
ば

、
調

整
担

当
者

に
つ

い
て

は
、

組
織

を
動

か
せ

る
ポ

ジ
シ

ョ
ン

に
あ

る
者

に
担

わ
せ

る
べ

き
で

あ
る

。
要

対
協

指
針

及
び

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

に
お

い
て

も
こ

の
調

整
担

当
者

の
権

限
と

責
任

に
つ

い
て

は
踏

み
込

ん
だ

記
述

が
必

要
で
あ

る
と
考

え
る
。

 

第
５

 
【
第

5
章

 
守
秘

義
務

】
（
要

対
協
指
針

第
5
章
）

 

 
略

 

 
な

お
、
守

秘
義

務
の
具

体
的
あ

て
は
め

に
お
い

て
、
例

え
ば

、
自

治
体

に
よ
っ

て
は
、
上
記

秘
密
保

持
を
重

視
す
る

こ
と

を
徹

底
し
、
会

議
資
料

に
つ
い

て
は
、
一
切

持
ち
帰

り
や
コ

ピ
ー
を

禁
止
す

る
こ
と

22
、
会

議
で
は

イ
ニ
シ

ャ
ル
で

の
議
論

を
行

う
等

を
徹

底
し

、
そ

の
こ

と
が

、
必

要
な

ソ
ー

シ
ャ

ル
ワ

ー
ク

の
阻

害
要

因
と

な
っ

て
い

る
と

の
声

が
あ

げ
ら

れ
て

い
る

。
 

確
か

に
、
秘

密
保

持
は
徹

底
さ
れ

な
け
れ

ば
な
ら

な
い
が

、
そ
の

秘
密
管

理
の
手

段
と
し

て
、
そ

の
会
議

に
参
加

し
た
者

が
閲

覧
す

る
の

み
と

の
運

用
は

、
機

関
チ

ー
ム

と
し

て
必

要
な

情
報

共
有

と
ソ

ー
シ

ャ
ル

ワ
ー

ク
機

能
を

よ
く

果
し

え
な

い
こ

と
に

な
る

。
法

の
適

用
範

囲
や

あ
て

は
め

が
誤

っ
て

い
る

と
考

え
る

。
関

係
機

関
間

の
情

報
共

有
と

の
調

整
の

上
で

ど
の

よ
う
な

秘
密
保

持
の
在

り
方
が

よ
い
の

か
、
秘

密
保
持

の
在
り

方
を
協

議
し
、

決
定
し

て
い
く

必
要
が

あ
ろ
う

。
 

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン
に

お
い
て

も
注
記

が
必
要

な
項
目

で
あ
る

。
 

第
６

 
【
支

援
対
象

児
童
等

へ
の
対

応
上
の

留
意
事

項
】
（
要

対
協
指
針

第
6
章
）

 

１
 

支
援
対

象
児
童

等
の
要

対
協
へ

の
登

録
（

指
針

6
章

１
）
 

要
対

協
へ

の
登
録

に
つ
い

て
は
ど

の
よ
う

な
基
準

を
設
け

て
管
理

す
べ
き

で
あ
ろ

う
か
。

 

(
1
)

リ
ス

ク
の

軽
重

等
の

判
断

基
準

を
採

用
す

る
の

か

こ
の
点

、
要

対
協
指

針
に
お

い
て
は

、
要
保

護
児
童

に
つ
い

て
の
虐

待
の
通

告
・
相

談
ケ
ー

ス
に

つ
い
て

、
次
の

㋐
及

び
㋑

の
例

23
を

挙
げ
る

。
 

こ
の
要

対
協

指
針

の
整

理
は

、
現
在

で
は

不
適

切
で

あ
り
、

記
述

構
成

を
改

め
る

べ
き
と

考
え

る
。

筆
者

の
調
査

24
に

よ
れ

ば
、
要
保
護

児
童
の

み
で
は

な
く
、
要

保
護
児

童
か
否

か
の
判

断
に
拘

泥
す
る

こ
と
な

く
、
広
く

一
旦
登

録
す
る

と

い
う

自
治

体
も
少

な
く
な

い
。
 

筆
者
の

見
解
は

、
端

的
に
㋒

の
範
囲

で
登
録

す
べ
き

と
考
え

る
。
そ

の
上
で

、
具

体
的
あ

て
は
め

に
つ
い

て
、
ど

う
い

っ
た

場
合

を
要
保

護
児
童

と
し
、
又

は
要

支
援
児

童
と
し

、
又

は
特

定
妊
婦

と
し
て

登
録
す

る
の
か

、
そ

の
構

成
要
件

要

素
と

な
る

べ
き
具

体
的
事

実
例
に

つ
い
て

ガ
イ
ド

ラ
イ
ン

で
示
す

こ
と
で

自
治
体

現
場
へ

の
示
唆

と
な
る

と
考
え

る
。
 

以
下
検

討
を
行

う
。
 

㋐
要

保
護
児

童
に
つ

い
て
被

害
や
リ

ス
ク
等

の
軽
重

に
応
じ

て
登
録

す
る
自

治
体
。
ま

た
、
市
町

村
（

支
援

拠
点
）

の
調

査
担

当
者
に

よ
る
調

査
、
複
数

職
員
に

よ
る
多

角
的
ア

セ
ス
メ

ン
ト
を

経
て
、
必

要
に

応
じ
て

会
議
を

経
て

25
行
う

自
治
体

の
例
 

㋑
要

保
護
児

童
に
つ

い
て
被

害
や
リ

ス
ク
等

の
軽
重

に
関
係

な
く
す

べ
て
の

ケ
ー
ス

を
登
録

す
る
自

治
体
の

例
 

㋒
要

保
護
児

童
に
関

わ
ら
ず

、
要
支

援
児
童

、
特
定

妊
婦
の

す
べ
て

の
ケ
ー

ス
を
登

録
す
る

自
治
体

の
例
 

 
要

対
協

指
針

の
構

成
を

み
る

と
、

要
保

護
児

童
に

お
け

る
虐

待
通

告
・

相
談

ケ
ー

ス
を

念
頭

に
登

録
を

行
う

と
の

記

述
が

な
さ

れ
て
お

り
、
要
支

援
児
童

や
特
定

妊
婦
に

つ
い
て

は
形
式

的
な
登

録
ま
で

は
い
ら

な
い
の

か
と
も

読
め
る

。
そ

し
て

、
㋐

又
は
㋑

の
自
治

体
の
例

を
参
考

に
挙
げ

る
。
 

し
か
し

、
こ

れ
は
必

ず
し
も

要
保
護

児
童
の

み
を
登

録
す
れ

ば
よ
い

と
の
前

提
で
理

解
す
べ

き
で
は

な
い
と

考
え
る

。

子
ど

も
家

庭
支
援

指
針
（
ガ

イ
ド
ラ

イ
ン
）
と
併

せ
読
め

ば
、
子

ど
も

家
庭
支

援
指
針

2
章

3
節
「
2
相
談
・
通

告
の
受

付
」
は

、「
市
町
村
（

支
援

拠
点
）
は

要
支

援
児
童

及
び
要

保
護
児

童
等
並

び
に
特

定
妊
婦

等
の
相

談
・
通

告
に

つ
い
て

は
、
そ

の
受
理

を
拒
否

す
る
こ

と
は
で

き
な
い

」
と

記
述
し
「

相
談
や

連
絡
を

す
る
者

に
と
っ

て
は
、
そ
れ

が
ど
の

よ
う

な
相

談
種

別
（

虐
待
か

否
か
な

ど
）
か

、
軽
微

か
専
門

的
か
、
情
報

提
供
か

通
告
か

を
判
断

す
る
こ

と
は
困

難
で
あ

る
」

と
し

、「
通

告
と
考

え
て
対

応
す
る

」
べ
き

と
し
、
こ
う

し
た
考

え
方
に

基
づ
き

、
受
理

会
議
、
調

査
、
支

援
計
画

と
の

流
れ

の
中

で
要
対

協
登
録

を
促
し

て
い
る

。
筆

者
の

調
査
に

よ
れ
ば

、
こ
う

し
た
考

え
方
の

も
と
で

要
対
協

登
録
を

行
っ

て
い

る
自

治
体
は

決
し
て

少
な
く

な
い
。

 

こ
の
点

、
㋐
を

採
用
す

る
自
治

体
は
、
㋑

や
㋒

の
方
式

で
は
要

対
協
が

パ
ン
ク

し
て
し

ま
う
と

述
べ
、
い

か
に

要
対
協

ケ
ー

ス
を

精
査

し
て
減

ら
し

て
集
中

管
理
す

る
か

が
重
要

と
述
べ

る
。

こ
の
見

解
に

よ
れ
ば

、
要

保
護
児

童
か

否
か

、

そ
し

て
要

対
協
ケ

ー
ス
と

し
て
管

理
す
る

か
否
か

の
見
極

め
が
重

要
で
あ

り
、
そ

の
た

め
の
チ

ェ
ッ
ク

シ
ー
ト

を
作
成
・

利
用

し
、

関
係
機

関
間
で

共
通
認

識
を
持

つ
よ
う

徹
底
す

る
と
い

う
方
向

性
が
目

指
さ
れ

る
こ
と

に
な
ろ

う
。
 

確
か
に

、
㋐
～

㋒
の
ど

の
方
法

を
と
る

の
か
は

、
自
治

体
の
組

織
体
制
・
対
応

能
力
と

の
関
係

で
の
選

択
と
な

ろ
う
。

し
か

し
、
筆

者
は

、
上
述

し
た
よ

う
に
、
要

保
護

児
童
か

要
支
援

児
童
か

特
定
妊

婦
か
の

間
口
の

段
階
で

の
客
観

的
基
準

を
整

備
し

、
そ

の
あ

て
は
め

に
労
力

を
割
く

こ
と
に

意
味
を

見
出
さ

な
い
。
そ

れ
は

行
政
側

の
事
務

処
理
上

の
便
宜

の
理

屈
で

し
か

な
い
。
子

ど
も
側

保
護
者

側
か
ら

の
視
点

で
み
れ

ば
、
困

っ
た
状

態
で
あ

る
と
か

Ｓ
Ｏ
Ｓ

を
出
し

て
い
る

状
態

が
あ

る
の

に
、
行
政

側
が
そ

の
困
っ

た
状
態

や
Ｓ
Ｏ

Ｓ
の
程

度
の
優

先
順
位

を
行
政

の
物
差

し
で
測

っ
て
、
そ

れ
も

一
つ

の
機

関
、
一

担
当
者

の
段
階

で
、
要

対
協
に

す
ら
あ

げ
ず
に

対
応
が

な
さ
れ

な
い
と

い
う
ケ

ー
ス
が

あ
っ
て

よ
い
の

だ
ろ

う
か

。
筆

者
は
、
間

口
を

広
く
取

ら
ず
に

、
要
保

護
児
童

に
当
た

ら
な
い

と
い
う

よ
う
な

あ
て
は

め
を
比

較
的
簡

単
に
し

て
し

ま
っ

た
が
た

め
に
、
そ

の
姿

勢
・
対

応
が
死

亡
事
例

に
つ
な

が
っ
た

と
思
わ

れ
る
検

証
を
複

数
経
験

し
て
い

る
。
札

幌
市

に
よ

る
「

令
和

元
年
６

月
死
亡

事
例
に

係
る
検

証
報
告

書
」

26
で

は
、
複

数
の

関
係
機

関
が
関

与
し
て

い
た
の

で
あ

る
が

、
要

対
協
登

録
に
は

至
ら
な

か
っ
た

。
要
対

協
登
録

し
な
か

っ
た
点

を
検
証

委
員
会

で
も
問

題
視
し

て
い
る

が
、
概

519
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念
へ

の
あ

て
は
め

が
厳
格

で
あ
る

が
た
め

と
考
え

る
。
こ
う

し
た
死

亡
事
例

を
防
ぐ

た
め
に

は
、
㋒

の
方
向

性
に
舵

を
取

り
27
、
か
つ

、
そ

の
判
断

に
際
し

て
は
、
迷
っ

た
ら
登

録
す
る

、
客

観
的
な

判
断
基

準
よ
り

も
本
人

の
困
り

具
合
を

基
準

に
す

る
（

主
観
的

不
安
感

の
重
視

等
）
等

の
運
用

基
準
を

定
め
て

お
く
こ

と
が
有

効
で
あ

る
と
考

え
る
。

 

な
お
、
札
幌

の
事
案

で
も
そ

う
で
あ

る
が
、
特
定

妊
婦
に

つ
い
て

は
、
相

当
数

の
自
治

体
に
お

い
て
、
こ

れ
ま
で

母
子

保
健

部
門

の
み

で
登

録
管

理
さ

れ
て

い
る

こ
と

が
見

受
け

ら
れ

る
。

要
対

協
登

録
を

徹
底

し
て

複
数

の
関

係
機

関
に

お

い
て

危
険

度
判

定
だ

け
で

な
く

様
々

な
重

畳
的

な
支

援
の

手
法

（
様

々
な

行
政

サ
ー

ビ
ス

を
組

み
合

わ
せ

る
こ

と
が

で

き
る

。
）
に

つ
い

て
ア

イ
デ
ィ

ア
を
出

し
合
う

機
会
を

設
け
る

こ
と
が

有
効
で

あ
る
。

 

(
2
)

関
係

機
関

の
判

断
を

尊
重

す
る

の
か

も
う
一

点
、
上
記

と
関
連

し
て
、
実

際
の

要
対
協

登
録
に

関
し
て

問
題
と

な
る
の

が
、
要
対

協
調
整

機
関
＝

支
援
拠

点

が
単

独
で

登
録
判

断
を
す

る
の
か

、
関

係
機
関

の
意
見

も
聞
き
・
協
議

を
し
て

登
録
す

る
の
か

、
と

い
う
点

で
あ
る

。
実

際
に

自
治

体
の
現

場
で
は

論
点
と

な
っ
て

い
る
。

 

こ
の
点

、
自

治
体

内
部
で

組
織
的

判
断
や

決
定
を

行
う
ケ

ー
ス
検

討
会
議
（

支
援

方
針
会

議
、
支
援

拠
点
定

例
会
議

等
）

と
要

対
協

個
別

検
討

会
議

を
一

体
の

も
の

と
し

て
開

催
（

子
ど

も
家

庭
支

援
指
針

６
ア

セ
ス
メ

ン
ト

(
1
)
(
6)

参
照

）
し

、

当
初

か
ら

必
要
な

関
係
機

関
と
協

議
の
上

、
登

録
を

行
っ
て

い
る
自

治
体
が

あ
る
一

方
で
関

係
機
関

か
ら
の

ケ
ー
ス

登
録

の
申

出
は

で
き
な

い
と
す

る
自
治

体
も
存

在
す
る

。
 

要
対
協

の
意
義

は
、
他

の
関
係
機

関
間
の

情
報
を

勘
案
し

新
た
な

リ
ス
ク

や
支
援

の
手
法

が
明
ら

か
に
な

っ
て
い

く
こ

と
に

メ
リ

ッ
ト
が

あ
る
。
短
期

的
に
は

時
間
と

労
力
は

と
ら
れ

る
と
し

て
も
、
中
・
長

期
的

に
は
、
当
該

案
件
の

み
で
な

く
様

々
な

ケ
ー
ス

対
応
の

見
立
て

の
共
有

が
で
き

て
く
る

し
、
そ

の
中

で
判

断
基
準

が
積
み

上
げ
ら

れ
て
い

く
こ
と

に
な

ろ
う

。
筆

者
は

、
関

係
機

関
か

ら
の

申
し

出
を

受
け

て
協

議
の

上
登

録
す

る
こ
と

を
排

除
す
べ

き
で

は
な

い
と

考
え

る
。

そ
の

方
向

で
の
ガ

イ
ド
ラ

イ
ン
提

示
が
望

ま
し
い

。
 

(
3
)

参
考

事
例

紹
介

略
 

２
 

特
に
一

時
保
護

事
案
に

つ
い
て

の
要
対

協
登
録

の
徹
底

 

上
述
「

第
3
、
(
2
)
ア

主
担

当
機
関

を
決
め

る
」
で
も

述
べ
た

よ
う
に

、
市

区
町

村
要
対

協
調
整

機
関
の

調
査
及

び
ヒ
ア

リ
ン

グ
を
行

っ
て

見
る
と

、
児

童
相
談

所
ケ
ー

ス
に

つ
い
て

は
、

一
時
保

護
を

行
っ
た

事
案

に
つ
い

て
、

要
対
協

に
登

録

し
て

い
な
い

状
況

が
多
々

見
受

け
ら
れ

る
。
こ

れ
は

例
え
ば

、
児

童
相
談

所
が

一
時
保

護
し

た
案
件

に
つ

い
て
は

、
児

童

相
談

所
に
お

い
て

一
時
保

護
を

継
続
す

る
か
、

一
時

保
護
を

解
除

す
る
か

、
他

の
措
置

を
か

け
る
の

か
と

い
う
よ

う
に

、

児
童

相
談
所

が
権

限
と
責

任
を

も
っ
て

対
応
す

べ
き

案
件
で

あ
り

、
児
童

相
談

所
の
み

で
完

結
す
る

流
れ

で
進
ん

で
い

く

の
で

、
か
か

る
情

報
を
市

区
町

村
の
要

対
協
に

情
報

を
流
す

メ
リ

ッ
ト
は

な
く

、
報
告

し
て

協
議
し

て
行

う
べ
き

案
件

で

は
な

い
と
の

考
え
方

が
あ
る

の
で
あ

ろ
う
。

 

そ
の

た
め

、
市

区
町
村

に
児

童
相
談

所
か
ら

当
該
支

援
対

象
児
童

等
の

情
報
は

提
示

さ
れ
ず

、
要

対
協
管

理
さ

れ
て

い

な
い

た
め
、

市
区

町
村
等

地
域

に
お
い

て
は
、

例
え

ば
、
一

時
保

護
が
解

除
さ

れ
、
今

後
市

区
町
村

が
主

担
当
機

関
と

な

っ
て

地
域
で

支
援

を
し
て

い
く

と
い
う

段
階
に

な
っ

て
初
め

て
ケ

ー
ス
が

顕
在

化
す
る

と
い

う
場
面

が
多

々
市
区

町
村

側

か
ら

指
摘
さ

れ
る
。

 

筆
者

は
、
一

時
保
護

段
階
か

ら
要
対

協
に
登

録
す
べ

き
と
考

え
る
。
一

時
保

護
段
階

か
ら
要

対
協
に

登
録
し

て
お
く

こ
と

で
、
要

対
協
に

お
い
て

、
こ

れ
ま

で
の
経

緯
・
子
ど
も

や
家

庭
状
況
・
環

境
・
児
童

相
談
所

で
の
見

立
て
（
判

定
）
等
の

情

報
が

共
有

さ
れ

る
こ

と
で

、
①

一
時

保
護

中
の

家
庭

の
支

援
に

つ
い

て
も

児
童

相
談

所
と

は
異

な
っ

た
ス

タ
ン

ス
で

な
し

う
る

場
合

が
あ

る
こ

と
、

②
一

時
保

護
の

段
階

で
解

除
後

の
地

域
で

の
支

援
に

つ
い

て
関

係
機

関
間

で
事

前
に

協
働

の
た

め
の

役
割

分
担

に
つ

い
て

話
し

合
い

が
で

き
る

の
で

あ
る

。
そ

の
意

味
で

は
、

児
童

相
談

所
が

支
援

対
象

児
童

等
の

一
時

保
護

を
行
っ

た
場
合

で
も
、

要
対
協

登
録
を

徹
底
す

べ
き
と

考
え
る

。
 

こ
の

こ
と

は
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
に

書
き

込
み

、
要

対
協

の
構

成
機

関
間

で
共

通
の

ル
ー

ル
と

し
て

お
く

こ
と

が
求

め

ら
れ
る

。
 

３
 

登
録
案

件
の
ま

と
め
‐

全
件
登

録
の
徹

底
 

上
記

で
検

討
し
て

き
た
よ

う
に
、
要
対

協
で
の

登
録
管

理
に
つ

い
て
は

、
要

保
護
児

童
、
要

支
援

児
童
、
特

定
妊
婦

の
全

件
登

録
の
徹

底
を
す

る
こ
と

が
有
効

で
あ
る

。
 

札
幌

死
亡

事
件
に

お
い
て

も
、
母

子
保
健

主
管
課

が
ケ
ー

ス
管
理

し
て
児

童
福
祉

主
管
課
（

家
庭

児
童
相

談
室
）
に

繋
が

ず
、
す

な
わ

ち
要
対

協
に
登

録
す
る

こ
と
を

し
な
か

っ
た
。
そ

し
て

、
要

保
護

と
そ
れ

以
外
を

分
け
て

対
応

す
る
こ

と
に
つ

い
て

は
、
支

援
対
象

側
か
ら

見
て
も

メ
リ
ッ

ト
が
な

い
ば
か

り
か
、
要

対
協

構
成
関

係
機
関

の
協
働
・
連
携

の
メ
リ

ッ
ト
が

発
動

さ
れ
な

い
点
で

も
問
題

が
多
い

。
要
保

護
児
童

、
要

支
援

児
童
、
特

定
妊

婦
の
全

件
登
録

の
徹
底

を
図
り

、
か

つ
、
そ

の
あ

て
は

め
の

ハ
ー

ド
ル

を
緩

や
か

に
す

る
運

営
方

針
を

定
め

て
お

く
こ

と
で

無
用

な
労

力
を

削
減

す
る

こ
と

が
で

き
る

。

こ
う

し
た
点

を
ガ
イ

ド
ラ
イ

ン
で
提

示
し
て

お
く
必

要
が
あ

る
。
 

４
 

適
切
な

情
報
提

供
・
支

援
の
周

知
（
指

針
6
章

4
）
 

 
こ

の
項

目
で

は
、

調
整

機
関

が
要

対
協

構
成

関
係

機
関

に
お

け
る

支
援

の
必

要
性

と
理

解
が

深
ま

る
よ

う
な

機
会

づ
く

り
に

取
り

組
む

こ
と

、
要

対
協

に
お

け
る

情
報

提
供

の
促

進
の

た
め

の
説

明
・

解
説

を
行

う
こ

と
が

有
効

で
あ

る
旨

定
め

て
い

る
。
 

５
 

そ
の
他

支
援
が

必
要
な

子
ど
も

に
つ
い

て
（
指

針
6
章

５
）
 

要
対

協
指

針
6
章

5
で
は

2
つ

の
項
目
に

つ
い
て

定
め
る

。
 

(
1)

 居
住

実
態
が

把
握
で

き
な
い

児
童
へ

の
対
応

略

(
2)
一

時
保
護
又

は
施
設

入
所
等

の
措
置

が
解
除

さ
れ
た

子
ど
も

へ
の
対

応
（
児

童
虐
待

防
止
法

1
3
条

の
２
参

照
）

こ
の

点
、
措

置
解

除
後
の

状
況
と

し
て
は

、
集
中

的
支
援

が
必
要

で
あ
り

、
要
対

協
の
活

用
に
よ

る
①
子

ど
も
や

家
族
か

ら
の

相
談

、
②

定
期

的
な

訪
問

等
、

③
家

族
の

精
神

的
支

援
等

に
よ

る
子

ど
も

の
生

活
環

境
の

改
善

が
必

要
で

あ
る

こ
と

が
、

要
対
協

指
針
に

も
定
め

ら
れ
て

い
る
。

 

し
か

し
、
筆

者
も
検

証
委
員

と
し
て

関
わ
っ

た
野
田

市
死
亡

事
件
で

は
、
児

童
相
談

所
が
一

時
保
護

解
除
を

行
い
継

続
指

導
を

か
け
つ

つ
も
、

要
対
協

へ
の
情

報
提
供

を
行
っ

て
い
な

か
っ
た

。
 

こ
の

反
省

は
真
摯

に
活
か

し
て
ほ

し
い
と

考
え
る

。
ガ

イ
ド

ラ
イ
ン

に
お
い

て
、
上

記
①
～

③
に
つ

い
て
㋐

児
童
相

談
所

が
行

う
の
か

否
か
の

確
認
、
児

童
相

談
所
が

行
え
な

い
の
で

あ
れ
ば

、
そ
の

協
力
を

要
対
協

構
成
機

関
に
要

請
し
、
㋑

一
時

保
護

中
の
見

立
て
・
記
録
等

を
要
対

協
に
提

示
し
、
㋒

要
対
協

構
成
機

関
と
の

間
で
、
①

～
③

の
役
割

分
担
、
㋓

頻
度
、
㋔

報
告

の
日
時
・
方

法
に
つ
い

て
、
決
定

し
、
関

係
機
関

間
で
共

有
す
べ

き
で
あ

る
。
そ
し

て
、
随

時
そ

の
後
の

経
過
に

つ
い

て
報

告
と
次

の
見
立

て
と
協

働
に
つ

な
げ
て

い
く
必

要
が
あ

る
。
そ

う
し

た
ガ
イ

ド
ラ
イ

ン
の
項

目
提
示

が
求
め

ら
れ
る

。
 

Ⅴ
 

【
総
括

（
終
わ

り
に
）
】
 

 
略

 

要
対

協
に

つ
い

て
の

各
都

道
府

県
及

び
市

区
町

村
の

マ
ニ

ュ
ア

ル
を

検
討

す
る

と
、

か
な

り
現

実
の

会
議

運
営

の
あ

り

方
や

進
行
の

仕
方
に

偏
っ
た

も
の
が

多
く
見

受
け
ら

れ
る
。

 
 

し
か

し
、

本
論

稿
で

繰
り

返
し

強
調

し
て

き
た

よ
う

に
、

要
対

協
は

、
…

す
べ

て
の

子
ど

も
が

心
身

と
も

に
健

や
か

育

520
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ち
、

そ
の

持
て

る
力

を
最

大
限

に
発

揮
す

る
こ

と
が

で
き

る
よ

う
に

す
る

た
め

の
法

的
制

度
設

計
で

あ
り

、
地

域
の

関
係

機
関

等
が

子
ど

も
や

そ
の

家
庭

に
関

す
る

情
報

や
考

え
方

を
共

有
し

、
適

切
な

連
携

の
下

で
対

応
し

て
い

く
た

め
の

法
的

ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
機
能

な
の
で

あ
る
。

そ
の

意
味

で
、
要
対

協
の
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク
機

能
を
最

大
限
活

用
す
る

た
め
の

①
作
り

こ
み
の

マ
ネ
ジ

メ
ン
ト

と
、
②

運
用

の
マ

ネ
ジ
メ

ン
ト
の

両
面

28
に
お

い
て
、

法
的
観

点
か
ら

常
に
再

構
築
が

な
さ
れ

な
け
れ

ば
な
ら

な
い
。

 
略
 

 
 

2
02

00
3
18

脱
稿
 

 
 

『
自

治
研
究

』
（

第
一
法
規

）
掲

載
論

文
一

部
抜
粋

改
編
 

1  
児

童
福

祉
法

25
条

の
2

に
定

義
が

な
さ

れ
る

。
本

論
稿

に
お

い
て

、
基

本
的

な
児

童
福

祉
法

上
の

概
念

・
制

度
・

⽤
語

等
の

説
明

は
省

略
す

る
。

 
2  

本
論

稿
で

は
、

都
道

府
県

と
市

区
町

村
の

関
係

、
児

童
相

談
所

と
市

区
町

村
と

の
関

係
の

協
働

・
連

携
に

つ
い

て
論

じ
て

い
く

。
た

だ
し

、
法

、
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
、

通
知

等
を

そ
の

ま
ま

引
⽤

す
る

場
合

に
お

い
て

は
市

町
村

と
の

表
記

の
ま

ま
と

し
て

い
る

が
当

然
区

（
特

別
区

）
を

包
含

す
る

趣
旨

で
あ

る
。

な
お

、
政

令
市

及
び

児
童

相
談

所
設

置
市

に
つ

い
て

は
別

の
考

察
が

必
要

な
論

点
が

あ
る

が
本

論
稿

で
は

割
愛

す
る

。
 

3  
[現

⾏
の

要
対

協
設

置
・

運
営

指
針

の
構

成
] 

第
１

章
 要

保
護

児
童

対
策

地
域

協
議

会
の

基
本

的
な

考
え

⽅
 

①
要

保
護

児
童

対
策

地
域

協
議

会
と

は
、

②
要

保
護

児
童

対
策

地
域

協
議

会
の

意
義

 
③

児
童

福
祉

法
に

お
け

る
過

去
の

改
正

経
過

、
④

⽀
援

対
象

者
 

⑤
児

童
福

祉
法

第
 1

0 
条

の
２

に
規

定
す

る
市

区
町

村
⼦

ど
も

家
庭

総
合

⽀
援

拠
点

と
の

関
係

 
第

２
章

 要
保

護
児

童
対

策
地

域
協

議
会

の
運

営
⽅

法
等

 
①

設
置

主
体

 、
②

構
成

員
、

③
設

置
準

備
、

④
 公

⽰
第

３
章

 要
保

護
児

童
対

策
地

域
協

議
会

の
機

能
 

①
業

務
内

容
、

②
 相

談
か

ら
⽀

援
に

⾄
る

ま
で

の
流

れ
、

③
関

係
機

関
に

対
す

る
協

⼒
要

請
 

④
関

係
す

る
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
等

、
⑤

⽀
援

の
終

結
 、

⑥
転

居
へ

の
対

応
 

第
４

章
 要

保
護

児
童

対
策

調
整

機
関

 
①

趣
旨

 、
②

調
整

機
関

の
指

定
、

③
調

整
機

関
の

職
員

、
④

 調
整

担
当

者
に

求
め

ら
れ

る
専

⾨
性

 
⑤

調
整

機
関

の
業

務
 、

⑥
養

育
⽀

援
訪

問
事

業
等

と
の

関
係

 
第

５
章

 守
秘

義
務

 
①

趣
旨

 、
②

守
秘

義
務

の
適

⽤
範

囲
、
③

 罰
則

4  
む

ろ
ん

、
都

道
府

県
に

よ
る

要
対

協
設

置
を

否
定

す
る

も
の

で
は

な
い

が
、

市
区

町
村

に
加

え
て

都
道

府
県

の
要

対
協

設
置

が
補

完
的

に
設

置
さ

れ
る

形
式

は
あ

っ
た

と
し

て
も

、
都

道
府

県
の

み
の

要
対

協
設

置
で

は
き

め
細

か
な

個
別

⽀
援

は
難

し
い

と
い

え
よ

う
。

な
お

、
要

対
協

設
置

は
⼩

規
模

⾃
治

体
に

お
い

て
は

、
複

数
⾃

治
体

で
の

共
同

設
置

も
可

能
で

あ
る

。
 

5  
配

偶
者

か
ら

の
暴

⼒
の

防
⽌

及
び

被
害

者
の

保
護

等
に

関
す

る
法

律
に

お
け

る
配

偶
者

か
ら

の
暴

⼒
に

つ
い

て
Ｄ

Ⅴ
と

略
し

て
使

⽤
す

る
。

 
6  

あ
え

て
⾃

治
体

名
を

挙
げ

る
こ

と
は

し
な

い
が

、
地

域
の

⾃
治

体
の

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

や
冊

⼦
を

確
認

し
て

み
て

ほ
し

い
。

容
易

に
⼊

⼿
可

能
で

あ
る

。
筆

者
の

指
摘

が
理

解
で

き
る

で
あ

ろ
う

。
 

7  
⼀

時
保

護
や

児
童

福
祉

司
指

導
は

⾏
政

処
分

と
い

う
法

技
術

概
念

で
あ

る
と

い
う

こ
と

や
機

能
設

置
で

あ
る

と
い

っ
た

⾏
政

法
の

概
念

整
理

は
、

法
務

担
当

職
員

に
は

し
っ

く
り

い
く

説
明

で
あ

る
か

も
し

れ
な

い
が

、
福

祉
現

場
で

現
実

的
対

応
を

し
て

い
る

職
員

と
の

間
で

は
共

通
⾔

語
と

し
て

成
り

⽴
っ

て
お

ら
ず

、
齟

齬
が

⽣
じ

て
い

る
こ

と
は

多
々

⾒
聞

す
る

。
制

度
設

計
を

⾏
う

と
き

に
⼗

分
な

協
議

が
必

要
と

な
ろ

う
。

橋
渡

し
の

た
め

の
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
や

マ
ニ

ュ
ア

ル
が

必
要

と
な

ろ
う

。
 

8  
む

ろ
ん

都
道

府
県

で
要

対
協

を
設

置
し

て
い

る
場

合
ま

で
市

町
村

を
主

担
当

機
関

と
す

る
こ

と
は

な
い

。
そ

の
場

合
は

都
道

府
県

児
童

相
談

所
と

す
る

の
が

⾃
然

で
あ

る
。

 
9  

政
令

市
及

び
児

童
相

談
所

設
置

市
・

区
に

お
い

て
は

児
童

相
談

所
と

の
関

係
は

組
織

上
は

同
⼀

市
・

区
内

の
問

題
に

過
ぎ

な
い

こ
と

に
な

る
。

 
10

 前
掲

注
８

野
⽥

市
Ｈ

Ｐ
参

照
 

11
 市

町
村

の
規

模
や

⼈
的

体
制

の
レ

ベ
ル

等
に

よ
り

バ
ッ

ク
ア

ッ
プ

の
程

度
は

異
な

ろ
う

。
 

12
 要

対
協

指
針

は
、「

市
町

村
内

に
お

け
る

す
べ

て
の

虐
待

ケ
ー

ス
に

関
し

て
」

要
対

協
に

お
い

て
、「

絶
え

ず
ケ

ー
ス

の
主

担
当

機
関

及
び

主
た

る
⽀

援
機

関
を

フ
ォ

ロ
ー

し
、

ケ
ー

ス
の

進
⾏

管
理

を
進

め
て

い
く

こ
と

が
必

要
」

と
の

記
述

は
、

修
⽂

が
必

要
と

な
ろ

う
。

 
13

 筆
者

は
こ

の
指

針
作

成
の

ワ
ー

キ
ン

グ
委

員
と

し
て

組
織

の
間

隙
に

⼦
ど

も
が

落
ち

る
こ

と
の

な
い

よ
う

な
議

論
を

⾏
い

、
⽂

⾔
上

も
⼿

当
を

し
て

い
る

。
 

14
 ⼦

ど
も

・
若

者
⽀

援
地

域
協

議
会

、
⾃

⽴
⽀

援
協

議
会

、
そ

の
他

少
年

⾮
⾏

問
題

を
扱

う
学

校
・

教
育

員
会

に
よ

る
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
や

警
察

に
よ

る
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
等

な
ど

が
あ

る
。

 
15

 ①
虐

待
の

疑
い

で
、

⼦
ど

も
の

権
利

の
観

点
か

ら
⼗

分
な

調
査

を
し

た
結

果
、

⽀
援

の
必

要
が

あ
な

い
と

判
断

し
た

と
き

。
②

⽀
援

に
よ

り
状

況
が

改
善

し
、

継
続

し
た

⽀
援

の
必

要
が

な
い

と
判

断
し

た
と

き
（

解
決

の
他

、
軽

減
、

緩
和

も
含

む
）（

※「
と

て
も

安
定

し
て

い
る

、情
報

の
変

化
は

ほ
と

ん
ど

な
い

」状
態

が
6

カ
⽉

以
上

続
い

た
時

点
で

情
報

収
集

し
、

変
化

が
な

け
れ

ば
終

結
す

る
。

た
だ

し
虐

待
の

緊
急

度
が

最
重

度
・

重
度

ケ
ー

ス
は

、
継

続
管

理
、

特
定

妊
婦

及
び

乳
幼

児
の

ケ
ー

ス
は

、
最

低
で

も
３

歳
ま

で
継

続
管

理
を

⾏
う

と
と

も
に

、
⼦

育
て

世
代

包
括

⽀
援

セ
ン

タ
ー

や
⼦

ど
も

が
所

属
す

る
地

域
の

各
⽀

援
機

関
、

並
び

に
保

育
所

や
幼

稚
園

、
学

校
等

⼦
ど

も
が

家
庭

外
で

⽣
活

す
る

場
が

あ
る

場
合

は
、

こ
れ

ら
の

関
係

機
関

に
対

し
、

⼦
ど

も
や

家
庭

に
気

に
な

る
事

象
が

発
⽣

し
た

場
合

に
は

、
遅

滞
な

く
要

保
護

児
童

対
策

地
域

協
議

会
に

相
談

・
通

告
を

⾏
う

よ
う

依
頼

す
る

。）
。

③
⼼

配
要

素
は

あ
る

が
、

他
機

関
で

の
⽀

援
と

ケ
ー

ス
管

理
が

で
き

、
引

き
継

ぎ
終

え
た

と
き

（
※

⽀
援

・
管

理
を

依
頼

し
た

関
係

機
関

に
は

、
状

況
が

変
化

し
た

と
き

に
は

連
絡

を
⼊

れ
て

も
ら

い
、

再
受

理
・

対
応

が
で

き
る

旨
を

伝
え

る
。）

。
④

管
轄

外
へ

の
転

居
（

情
報

提
供

を
⾏

い
、

当
該

の
⾃

治
体

等
へ

移
管

す
る

）。
⑤

⼦
ど

も
が

満
18

歳
に

達
し

た
場

合
で

、
必

要
に

応
じ

た
適

切
な

⽀
援

機
関

に
引

継
ぎ

終
え

た
と

き
。

⑥
養

⼦
縁

組
等

に
よ

り
親

⼦
分

離
さ

れ
、

家
庭

復
帰

の
可

能
性

が
な

い
場

合
で

、
保

護
者

⽀
援

が
不

要
と

判
断

さ
れ

た
と

き
。

⑦
⼦

ど
も

が
死

亡
し

た
と

き
。

⑧
そ

の
他

（
相

談
種

別
の

変
更

な
ど

）。
 

16
 鈴

⽊
前

掲
「

ス
タ

ー
ト

ア
ッ

プ
マ

ニ
ュ

ア
ル

」
21

⾴
。

 
17

 こ
の

点
主

担
当

に
よ

る
⼀

⽅
的

な
⾔

い
切

り
で

終
わ

っ
て

い
る

例
の

指
摘

が
あ

る
。

 
18

 ⼦
ど

も
虐

待
対

応
の

⼿
引

き
（

平
成

 1
1 

年
３

⽉
 2

9 
⽇

付
け

児
企

第
 1

1 
号

厚
⽣

省
児

童
家

庭
局

企
画

課
⻑

通
知

）
 第

２
章

 虐
待

の
発

⽣
を

予
防

す
る

た
め

に
、

２
虐

待
に

⾄
る

お
そ

れ
の

あ
る

要
因

と
ア

セ
ス

メ
ン

ト
、

(1
)リ

ス
ク

要
因

と
は

、
②

養
育

環
境

の
リ

ス
ク

要
因

に
お

い
て

、
 

19
 ⻄

⽇
本

新
聞

20
19

09
03

ht
tp

s:/
/w

ww
.n

ish
in

ip
po

n.
co

.jp
/i

te
m

/n
/5

40
12

1/
。

厚
労

省
資

料
ht

tp
s:/

/w
ww

.m
hl

w.
go

.jp
/c

on
te

nt
/1

19
00

00
0/

00
05

52
86

2.
pd

f 
20

 野
⽥

市
死

亡
事

例
に

お
い

て
は

、
学

校
を

転
校

し
た

場
合

に
す

ぎ
な

い
が

、
こ

の
場

合
で

も
関

わ
っ

て
い

る
学

校
と

い
う

関
係

機
関

が
変

わ
っ

て
お

り
、

要
対

協
に

お
け

る
⾒

⽴
て

の
引

継
ぎ

等
の

議
論

が
も

と
め

ら
よ

う
。

 
21

 な
お

、
⼤

括
り

の
説

明
を

す
る

と
、

法
は

、
市

町
村

設
置

の
場

合
（

6
項

）
と

都
道

府
県

設
置

（
7

項
）

の
場

合
で

規
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定
ぶ

り
を

変
え

て
い

る
が

、
調

整
機

関
の

担
当

者
に

専
⾨

的
知

⾒
と

と
も

に
連

絡
調

整
を

し
て

要
対

協
を

動
か

す
⼒

量
を

求
め

て
い

る
こ

と
に

変
わ

り
は

な
い

。
専

⾨
的

知
⾒

を
習

得
す

る
た

め
の

研
修

は
重

要
で

あ
る

が
、

⽀
援

拠
点

の
理

解
の

も
と

に
⾏

わ
れ

る
必

要
が

あ
る

。
 

22
 要

対
協

構
成

機
関

と
し

て
は

、
法

25
条

の
5

は
、
①

⾏
政

機
関

、
②

法
⼈

、
③

そ
れ

以
外

と
の

類
型

を
設

け
て

い
る

。
①

②
に

お
い

て
は

代
表

し
て

会
議

に
参

加
し

た
者

の
み

で
な

く
機

関
・

団
体

の
職

員
全

体
及

ぶ
（

児
童

担
当

部
局

・
教

育
委

員
会

と
い

っ
た

機
関

単
位

で
あ

れ
ば

そ
の

機
関

構
成

員
に

及
ぶ

。）
。

 
23

 要
対

協
指

針
別

添
４

に
て

⾼
知

市
の

取
組

を
紹

介
す

る
。

 
24

 本
⽂

で
は

掲
げ

な
か

っ
た

が
、

年
齢

に
よ

り
低

年
齢

児
は

⺟
⼦

保
健

部
⾨

で
管

理
、

⼀
定

の
年

齢
以

上
に

な
っ

て
か

ら
⼦

ど
も

福
祉

部
⾨

（
家

庭
児

童
相

談
室

含
む

。）
で

管
理

す
る

と
い

う
⾃

治
体

も
あ

る
。

 
25

 市
町

村
⼦

ど
も

家
庭

⽀
援

指
針

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

2
章

3
節

６
本

⽂
、

(1
)、

(6
)参

照
 

26
 h

ttp
s:/

/w
ww

.ci
ty

.sa
pp

or
o.

jp
/k

od
om

o/
jis

ed
ai

/k
os

od
at

ek
ai

gi
/j

id
of

uk
us

hi
/d

oc
um

en
ts

/h
ou

ko
ku

sy
o-

r2
-

00
.p

df
 

27
 チ

ェ
ッ

ク
シ

ー
ト

を
作

る
こ

と
の

有
⽤

性
は

肯
定

し
う

る
。

し
か

し
、

要
保

護
児

童
か

要
⽀

援
児

童
か

の
判

断
の

た
め

に
議

論
を

⾏
い

時
間

が
取

ら
れ

る
と

い
う

⾃
治

体
担

当
者

の
声

が
あ

る
。

ま
た

、
特

定
妊

婦
の

判
断

に
つ

い
て

は
保

健
師

同
⼠

で
も

判
断

に
相

違
が

⽣
じ

る
と

述
べ

る
⾃

治
体

担
当

者
の

声
が

あ
る

。
要

保
護

者
、

要
⽀

援
者

、
特

定
妊

婦
と

い
う

概
念

へ
の

あ
て

は
め

に
時

間
と

労
⼒

を
か

け
る

意
味

が
果

た
し

て
あ

る
の

か
疑

問
な

し
と

し
な

い
。

な
お

、
㋐

の
場

合
で

あ
っ

て
も

、
リ

ス
ク

判
断

を
厳

格
に

⾏
わ

ず
に

、
リ

ス
ク

の
軽

重
判

断
を

緩
く

す
る

こ
と

で
、

間
⼝

で
の

危
険

の
⾒

落
と

し
や

運
⽤

の
労

⼒
を

減
ら

す
こ

と
は

で
き

よ
う

。
 

28
 鈴

⽊
前

掲
ス

タ
ー

ト
ア

ッ
プ

マ
ニ

ュ
ア

ル
8

⾴
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雇
児
発
０
３
３
１
 第

４
９
 号

 

平
成
 ２

 ９
 年

 ３
 月

 ３
 １

 日
 

都
 道

 府
 県

 知
 
事
 

各
 

指
 
定

 都
 市

 市
 
長
 

殿
 

中
 
核
 
市
 
市
 
長
 

厚
生
労

働
省
雇

用
均
等

・
児
童

家
庭
局

長
 

（
公

印
省
略

）
 

市
区

町
村
子

ど
も
家

庭
総
合

支
援
拠

点
の
設

置
運
営

等
に
つ

い
て
 

平
成
 2
8 
年
５
月
に
成
立
し
た
「
児
童
福
祉
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
」
（

平
成
 2
8 
年
法
律
第
 6
3 

号
）

に
お

い
て

、
基

礎
的

な
地

方
公

共
団

体
で

あ
る

市
町

村
は

、
子

ど
も

の
最

も
身

近
な

場
所

に
お

け
る

子
ど

も
及

び
妊

産
婦

の
福

祉
に

関
す

る
支

援
業

務
を

適
切

に
行

わ
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
こ

と
が

明
確

化
さ

れ
、

子
ど

も
と

そ
の

家
庭

及
び

妊
産

婦
等

を
対

象
に

、
実

情
の

把
握

、
子

ど
も

等
に

関
す

る
相

談
全

般
か

ら
通

所
・

在
宅

支
援

を
中

心
と

し
た

よ
り

専
門

的
な

相
談

対
応

や
必

要
な

調
査

、
訪

問
等

に
よ

る
継

続
的

な
ソ
ー

シ
ャ
ル

ワ
ー
ク

業
務
ま

で
を
行

う
機
能

を
担
う

拠
点
（

市
区
町

村
子
ど

も
家
庭

支
援
拠

点
。
以

下
 

「
支
援
拠
点
」
と
い
う
。
）
の
整
備
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
規
定
さ
れ
た
。
当
該
支
援
拠
点
に
お
け

る
運
営
に
関
す
る
基
準
及
び
設
備
に
つ
い
て
、
別
添
の
と
お
り
「
市
区
町
村
子
ど
も
家
庭
総
合
支
援
拠
点
設

置
運
営
要
綱
」
を
定
め
、
平
成
 2
9 
年
４
月
１
日
か
ら
実
施
す
る
こ
と
と
し
た
の
で
、
そ
の
適
正
か
つ
、
円

滑
な
実

施
を
期

さ
れ
た

く
通
知

す
る
。

 

つ
い

て
は

、
各

都
道

府
県

知
事

に
お

か
れ

て
は

、
貴

管
内

市
町

村
長

（
指

定
都

市
市

長
及

び
中

核
市
市

長
を
除

き
、
特

別
区
を

含
む
。

）
へ
の

周
知
に

つ
き
ご

配
慮
願

い
た
い

。
 

ま
た

、
「
市
町
村
に
お
け
る
児
童
等
に
対
す
る
必
要
な
支
援
を
行
う
た
め
の
拠
点
の
整
備
に
つ
い
て
」（

平
成
 

28
 年

 1
2
 月

 1
6 
日
付
け
雇
児
発
 1
2
16
 第

３
号
厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・
児
童
家
庭
局
長
通
知
）

は
廃
止

す
る
。

 

な
お
、

本
通
知

は
、
地
方

自
治
法
（

昭
和
 2
2
 年

法
律
第
 6
7
 
号

）
第
 2
4
5 
条

の
４

第
１
項
の
規
定
に

基
づ
く

技
術
的

な
助
言

で
あ
る

。
 

-
1
 
-

「
市

区
町
村

子
ど
も

家
庭
総

合
支
援

拠
点
」

設
置
運

営
要
綱

 

１
．
趣

旨
・
目

的
 

（
１
）

平
成
 2
8
 年

に
成
立
し
た
児
童
福
祉
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
 2
8 
年
法
律
第
 6
3
 号

。

以
下
「
平
成
 2
8
 年

児
童
福
祉
法
等
改
正
法
」
と
い
う
。
）
に

お
い

て
、
市

区
町

村
は
、

子
ど

も
が
心

身
と
も
に
健
や
か
に
育
成
さ
れ
る
よ
う
、
基
礎
的
な
地
方
公
共
団
体
と
し
て
、
子
ど
も
及
び
妊
産
婦

の
福
祉
に
関
し
、
必
要
な
実
情
の
把
握
に
努
め
、
情
報
の
提
供
を
行
い
、
家
庭
そ
の
他
か
ら
の
相
談

に
応
じ
、
調
査
及
び
指
導
を
行
う
と
と
も
に
、
そ
の
他
の
必
要
な
支
援
に
係
る
業
務
を
適
切
に
行
わ

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
が
明
確
化
さ
れ
た
。

（
２

）
ま
た
、
都
道
府
県
（
児
童
相
談
所
）
が
虐
待
相
談
を
受
け
て
対
応
し
た
ケ
ー
ス
の
う
ち
多
く
は
、

施
設
入
所
等
の
措
置
を
採
る
に
至
ら
ず
在
宅
支
援
と
な
っ
て
い
る
が
、
そ
の
後
に
重
篤
な
虐
待
事
例

が
生
じ
る
場
合
が
少
な
く
な
い
実
態
が
あ
る
。
市
区
町
村
が
、
身
近
な
場
所
で
、
子
ど
も
や
そ
の
保

護
者
（

親
権
を
行
う
者
、
未
成
年
後
見
人
そ
の
他
子
ど
も
を
現
に
監
護
す
る
者
。
以
下
同
じ
。
）
に

寄

り
添
っ
て
継
続
的
に
支
援
し
、
子
ど
も
虐
待
の
発
生
を
防
止
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
た
め
、
市
区

町
村
を
中
心
と
し
た
在
宅
支
援
の
強
化
を
図
る
こ
と
が
盛
り
込
ま
れ
て
い
る
。

（
３

）
市
区
町
村
は
、
す
べ
て
の
子
ど
も
の
権
利
を
擁
護
す
る
た
め
に
、
子
ど
も
の
最
も
身
近
な
場
所
に

お
け
る
子
ど
も
の
福
祉
に
関
す
る
支
援
等
に
係
る
業
務
を
行
う
こ
と
が
役
割
・
責
務
と
さ
れ
て
い
る

こ
と
を
踏
ま
え
、
子
ど
も
と
そ
の
家
庭
及
び
妊
産
婦
等
を
対
象
に
、
実
情
の
把
握
、
子
ど
も
等
に
関

す
る
相
談
全
般
か
ら
通
所
・
在
宅
支
援
を
中
心
と
し
た
よ
り
専
門
的
な
相
談
対
応
や
必
要
な
調
査
、

訪
問
等
に
よ
る
継
続
的
な
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
ク
業
務
ま
で
を
行
う
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

こ
の
た
め
、
市
区
町
村
は
、
地
域
の
リ
ソ
ー
ス
や
必
要
な
サ
ー
ビ
ス
と
有
機
的
に
つ
な
い
で
い
く

ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
ク
を
中
心
と
し
た
機
能
を
担
う
拠
点
（

市
区
町
村
子
ど
も
家
庭
総
合
支
援
拠
点
。

以
下
「
支
援
拠
点
」
と
い
う
。
）
の
設
置
に
努
め
る
も
の
と
す
る
。
 

（
４

）
本
設
置
運
営
要
綱
は
、
支
援
拠
点
が
、
福
祉
、
保
健
・
医
療
、
教
育
等
の
関
係
機
関
と
連
携
し
な

が
ら
、
責
任
を
持
っ
て
必
要
な
支
援
を
行
う
こ
と
を
明
確
化
す
る
と
と
も
に
、
子
育
て
世
代
包
括
支

援
セ
ン
タ
ー
や
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
（
以
下
「
地
域
協
議
会
」
と
い
う
。
）
・
要
保
護
児
童

対
策
調
整
機
関
と
の
関
係
整
理
や
児
童
相
談
所
と
の
連
携
、
協
働
の
あ
り
方
な
ど
、
適
切
な
運
営
が

行
わ
れ
る
よ
う
に
す
る
た
め
の
基
本
的
考
え
方
を
示
す
も
の
で
あ
る
。

２
．
実

施
主
体

 

支
援
拠
点

の
実
施

主
体
は

、
市
区

町
村
（

一
部
事

務
組
合

を
含
む

。
以
下

同
じ
。

）
と
す

る
。
 

た
だ
し
、
市
区
町
村
が
適
切
か
つ
確
実
に
業
務
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
と
認
め
た
社
会
福
祉
法
人
等

に
そ
の
一
部
を
委
託
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

ま
た
、
委
託
先
の
選
定
に
当
た
っ
て
は
、
支
援
拠
点
が
子
ど
も
と
そ
の
家
庭
及
び
妊
産
婦
等
の
個
人

情
報
を
取
り
扱
う
こ
と
に
な
る
た
め
、
徹
底
し
た
情
報
の
管
理
や
知
り
得
た
内
容
を
外
部
に
漏
ら
す
こ

と
が
な
い
よ
う
に
守
秘
義
務
の
徹
底
等
を
図
る
体
制
が
整
備
さ
れ
て
い
る
委
託
先
を
選
定
す
る
必
要
が

あ
る
。
そ
の
際
、
市
区
町
村
は
、
支
援
内
容
の
役
割
分
担
や
個
人
情
報
の
取
扱
い
な
ど
に
つ
い
て
、
支

援
拠
点
に
係
る
条
例
や
規
則
等
で
定
め
、
委
託
先
の
社
会
福
祉
法
人
等
が
適
切
に
業
務
を
行
う
こ
と
が
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で
き
る
よ
う
援
助
す
る
必
要
が
あ
る
。
さ
ら
に
、
委
託
先
が
行
っ
た
業
務
の
結
果
の
把
握
と
管
理
な
ど
、
業

務
を
適
正
に
行
う
責
任
及
び
最
終
的
に
判
断
を
行
う
責
任
は
市
区
町
村
に
あ
る
た
め
、
委
託
先
と
緊
密

に
連
携
し
、
信
頼
関
係
を
構
築
す
る
必
要
が
あ
る
。
 

ま
た
、
小
規
模
や
児
童
人
口
が
少
な
い
市
区
町
村
に
お
い
て
は
、
複
数
の
地
方
自
治
体
が
共
同
で
設

置
す
る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。
 

３
．
対

 
象
 

市
区
町
村
（
支
援
拠
点
）
は
、
管
内
に
所
在
す
る
す
べ
て
の
子
ど
も
と
そ
の
家
庭
（

里
親
及
び
養
子

縁
組
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
及
び
妊
産
婦
等
を
対
象
と
す
る
。
 

４
．
業

務
内
容

 

市
区
町
村
（

支
援

拠
点

）
は
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
を
基
盤
に
し
た
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
ク
の
機
能
を
担
い
、

す
べ
て
の
子
ど
も
と
そ
の
家
庭
及
び
妊
産
婦
等
を
対
象
と
し
て
、
そ
の
福
祉
に
関
し
必
要
な
支
援
に
係

る
業
務
全
般
を
行
う
。
 

ま
た
、
そ
の
支
援
に
当
た
っ
て
は
、
子
ど
も
の
自
立
を
保
障
す
る
観
点
か
ら
、
妊
娠
期
（
胎
児
期
）
 

か
ら
子
ど
も
の
社
会
的
自
立
に
至
る
ま
で
の
包
括
的
・
継
続
的
な
支
援
に
努
め
る
。
 

さ
ら
に
、
平
成
 2
8
 年

児
童
福
祉
法
等
改
正
法
を
踏
ま
え
、
要
支
援
児
童
若
し
く
は
要
保
護
児
童
及
び
そ

の
家

庭
又

は
特

定
妊

婦
等

（
以

下
「

要
支

援
児

童
及

び
要

保
護

児
童

等
並

び
に

特
定

妊
婦

等
」

と
い

う
。
）
を
対
象
と
し
た
、「
（
２

）要
支
援
児
童
及
び
要
保
護
児
童
等
並
び
に
特
定
妊
婦
等
へ
の
支
援
業
務
」

に
つ
い
て
強
化
を
図
る
。
 

（
１
）

子
ど
も

家
庭
支

援
全
般

に
係
る

業
務

①
実
情
の
把
握

子
ど
も
の
権
利
を
保
障
す
る
た
め
に
は
、
市
区
町
村
に
在
住
す
る
す
べ
て
の
子
ど
も
と
そ
の
家

庭
及
び
妊
産
婦
等
に
関
し
、
母
子
保
健
事
業
に
基
づ
く
状
況
、
親
子
関
係
、
夫
婦
関
係
、
き
ょ
う

だ
い
関
係
、
家
庭
の
環
境
及
び
経
済
状
況
、
保
護
者
の
心
身
の
状
態
、
子
ど
も
の
特
性
な
ど
の
養

育
環
境
全
般
に
つ
い
て
、
家
庭
全
体
の
問
題
と
し
て
捉
え
、
関
係
機
関
等
か
ら
必
要
な
情
報
を
収

集
す
る
と
と
も
に
、
イ
ン
フ
ォ
ー
マ
ル
な
リ
ソ
ー
ス
も
含
め
た
地
域
全
体
の
社
会
資
源
の
情
報
等

の
実
情
の
把
握
を
継
続
的
に
行
う
。
 

そ
の
際
、
保
育
所
・
幼
稚
園
、
学
校
等
に
在
籍
し
て
い
な
い
子
ど
も
や
「
居
住
実
態
が
把
握
で

き
な
い
児
童
」
に
も
留
意
し
て
把
握
に
努
め
る
。
 

②
情
報
の
提
供

子
ど
も
と
そ
の
家
庭
及
び
妊
産
婦
等
が
自
主
的
に
活
用
で
き
る
よ
う
に
、
当
該
地
域
の
実
情
や

社
会
資
源
等
に
関
す
る
情
報
の
提
供
を
行
う
と
と
も
に
、
関
係
機
関
に
も
連
携
に
資
す
る
そ
の
福

祉
に
関
す
る
資
源
や
支
援
等
に
関
す
る
情
報
の
提
供
を
行
う
。
特
に
、
子
ど
も
自
身
が
利
用
し
や

す
い
よ
う
な
社
会
資
源
に
関
す
る
情
報
の
提
供
の
仕
方
を
工
夫
す
る
べ
き
で
あ
る
。
 

一
方
、
関
係
機
関
へ
の
個
人
情
報
の
提
供
に
関
し
て
は
、
法
律
を
遵
守
す
る
と
と
も
に
、
④
の

総
合
調
整
を
行
う
際
に
も
、
そ
の
方
法
に
つ
い
て
工
夫
す
る
必
要
が
あ
る
。
 

③
相
談
等
へ
の
対
応

子
ど
も

と
そ
の

家
庭
及

び
妊
産

婦
等
や

関
係
機

関
等
か

ら
、
一

般
子
育

て
に
関

す
る
相

談
か
ら
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養
育
困
難
な
状
況
や
子
ど
も
虐
待
等

に
関
す
る
相
談
ま
で
、
ま
た
妊
娠
期
（
胎
児
期
）
か
ら
子
ど

も
の
自
立
に
至
る
ま
で
の
子
ど
も
家
庭
等
に
関
す
る
相
談
全
般
に
応
じ
る
。
 

そ
の
対
応
に
際
し
て
、
ま
ず
は
、
子
ど
も
と
そ
の
家
庭
及
び
妊
産
婦
等
か
ら
の
相
談
を
受
け
や

す
い
体
制
や
遅
滞
な
く
適
切
に
対
応
す
る
体
制
を
整
備
し
て
、
相
談
に
応
じ
る
こ
と
が
必
要
で
あ

る
。
 

相
談
対
応
に
当
た
っ
て
は
、
常
に
子
ど
も
の
権
利
保
障
と
い
う
目
的
を
意
識
す
る
必
要
が
あ
る

た
め
、
適
切
に
相
談
者
の
ニ
ー
ズ
を
把
握
し
、
そ
れ
に
応
じ
た
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
等
の
支
援
を
行

う
と
と
も
に
、
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
施
策
に
係
る
市
区
町
村
事
業
（
利
用
者
支
援
事
業
（
基

本

型
）

な
ど
）
を
十
分
に
活
用
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
り
、
さ
ら
に
密
接
に
連
携
す
る
必
要
が
あ
る

母
子
保
健
施
策
や
障
害
児
・
者
支
援
施
策
に
係
る
市
区
町
村
事
業
の
活
用
を
図
る
こ
と
が
求
め
ら

れ
る
。
当
該
家
庭
に
関
わ
る
場
合
に
は
、
生
活
保
護
や
高
齢
者
等
の
福
祉
施
策
と
の
連
携
、
民
生

委
員
・
児
童
委
員
（

主
任

児
童

委
員

）
、
妊
娠
相
談
や
子
育
て
支
援
な
ど
を
行
う
民
間
団
体
等
の
社

会
資
源
も
活
用
し
て
、
相
談
者
の
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
支
援
を
行
う
と
と
も
に
、
学
齢
期
の
子
ど
も

へ
の
対
応
で
は
、
い
じ
め
等
の
問
題
へ
の
取
組
や
特
別
支
援
教
育
等
の
教
育
関
連
施
策
と
の
連
携

も
視
野
に
相
談
対
応
を
行
う
な
ど
、
妊
娠
期
（
胎
児
期
）

か
ら
子
ど
も
の
自
立
ま
で
に
関
わ
る
社

会
資
源
の
機
能
を
的
確
に
把
握
し
、
十
分
な
連
携
を
図
り
な
が
ら
相
談
対
応
、
支
援
を
行
う
。
 

ま
た
、
児
童
福
祉
法
（

昭
和
 2
2
 年

法
律
第
 1
64
 号

。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
 2
5
 条

に
基
づ
 

く
要
保
護
児
童
を
発
見
し
た
者
か
ら
の
通
告
及
び
児
童
虐
待
の
防
止
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
 1
2 

年
法
律
第
 8
2 
号
。
以
下
「
児
童
虐
待
防
止
法
」
と
い
う
。
）
第
６
条
第
１
項
に
基
づ
く
子
ど
も
虐
 

待
を
受
け
た
と
思
わ
れ
る
子
ど
も
を
発
見
し
た
者
か
ら
の
通
告
や
、
法
第
 2
1 
条
の
 1
0
 の

５
第
１
 

項
に
基
づ
く
要
支
援
児
童
及
び
要
保
護
児
童
等
並
び
に
特
定
妊
婦
等
と
思
わ
れ
る
者
を
把
握
し
た

関
係
機
関
等
か
ら
の
情
報
の
提
供
を
受
け
、
そ
の
場
合
に
は
、
（
２

）
の
対
応
を
行
う
。
 

さ
ら
に
、
法
第
 2
6
 条

第
１
項
第
３
号
に
基
づ
く
児
童
相
談
所
か
ら
の
送
致
や
、
法
第
 2
6 
条
第
 

１
項
第
５
号
及
び
第
８
号
に
基
づ
く
通
知
を
受
け
、
そ
の
場
合
に
は
、
児
童
相
談
所
を
含
む
関
係

機
関
と
連
携
し
て
、
必
要
な
支
援
等
を
行
う
。
 

④
総
合
調
整

個
々
の
ニ
ー
ズ
、
家
庭
の
状
況
等
に
応
じ
て
最
善
の
方
法
で
課
題
解
決
が
図
ら
れ
る
よ
う
、
支

援
を
行
う
こ
と
と
併
せ
、
関
係
機
関
等
と
緊
密
に
連
携
し
、
地
域
に
お
け
る
子
育
て
支
援
の
様
々

な
社
会
資
源
を
活
用
し
て
、
適
切
な
支
援
に
有
機
的
に
つ
な
い
で
い
く
た
め
、
支
援
内
容
や
サ
ー

ビ
ス
の
調
整
を
行
い
、
包
括
的
な
支
援
に
結
び
付
け
て
い
く
適
切
な
支
援
を
行
う
。
関
係
機
関
等

と
の
連
携
に
お
い
て
も
、
常
に
子
ど
も
の
権
利
が
守
ら
れ
て
い
る
か
の
評
価
を
常
に
怠
ら
ず
に
支

援
を
継
続
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
 

特
に
、
要
支
援
児
童
及
び
要
保
護
児
童
等
並
び
に
特
定
妊
婦
等
に
関
し
て
は
、
支
援
拠
点
が
中

核
と
な
っ
て
必
要
な
支
援
を
行
う
と
と
も
に
、
関
係
機
関
で
サ
ー
ビ
ス
を
分
担
す
る
際
に
は
、
責

任
を
明
確
に
し
て
、
円
滑
な
サ
ー
ビ
ス
提
供
を
行
う
。
 

（
２
）

要
支
援

児
童
及

び
要
保

護
児
童

等
並
び

に
特
定

妊
婦
等

へ
の
支

援
業
務

要
支
援
児
童
及
び
要
保
護
児
童
等
並
び
に
特
定
妊
婦
等
へ
の
支
援
に
お
け
る
子
ど
も
家
庭
相
談
の

流
れ
（
全
体
像
）
と
し
て
は
、
相
談
・
通
告
を
受
け
、
事
前
の
情
報
収
集
を
基
に
（

緊
急
）
受
理
会

議
を
行
い
、
受
理
会
議
で
検
討
さ
れ
た
、
当
該
ケ
ー
ス
に
つ
い
て
の
事
実
関
係
を
整
理
す
る
た
め
の
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調
査
等
を
実
施
し
、
当
該
調
査
等
の
結
果
を
踏
ま
え
た
ア
セ
ス
メ
ン
ト
（
情
報
を
分
析
し
見
解
を
ま

と
め
た
も
の
）

を
基
に
、
ケ
ー
ス
検
討
会
議
（
支
援
方
針
会
議
）
に
よ
る
支
援
方
針
の
決
定
、
支
援

計
画
の
作
成
を
行
い
、
支
援
を
実
行
し
、
そ
の
後
の
ケ
ー
ス
の
進
行
管
理
及
び
支
援
終
結
の
判
断
を

行
う
と
い
う
も
の
で
あ
り
、
具
体
的
な
対
応
は
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。
 

①
相
談
・
通
告
の
受
付

相
談
・
通
告
を
受
け
、
問
題
の
内
容
な
ど
必
要
な
情
報
を
把
握
す
る
。
ま
た
、
必
要
に
応
じ
て

指
導
、
助
言
を
行
う
。
 

②
受
理
会
議
（
緊
急
受
理
会
議
）

受
け
付
け
た
ケ
ー
ス
の
う
ち
、
継
続
的
な
関
与
が
必
要
な
ケ
ー
ス
な
ど
に
つ
い
て
協
議
を
行
い
、
当

面
の
方
針
や
主
た
る
担
当
者
、
調
査
の
範
囲
等
を
決
定
す
る
。
ま
た
、
緊
急
に
受
理
会
議
を
開
催

す
る
必
要
が
あ
る
場
合
に
は
、
随
時
、
緊
急
受
理
会
議
を
開
催
す
る
。
 

受
理
会
議
（
緊
急
受
理
会
議
）

の
結
果
、
緊
急
に
児
童
相
談
所
へ
送
致
す
べ
き
ケ
ー
ス
に
つ
い

て
は
速
や
か
に
児
童
相
談
所
に
送
致
す
る
。
 

③
調
 

査
 

関
係
機
関
等
に
協
力
を
求
め
、
家
庭
の
生
活
状
況
や
得
ら
れ
た
情
報
に
関
す
る
事
実
把
握
を
行

っ
た
上
で
、
要
支
援
児
童
及
び
要
保
護
児
童
等
並
び
に
特
定
妊
婦
等
と
判
断
し
た
子
ど
も
と
そ
の

家
庭
及
び
妊
産
婦
等
に
関
し
て
は
、
子
ど
も
の
状
況
、
保
護
者
の
状
況
、
親
子
関
係
等
の
家
庭
環

境
、
家
庭
と
そ
の
支
援
体
制
の
状
況
及
び
地
域
と
の
関
係
等
に
関
す
る
情
報
や
要
支
援
児
童
及
び

要
保
護
児
童
等
並
び
に
特
定
妊
婦
等
に
至
っ
た
経
緯
の
把
握
等
の
必
要
な
調
査
を
行
う
。
特
に
、

子
ど
も
の
安
全
に
関
す
る
緊
急
度
や
リ
ス
ク
、
支
援
の
た
め
の
ニ
ー
ズ
な
ど
を
把
握
す
る
こ
と
を

意
識
し
て
調
査
を
行
う
。
 

④
ア
セ
ス
メ
ン
ト

③
の
調
査
に
よ
っ
て
得
ら
れ
た
情
報
を
基
に
、
家
庭
、
子
ど
も
、
保
護
者
、
妊
婦
、
親
子
関
係
、

地
域
と
の
関
係
及
び
支
援
の
状
況
等
の
評
価
を
行
い
、
要
支
援
児
童
及
び
要
保
護
児
童
等
の
場
合

は
、
特
に
、
子
ど
も
の
心
身
の
安
全
に
関
す
る
緊
急
度
と
リ
ス
ク
及
び
子
ど
も
と
家
庭
の
ニ
ー
ズ

を
的
確
に
把
握
す
る
こ
と
は
そ
の
後
の
対
応
に
重
要
で
あ
り
、
支
援
計
画
の
作
成
に
資
す
る
総
合

的
か
つ
複
数
の
職
員
に
よ
る
多
角
的
な
ア
セ
ス
メ
ン
ト
を
行
う
。
ま
た
、
必
要
に
応
じ
て
、
地
域

協
議
会
の
個
別
ケ
ー
ス
検
討
会
議
を
開
催
し
、
情
報
を
共
有
す
る
。
 

⑤
支
援
計
画
の
作
成
等

必
要
に
応
じ
た
関
係
機
関
等
と
の
連
携
を
行
い
、
子
ど
も
の
権
利
を
守
る
た
め
の
支
援
方
針
や

支
援
の
内
容
を
具
体
的
に
実
施
し
て
い
く
た
め
の
支
援
計
画
を
作
成
す
る
。
そ
の
作
成
に
当
た
っ

て
は
、
④
の
ア
セ
ス
メ
ン
ト
に
基
づ
き
、
問
題
に
至
っ
た
プ
ロ
セ
ス
を
考
え
、
そ
れ
を
改
善
す
る

た
め
の
支
援
目
標
を
設
定
す
る
。
そ
の
際
、
可
能
な
限
り
子
ど
も
、
保
護
者
及
び
妊
婦
の
意
見
や

参
加
を
求
め
、
保
護
者
に
左
右
さ
れ
ず
に
子
ど
も
の
意
見
を
聞
く
配
慮
が
必
要
で
あ
る
。
 

ま
た
、
支
援
計
画
を
立
て
る
際
に
、
支
援
の
過
程
で
危
機
状
態
に
至
る
可
能
性
が
あ
る
こ
と
を

常
に
念
頭
に
置
き
、
子
ど
も
の
心
身
の
安
全
が
脅
か
さ
れ
て
い
る
、
若
し
く
は
そ
の
可
能
性
が
高

く
な
っ
て
い
る
時
の
対
応
を
定
め
て
お
く
必
要
が
あ
る
。
な
お
、
支
援
を
有
効
に
行
う
た
め
に
、

保
護
者
に
支
援
計
画
に
関
し
て
説
明
し
な
い
方
が
良
い
と
考
え
ら
れ
る
場
合
に
は
、
関
係
機
関
間

で
そ
の
点
に
つ
い
て
の
合
意
形
成
を
図
る
必
要
が
あ
る
。
 

さ
ら
に

、
⑥
の

支
援
及

び
指
導

等
を
行

い
な
が

ら
、
必

要
に
応

じ
て
、

定
期
的

（
３
か

月
に
１
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回
程
度
）

に
ケ
ー

ス
の
変

化
や
支

援
目
標

の
到
達

状
況
に

つ
い
て

、
組
織

的
に
確

認
し
、

支
援
内

容
の
見
直

し
を
行

う
。
そ

の
お
お

よ
そ
の

時
期
も

支
援
計

画
に
定

め
て
お

く
こ
と

が
望
ま

し
い
。

 

⑥
支
援
及
び

指
導
等

ア
 支

援
の
内
容

支
援
計
画
に
基
づ
き
、
支
援
は
、
子
ど
も
へ
の
支
援
、
保
護
者
へ
の
支
援
、
家
族
へ
の
支
援
、
周

囲
を
含
め
た
社
会
へ
の
支
援
を
行
う
。
妊
産
婦
の
場
合
も
、
妊
産
婦
本
人
へ
の
支
援
、
家
族
へ

の
支
援
、
周
囲
へ
の
支
援
を
行
う
必
要
が
あ
る
。
支
援
に
は
、
電
話
、
面
接
等
の
適
切
な
方
法

に
よ
る
助
言
指
導
や
継
続
的
な
支
援
、
関
係
機
関
と
役
割
分
担
し
て
行
う
支
援
、
通
所
、
訪
問

等
の
方
法
に
よ
る
継
続
的
な
養
育
支
援
や
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
、
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
ク
等
が
あ
る
。
 

ま
た
、
必
要
に
応
じ
て
関
係
機
関
と
協
議
、
調
整
し
た
上
で
、
要
支
援
児
童
及
び
要
保
護
児
童
等

並
び

に
特

定
妊

婦
等

へ
の

在
宅

支
援

サ
ー

ビ
ス

（
養
育

支
援

訪
問

事
業
、

シ
ョ
ー

ト
ス

テ
ィ

事

業
、
保
育
所
、
一
時
預
か
り
事
業
、
子
育
て
援
助
活
動
支
援
事
業
（

フ
ァ
ミ
リ
ー
・
サ
ポ
ー
ト
・
セ

ン
タ
ー
事
業
）
等
）
の
提
供
や
、
障
害
児
・
者
施
策
、
生
活
困
窮
者
施
策
、
ひ
と
り
親
支
援
施
策
等

の
サ
ー
ビ
ス
を
活
用
す
る
と
と
も
に
、
身
近
で
利
用
し
や
す
い
社
会
資
源
を
活
用
し
て
効
果
的
な
在

宅
支
援
を
行
う
。
 

さ
ら
に
、
相
談
対
応
か
ら
支
援
及
び
指
導
等
に
至
る
一
連
の
過
程
が
理
解
で
き
、
継
続
的
に

支
援
で
き
る
よ
う
、
要
支
援
児
童
及
び
要
保
護
児
童
等
並
び
に
特
定
妊
婦
等
に
関
す
る
支
援
経

過
や
関
係
機
関
間
の
情
報
の
や
り
取
り
な
ど
の
記
録
を
作
成
し
、
管
理
・
保
管
す
る
。
 

ま
た
、
必
要
に
応
じ
て
、
児
童
相
談
所
で
対
応
し
て
い
る
施
設
入
所
等
の
措
置
を
行
っ
て
い

る
子
ど
も
の
保
護
者
や
そ
の
家
庭
の
支
援
に
つ
い
て
も
、
家
庭
復
帰
支
援
の
一
環
と
し
て
児
童

相
談
所
と
連
携
し
な
が
ら
対
応
す
る
。
 

イ
都
道
府
県
（
児
童

相
談
所
）
の
指
導
措
置
に

つ
い
て
委
託
を
受
け
て
対

応
す
る
も

の

市
区
町
村
（
支
援
拠
点
）
の
子
ど
も
に
関
す
る
相
談
・
通
告
へ
の
対
応
と
し
て
は
、
市
区
町

村
自
ら
が
中
心
と
な
っ
て
対
応
す
る
も
の
、
児
童
相
談
所
等
に
ケ
ー
ス
を
送
致
す
る
も

の
、
及

び
都
道
府
県
（

児
童
相
談
所
）

の
指
導
措
置
に
つ
い
て
委
託
を
受
け
て
対
応
す
る
も
の
の
３
つ

に
大
き
く
分
か
れ
る
。
そ
の
中
で
、
平
成
 2
8 
年
児
童
福
祉
法
等
改
正
法
に
お
い
て
、
市
区
町
村

を
中
心
と
し
た
在
宅
支
援
を
強
化
す
る
一
環
と
し
て
、
都
道
府
県
（

児
童
相
談
所
）

に
よ
る
指

導
措
置
に
つ
い
て
、
委
託
先
と
し
て
市
町
村
が
追
加
さ
れ
、
法
第
 2
6
 条

第
１
項
第
２
号
及
び
法
 

第
 2
7 
条
第
 1
 項

第
２
号
に
基
づ
き
、
都
道
府
県
（
児
童
相
談
所
）
に
よ
る
指
導
措
置
の
委
託
を

受
け
て
市
区
町
村
が
行
う
指
導
（
以
下
「
市
区
町
村
指
導
」
と
い
う
。
）
は
、
在
宅
で
の
支
援
が

行
き
届
い
て
い
な
い
子
ど
も
、
支
援
を
適
切
に
受
け
入
れ
ら
れ
な
い
保
護
者
又
は
家
庭

等
や
、

継
続
的
に
寄
り
添
っ
た
支
援
が
適
当
と
考
え
ら
れ
る
事
例
に
対
し
、
都
道
府
県
（
児
童
相
談

所
）

 

の
措
置
と
い
う
行
政
処
分
を
背
景
に
行
う
も
の
で
あ
り
、
都
道
府
県
（
児
童
相
談
所
）
か

ら
委

託
を
受
け
た
市
区
町
村
（
支
援
拠
点
）
で
は
、
以
下
の
事
項
に
留
意
し
、
児
童
相
談
所

と
常
に

協
働
し
て
市
区
町
村
指
導
を
実
施
す
る
。
 

（
ア
）

市
区
町
村
（
支
援
拠
点
）

は
、
都
道
府
県
（
児
童
相
談
所
）
の
措
置
に
よ
る
児
童
福
祉
司

指
導
と
い
う
枠
組
み
の
中
で
委
託
を
受
け
て
、
子
ど
も
や
保
護
者
等
の
家
庭
を
訪
問
し
、
家

事
援
助
等
の
支
援
や
必
要
に
応
じ
通
所
に
よ
る
支
援
等
の
市
区
町
村
指
導
（
以
下
「
市
区
町

村
に
よ
る
支
援
等
」
と
い
う
。
）
を
実
施
す
る
。
ま
た
、
児
童
相
談
所
と
情
報
を
共
有
し
、
参

525
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考
と
な

る
事
項

を
詳
細

に
把
握

す
る
と

と
も
に

、
児
童

相
談
所

と
市
区

町
村
の

役
割
を

明
確

に
し
、

協
働
し

て
支
援

計
画
を

作
成
し

、
共
有

す
る
。

 

（
イ

）
市
区
町
村
に
よ
る
支
援
等
を
行
う
に
当
た
っ
て
は
、
頻
回
に
児
童
相
談
所
と
情
報
を
共
有

し
、
そ
の
有
効
性
を
判
断
す
る
。
ま
た
、
市
区
町
村
に
よ
る
支
援
等
の
趣
旨
の
徹
底
を
図
る

必
要
が
あ
る
場
合
に
は
、
児
童
相
談
所
が
当
該
家
庭
に
対
し
て
当
該
措
置
に
関
す
る
理
解
を

促
す
対
応
を
行
う
よ
う
、
児
童
相
談
所
と
協
議
を
行
う
と
と
も
に
、
児
童
相
談
所
の
介
入
的

な
対
応
と
並
行
し
て
市
区
町
村
に
よ
る
支
援
等
を
行
う
。

（
ウ

）
当
該
措
置
の
解
除
又
は
変
更
に
当
た
っ
て
は
、
事
前
に
都
道
府
県
（
児
童
相
談
所
）
と

市

区
町
村
（
支
援
拠
点
）
と
が
十
分
協
議
を
行
う
必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
市
区
町
村
に
よ
る
支

援
等
の
結
果
、
市
区
町
村
（
支
援
拠
点
）

が
当
該
措
置
の
解
除
又
は
変
更
を
適
当
と
認
め
た

場
合
に
も
、
児
童
相
談
所
と
協
議
を
行
い
、
措
置
の
解
除
又
は
変
更
を
促
す
。

⑦
児
童
記
録
票
の
作
成

支
援
の
方
針
や
見
直
し
、
あ
る
い
は
子
ど
も
家
庭
支
援
員
等
の
不
在
時
の
対
応
や
異
動
の
場
合

な
ど
、
そ
の
ケ
ー
ス
に
関
す
る
記
録
が
な
い
と
適
切
な
対
応
が
で
き
な
い
た
め
、
ケ
ー
ス
の
概
要

や
支
援
過
程
が
理
解
で
き
る
よ
う
、
世
帯
ご
と
で
は
な
く
相
談
を
受
理
し
た
子
ど
も
ご
と
に
児
童

記
録
票
を
作
成
し
、
管
理
・
保
管
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
 

妊
婦
に
関
す
る
相
談
・
通
告
の
う
ち
子
ど
も
が
出
生
後
に
要
支
援
児
童
又
は
要
保
護
児
童
と
し

て
の
支
援
の
必
要
が
見
込
ま
れ
る
場
合
は
、
受
理
し
た
段
階
で
児
童
記
録
票
を
作
成
し
、
妊
婦
自

身
に
関
す
る
記
録
を
残
し
、
子
ど
も
が
出
生
し
た
段
階
で
子
ど
も
に
関
す
る
記
録
を
加
え
る
こ
と

と
し
、
一
貫
し
た
支
援
の
経
過
を
残
す
。
 

⑧
支
援
の
終
結

市
区
町
村
（
支
援
拠
点
）
は
、
相
談
を
終
結
す
る
場
合
、
そ
の
理
由
を
明
確
に
し
、
記

録
に
残

し
て
お
く
（
日
時
、
構
成
員
、
終
結
理
由
・
根
拠
等
）
と
と
も
に
、
児
童
相
談
所
を
含
め
た
関
係

機
関
が
連
携
し
て
対
応
し
て
い
た
ケ
ー
ス
の
場
合
は
、
終
結
の
方
針
を
決
定
す
る
前
に
、
担
当
者

間
で
遅
延
な
く
連
絡
・
協
議
す
る
な
ど
、
情
報
を
共
有
し
合
意
形
成
を
図
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
ま

た
、
地
域
協
議
会
の
実
務
者
会
議
を
通
じ
て
、
関
係
機
関
に
漏
れ
な
く
終
結
す
る
こ
と
を
報
告
す

る
。
 

（
３
）

関
係
機

関
と
の

連
絡
調

整

①
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
の
活
用

地
域
協
議
会
の
対
象
ケ
ー
ス
に
関
し
て
は
、
進
行
管
理
を
行
う
会
議
な
ど
実
務
者
会
議
等
を
通

じ
て
、
要
支
援
児
童
及
び
要
保
護
児
童
等
並
び
に
特
定
妊
婦
等
に
関
す
る
情
報
の
交
換
及
び
共
有

や
支
援
内
容
の
協
議
等
を
行
う
地
域
協
議
会
を
構
成
す
る
関
係
機
関
等
と
の
連
絡
調
整
を
密
に
行

う
。
特
に
、
多
機
関
連
携
に
お
い
て
は
、
常
に
子
ど
も
の
権
利
を
意
識
し
た
ア
セ
ス
メ
ン
ト
や
支

援
計
画
を
共
有
し
、
す
べ
て
の
機
関
に
お
い
て
、
子
ど
も
の
権
利
擁
護
の
考
え
を
浸
透
さ
せ
、
そ

れ
に
基
づ
く
評
価
を
行
う
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
 

②
児
童
相
談
所
と
の
連
携
、
協
働

ア
支

援
拠

点
と

児
童

相
談

所
は

、
個

々
の

ケ
ー

ス
の

状
況

等
に

よ
り

、
役

割
分

担
・

連
携

を
図

り
つ
つ
、
常
に
協
働
し
て
支
援
を
行
う
こ
と
と
し
、
定
例
的
に
情
報
交
換
や
連
絡
調
整
の
機
会

を
設
け
る
な
ど
、
日
頃
か
ら
良
好
な
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
図
る
必
要
が
あ
る
。
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イ
ま

た
、

ケ
ー

ス
が

関
係

機
関

の
隙

間
に

落
ち

た
り

、
責

任
の

所
在

が
曖

昧
に

な
る

こ
と

を
防

ぐ
た
め
、
必
ず
主
担
当
機
関
を
定
め
、
緊
密
な
連
携
の
も
と
に
援
助
又
は
支
援
を
行
う
。
そ
の

際
、
ケ
ー
ス
対
応
に
関
す
る
共
通
理
解
や
問
題
認
識
の
共
有
、
円
滑
な
情
報
共
有
を
図
り
、
遅

延
な
く
初
期
対
応
に
当
た
る
必
要
が
あ
る
。
そ
の
後
の
ケ
ー
ス
対
応
に
お
い
て
も
、
児
童
相
談

所
と
認
識
を
共
有
し
な
が
ら
、
相
互
の
意
見
が
違
っ
た
と
き
に
、
ケ
ー
ス
の
客
観
的
な
見
立
て

の
見
直
し
を
行
う
。

③
他
関
係
機
関
、
地
域
に
お
け
る
各
種
協
議
会
等
と
の
連
携

子
ど
も
の
権
利
を
守
る
た
め
の
支
援
業
務
を
円
滑
か
つ
効
率
的
に
実
施
す
る
た
め
に
、
保
健
所
、

市
町
村
保
健
セ
ン
タ
ー
、
民
生
委
員
・
児
童
委
員
（
主
任
児
童
委
員
）、

教
育
委
員
会
、
学
校
、
医
療

機
関
、
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
、
児
童
福
祉
施
設
・
里
親
、
養
子
縁
組
家
庭
、
地
域
子
ど

も
・
子
育
て
支
援
事
業
実
施
機
関
、
障
害
児
・
者
相
談
支
援
事
業
所
、
障
害
児
通
所
支
援
事
業
所
、
発
達

障
害
者
支
援
セ
ン
タ
ー
、
子
ど
も
・
若
者
総
合
相
談
セ
ン
タ
ー
、
地
域
若
者
サ
ポ
ー
ト
ス
テ
ー
シ

ョ
ン
、
警
察
、
少
年
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
、
子
ど
も
・
若
者
支
援
地
域
協
議
会
、（

地
域
自
立
支
援
）

協
議

会
そ

の
他

地
域

の
関

係
機

関
、

地
域

に
お

け
る

各
種

協
議

会
等

と
の

連
携

の
確

保
に

努
め

る
。
 

（
４
）

そ
の
他

の
必
要

な
支
援

①
児

童
相

談
所

が
一

時
保

護
又

は
施

設
入

所
等

の
措

置
を

解
除

し
た

後
の

子
ど

も
等

が
、

新
し

い

生
活
環
境
の
下
で
安
定
し
た
生
活
を
継
続
し
て
い
く
た
め
に
、
児
童
相
談
所
は
、
解
除
前
の
早
い

段
階
か
ら
、
支
援
拠
点
に
必
要
な
情
報
を
提
供
す
る
と
と
も
に
、
家
庭
復
帰
に
つ
い
て
協
議
す
る

こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
こ
の
た
め
、
解
除
前
に
児
童
相
談
所
と
支
援
拠
点
並
び
に
関
係
機
関
と
で

個
別
ケ
ー
ス
検
討
会
議
を
開
催
す
る
必
要
が
あ
る
。

ま
た
、

支
援
拠

点
は
、

児
童
相

談
所
と

十
分
に

連
携
を

図
り
、

必
要
に

応
じ
て

、
地
域

協
議
会

 

（
進
行
管

理
を
行

う
会
議

な
ど
実

務
者
会

議
等
）

の
活
用

な
ど
に

よ
り
、

子
ど
も

や
家
族

か
ら
の

相
談
や
定

期
的
な

訪
問
等

を
行
う

な
ど
の

ア
フ
タ

ー
ケ
ア

を
行
う

。
 

②
子

ど
も

を
養

育
し

て
い

る
里

親
、

養
子

縁
組

里
親

の
家

庭
や

養
子

縁
組

家
庭

が
、

地
域

に
お

い

て
社
会
的
に
つ
な
が
り
を
持
ち
、
孤
立
し
な
い
た
め
に
、
支
援
拠
点
は
、
地
域
の
社
会
資
源
の
活

用
や
、
役
所
の
手
続
が
円
滑
に
進
む
よ
う
、
児
童
相
談
所
や
関
係
機
関
と
連
携
し
て
必
要
な
支
援

を
行
う
。

③
不

良
行

為
に

関
す

る
相

談
な

ど
非

行
相

談
の

対
応

に
当

た
っ

て
は

、
子

ど
も

の
行

動
特

性
の

ア

セ
ス
メ
ン
ト
と
と
も
に
、
家
族
、
学
校
、
警
察
、
子
ど
も
の
生
活
と
関
係
の
あ
る
場
や
機
関
と
の

協
働
が
重
要
で
あ
る
。
さ
ら
に
、
子
ど
も
と
そ
の
保
護
者
が
地
域
に
お
い
て
孤
立
す
る
こ
と
な
く

支
援
を
受
け
な
が
ら
生
活
が
続
け
ら
れ
る
よ
う
、
関
係
機
関
が
連
動
で
き
る
よ
う
に
、
市
区
町
村

は
積
極
的
に
支
援
す
る
必
要
が
あ
る
。
 

５
．
設
置
形
態
等
 

（
１
）

類
型
 

支
援
拠
点

は
、
児

童
人
口

規
模
に

応
じ
て

、
 

①
小
規
模
型
【
小
規
模
市
・
町
村
部
】

ア
小
規
模
Ａ

型
：
児
童
人
口
概
ね

 0
.
9 
万
人
未
満
（
人
口
約

 5
.6
 万

人
未
満
）
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イ
小
規
模
Ｂ
型
：
児
童
人
口
概
ね
 0
.9
 万

人
以
上
 1
.
8 
万
人
未
満
（
人
口
約
 5
.6
 万

人
以
上
約

11
.
3 
万

人
未

満
）

 

ウ
小
規
模
Ｃ
型
：
児
童
人
口
概
ね
 1
.8
 万

人
以
上
 2
.
7 
万
人
未
満
（
人
口
約
 1
1
.3
 万

人
以
上
約

1
7
 
万
人
未

満
）
 

②
中
規
模
型
【
中
規
模
市
部
】
：
児
童
人
口
概
ね
 2
.
7 
万
人
以
上
 7
.
2
 万

人
未
満
（

人
口
約
 1
7
 万

人
以
上
約

 4
5 
万

人
未
満

）
 

③
大
規
模
型
【
大
規
模
市
部
】
：
児
童
人
口
概
ね
 7
.
2 
万
人
以
上
（
人
口
約
 4
5 
万
人
以
上
）

の
５
類
型
に
区
分
す
る
。
 

ま
た
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
て
、
小
規
模
型
の
小
規
模
市
・
町
村
部
に
お
い
て
は
、
２
次
医
療
圏

を
単
位
と
し
た
広
域
で
の
設
置
、
中
規
模
型
及
び
大
規
模
型
の
市
部
に
お
い
て
は
、
区
域
等
に
応
じ

て
複
数
の
支
援
拠
点
の
設
置
な
ど
の
方
法
も
考
え
ら
れ
る
。
特
に
、
指
定
都
市
に
お
い
て
は
、
行
政

区
ご
と
に
設
置
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
 

（
２
）

運
営
方

法
等

地
域
の

実
情
に

応
じ
た

多
様
な

運
営
方

法
等
を

工
夫
す

る
こ
と

が
で
き

る
。

①
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
と
の
関
係

支
援
拠
点
は
、
地
域
協
議
会
に
参
加
す
る
多
く
の
関
係
機
関
の
役
割
や
責
務
を
明
確
に
し
、
そ

の
機
能
を
最
大
限
に
発
揮
で
き
る
よ
う
、
あ
ら
ゆ
る
場
面
で
調
整
力
を
発
揮
し
、
地
域
の
総
合
力

を
高
め
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
ま
た
、
関
係
機
関
相
互
の
円
滑
な
連
携
・
協
力
を
図

り
、
具
体
的
な
支
援
に
結
び
付
け
て
い
く
役
割
も
担
っ
て
い
る
た
め
、
法
第
 2
5 
条
の
２
第
５
項
に
基

づ
く
、
支
援
対
象
児
童
等
に
対
す
る
支
援
の
実
施
状
況
を
的
確
に
把
握
し
、
児
童
相
談
所
、
養
育

支
援
訪
問
事
業
を
行
う
者
そ
の
他
の
関
係
機
関
等
と
の
連
絡
調
整
を
行
う
「
要
保
護
児
童
対
策
調

整
機
関
」
を
担
う
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
 

②
子
育
て
世
代
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
（

利
用
者
支
援
事
業
（
母
子
保
健
型
））

と
の
関
係

支
援
拠
点
は
、
特
定
妊
婦
等
を
対
象
と
し
た
相
談
支
援
等
を
行
う
役
割
も
担
っ
て
い
る
た
め
、

子
育
て
支
援
施
策
と
母
子
保
健
施
策
と
の
連
携
、
調
整
を
図
り
、
よ
り
効
果
的
な
支
援
に
つ
な
げ

る
た
め
に
、
同
一
の
機
関
が
、
支
援
拠
点
と
子
育
て
世
代
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
２
つ
の
機
能
を

担
い
、
一
体
的
に
支
援
を
実
施
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
 

ま
た
、
支
援
拠
点
と
子
育
て
世
代
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
を
そ
れ
ぞ
れ
別
の
機
関
が
機
能
を
担
う

場
合
に
は
、
適
切
に
情
報
を
共
有
す
る
と
と
も
に
、
子
ど
も
の
発
達
段
階
や
家
庭
の
状
況
等
に
応

じ
て
連
携
し
て
対
応
し
、
継
続
し
た
支
援
が
行
え
る
よ
う
な
体
制
を
整
備
（
そ
れ
ぞ
れ
別
の
機
関

が
機
能
を
担
う
こ
と
に
よ
る
漏
れ
を
防
止
す
る
た
め
、
担
う
べ
き
機
能
を
所
掌
事
務
等
で
明
確
化

す
る
な
ど
）
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
 

③
利
用
者
支
援
事
業
（

基
本
型
）

と
の
関
係

支
援
拠
点
は
、
一
般
子
育
て
に
関
す
る
相
談
な
ど
に
も
応
じ
、
適
切
な
支
援
に
有
機
的
に
つ
な

い
で
い
く
役
割
も
担
っ
て
い
る
た
め
、
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
（
平
成
 2
4
 年

法
律
第
 6
5 
号
）
 

第
 5
9
 条

に
規
定
す
る
地
域
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
や
そ
の
他
の
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
を
円
滑

に
利
用
で
き
る
よ
う
に
す
る
に
は
、
利
用
者
支
援
事
業
実
施
機
関
と
適
切
に
情
報
を
共
有
す
る
と

と
も
に
、
子
ど
も
の
発
達
段
階
や
家
庭
の
状
況
等
に
応
じ
て
連
携
し
て
対
応
し
、
継
続
し
た
支
援

が
行
え
る
よ
う
、
有
効
な
社
会
資
源
の
一
つ
と
し
て
活
用
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
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④
家
庭
児
童
相
談
室
と
の
関
係

支
援
拠
点
は
、
通
所
・
在
宅
支
援
を
中
心
と
し
た
よ
り
専
門
的
な
相
談
対
応
を
行
う
役
割
も
担

っ
て
お
り
、
福
祉
事
務
所
の
家
庭
児
童
福
祉
に
関
す
る
専
門
的
技
術
を
必
要
と
す
る
相
談
指
導
業

務
を
行
う
既
存
の
家
庭
児
童
相
談
室
の
機
能
を
包
含
す
る
こ
と
に
も
な
る
た
め
、
家
庭
児
童
相
談

室
の
機
能
を
核
と
し
て
支
援
拠
点
の
機
能
を
拡
充
し
て
い
く
こ
と
も
想
定
さ
れ
る
。
 

⑤
庁
内
の
関
係
部
局
と
の
関
係

支
援
拠
点
は
、
子
ど
も
と
そ
の
家
庭
及
び
妊
産
婦
等
の
状
況
に
応
じ
て
、
様
々
な
社
会

資
源
を

活
用
し
て
、
有
機
的
に
つ
な
げ
、
包
括
的
な
支
援
に
結
び
付
け
て
い
く
役
割
も
担
っ
て
い
る
た
め
、
庁

内
の
関
係
部
局
、
特
に
、
保
健
担
当
部
局
（

母
子
保
健
、
精
神
保
健
、
地
域
保
健
）
、
教
育
担
当
部

局
（

生
徒
指
導
、
特
別
支
援
教
育
）
、
福
祉
担
当
部
局
（

障
害
児
・
者
福
祉
、
生
活
保
護
、
生
活
困

窮
者
自
立
支
援
制
度
、
母
子
福
祉
、
地
域
福
祉
、
高
齢
者
福
祉
）
、
青
少
年
担
当
部
局
（
青

少
年

育

成
、
若
者
支
援
）、

総
務
担
当
部
局
（
住
民
基
本
台
帳
、
戸
籍
担
当
）
と
は
、
情
報
の
共
有
を
含
む

緊
密
な
連
携
が
不
可
欠
で
あ
り
、
こ
れ
ら
を
相
互
に
結
び
付
け
る
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
中
核
機
関
と

な
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
 

６
．
職
員
配
置
等
 

（
１
）
主
な
職
員

支
援
拠
点
に
は
、
原
則
と
し
て
、
①
子
ど
も
家
庭
支
援
員
、
②
心
理
担
当
支
援
員
、
③
虐
待
対
応

専
門
員
の
職
務
を
行
う
職
員
を
置
く
も
の
と
し
、
必
要
に
応
じ
て
、
④
安
全
確
認
対
応
職
員
、
⑤
事

務
処
理
対
応
職
員
を
置
く
こ
と
が
で
き
る
。
 

（
２
）

主
な
職

務
、
資

格
等

職
員
の
そ

れ
ぞ
れ

の
主
な

職
務
、

資
格
等

に
つ
い

て
は
、

以
下
の

と
お
り

と
す
る

。

①
子
ど

も
家
庭
支
援
員

ア
主
な
職
務

(ア
) 
実

情
の
把

握

(イ
)
相
談
対
応

(ウ
) 
総
合
調
整

(
エ

)
 
調
査
、

支
援
及

び
指
導

等

(
オ
)
他
関

係
機
関
等

と
の
連
携

イ
資
格
等

社
会
福

祉
士
、

精
神
保

健
福
祉

士
、
医

師
、
保

健
師
、

保
育
士

等
（
別

表
の
１

参
照
）

な
お
、

当
分
の

間
、
厚

生
労
働

大
臣
が

定
め
る

基
準
に

適
合
す

る
研
修

を
受
け

た
者
も

認
め

る
こ
と

と
す
る

。
 

②
心
理

担
当
支
援
員

ア
主
な
職
務

(
ア

)
 
心
理
ア

セ
ス
メ

ン
ト

(イ
)
 子

ど
も
や
保
護

者
等
の
心
理
的
側
面
か
ら

の
ケ
ア

イ
資
格
等

大
学
や

大
学
院

に
お
い

て
、
心

理
学
を

専
修
す

る
学
科

又
は
こ

れ
に
相

当
す
る

課
程
を

修
め
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て
卒
業

し
た
者

等
 

③
虐
待

対
応
専
門
員

ア
主
な
職
務

(
ア

)
 虐

待
相

談

(
イ

)
 
虐
待
が

認
め
ら

れ
る
家

庭
等
へ

の
支
援

(ウ
)
 児

童
相
談
所
、

保
健
所
、
市
町
村
保
健
セ

ン
タ
ー
な

ど
関
係
機
関
と

の
連
携
及
び
調
整

イ
資
格
等

社
会
福

祉
士
、

精
神
保

健
福
祉

士
、
医

師
、
保

健
師
等

（
別
表

の
２
参

照
）

な
お
、

当
分
の

間
、
厚

生
労
働

大
臣
が

定
め
る

基
準
に

適
合
す

る
研
修

を
受
け

た
者
も

認
め

る
こ
と

と
す
る

。
 

（
３
）

配
置
人

員
等

５
（
１

）
の
類

型
ご
と

に
、
主

な
職
員

の
そ
れ

ぞ
れ
の

最
低
配

置
人
員

等
を
定

め
る
こ

と
と
し

、

①
小
規
模
型

ア
小
規
模
Ａ

型
：
子
ど
も
家
庭
支
援
員

を
常
時
２
名
（
１
名
は
非
常
勤
形
態
で
も

可
）
の
常
時

計
２

名
以
上

 

イ
小
規
模
Ｂ
型
：
子
ど
も
家
庭
支
援
員

を
常
時
２
名
（
１
名

は
非
常
勤
形

態
で
も
可
）、

虐
待
対

応
専

門
員
を
常

時
１
名
（
非
常

勤
形
態
で

も
可
）
の
常
時

計
３
名
以
上
 

ウ
小
規
模
Ｃ
型
：
子
ど
も
家
庭
支
援
員

を
常
時
２
名
（
１
名

は
非
常
勤
形

態
で
も
可
）、

虐
待
対

応
専

門
員
を
常

時
２
名
（
非
常

勤
形
態
で

も
可
）
の
常
時

計
４
名
以
上
 

②
中
規
模
型
：
子
ど
も
家
庭
支
援
員
を
常
時
３
名
（

１
名
は

非
常

勤
形
態

で
も

可
）、

心
理
担
当
支

援
員
を
常
時
１
名
（
非
常
勤

形
態
で
も
可
）
、
虐
待
対
応
専
門
員
を
常
時
２
名
（

非

常
勤
形
態
で
も
可
）
の
常
時
計
６
名
以
上
 

③
大
規
模
型
：
子
ど
も
家
庭
支
援
員
を
常
時
５
名
（

１
名
は

非
常

勤
形
態

で
も

可
）、

心
理
担
当
支

援
員
を
常
時
２
名
（
非
常
勤

形
態
で
も
可
）
、
虐
待
対
応
専
門
員
を
常
時
４
名
（

非

常
勤
形
態
で
も
可
）
の
常
時
計
 1
1
 名

以
上
 

を
配
置
す

る
な
ど

を
標
準

と
す
る

。
（
別

紙
の
１

参
照
）

 

た
だ
し
、
小
規
模
Ｂ
型
以
上
の
類
型
か
つ
児
童
千
人
当
た
り
の
児
童
虐
待
相
談
対
応
件
数
が
全
国

平
均
を
上
回
る
市
区
町
村
（
支
援
拠
点
）

は
、
児
童
相
談
所
の
児
童
福
祉
司
の
配
置
基
準
の
算
定
を

準
用
し
た
算
式
（
別
紙
の
２
参
照
）
で
算
定
さ
れ
た
人
数
を
、
虐
待
対
応
専
門
員
の
類
型
ご
と
の
最

低
配
置
人
員
に
上
乗
せ
し
て
配
置
す
る
こ
と
を
標
準
と
す
る
。
 

ま
た
、
平
成
 2
8
 年

児
童
福
祉
法
等
改
正
法
の
趣
旨
を
踏
ま
え
、
市
区
町
村
の
虐
待
対
応
担
当
窓
口
の

一
層
の
体
制
強
化
を
図
り
、
現
行
の
水
準
を
下
回
る
こ
と
が
な
い
よ
う
に
努
め
る
必
要
が
あ
る
。
な

お
、
福
祉
事
務
所
に
設
置
し
て
い
る
家
庭
児
童
相
談
室
の
職
員
（
家
庭
児
童
福
祉
の
業
務
に
従
 事

す
る
社
会
福
祉
主
事
及
び
家
庭
児
童
福
祉
に
関
す
る
相
談
指
導
業
務
に
従
事
す
る
職
員
（
家
庭
相
 

談
員
））

と
兼
務
す
る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。
 

（
４
）

人
材
育

成

市
区
町
村
は
、
支
援
拠
点
に
配
置
す
る
職
員
の
計
画
的
な
育
成
に
努
め
、
人
事
異
動
等
に
よ
っ
て

質
の
低
下
を
招
く
こ
と
が
な
い
よ
う
、
効
果
的
か
つ
計
画
的
な
ロ
ー
テ
ー
シ
ョ
ン
に
配
慮
し
つ
つ
、
 

-
1
1 
-

社
会
福
祉

士
等
の

資
格
等

の
取
得

や
、
研

修
受
講

や
ス
キ

ル
ア
ッ

プ
の
た

め
の
自

己
研
鑽

等
を
行

う

職
員
に
対

す
る
必

要
な
支

援
な
ど

、
職
員

の
資
質

の
向
上

に
努
め

る
こ
と

が
求
め

ら
れ
る

。
 

７
．
設

備
・
器

具
 

（
１
）

設
備
等

支
援
拠
点
に
は
、
相
談
室
（
相
談
の

秘
密

が
守
ら
れ
る
こ
と
）、

親
子
の
交
流
ス
ペ
ー
ス
、
事
務
室
、

そ
の
他
必
要
な
設
備
を
設
け
る
こ
と
を
標
準
と
す
る
。
 

な
お
、
支
援
拠
点
と
し
て
の
機
能
を
効
果
的
に
発
揮
す
る
た
め
に
は
、
一
定
の
独
立
し
た
ス
ペ
ー

ス
を
確
保
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。

た
だ
し
、
新
た
に
施
設
を
設
置
（

整
備
）
す
る
の
で
は
な
く
、
既
存
の
サ
ー
ビ
ス
提
供
機
関
の
機

能
を
活
用
し
て
実
施
す
る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。
 

（
２
）

器
具
等

支
援
拠
点
に
は
、
記
録
や
文
書
作
成
に
必
要
な
物
品
の
ほ
か
、
各
部
屋
に
は
そ
の
目
的
を
達
成
す

る
た
め
に
必
要
な
器
具
、
調
度
品
等
を
備
え
て
お
く
。
 

特
に
、
虐
待
相
談
・
通
告
受
付
票
、
支
援
計
画
及
び
児
童
記
録
票
な
ど
は
、
多
く
の
個
人
情
報
が

含
ま
れ
、
特
に
子
ど
も
や
保
護
者
等
の
支
援
経
過
な
ど
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
に
関
わ
る
極
め
て
重
要
な
書

類
で
あ
る
と
と
も
に
、
ケ
ー
ス
と
し
て
終
結
し
た
後
も
再
び
対
応
す
る
こ
と
も
あ
り
得
る
た
め
、
長

期
保
存
と
す
る
こ
と
も
想
定
し
、
鍵
の
か
か
る
書
庫
等
に
厳
重
に
保
管
し
て
お
く
こ
と
が
必
要
で
あ

る
。
 

な
お
、

廃
棄
す

る
際
に

も
、
行

政
文
書

と
し
て

適
正
な

手
続
を

経
て
、

処
分
を

行
う
。

 

ま
た
、
業
務
効
率
化
の
た
め
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
等
の
Ｏ
Ａ
機
器
の
設
置
が
望
ま
し
く
、
虐
待
相

談
・
通
告
受
付
票
等
の
相
談
記
録
等
は
電
子
フ
ァ
イ
ル
と
し
て
整
理
を
進
め
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら

れ
る
。
 

８
．
留

意
事
項

 

支
援
拠
点
の
運
営
に
は
、
支
援
拠
点
を
含
む
市
区
町
村
に
お
け
る
子
ど
も
家
庭
支
援
の
基
本
的
考
え

方
や
求
め
ら
れ
る
専
門
性
、
支
援
業
務
の
具
体
的
な
内
容
等
を
網
羅
的
に
ま
と
め
た
「
市
町
村
子

ど
も

家
庭
支
援
指
針
」（
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
）（
平
成
 2
9
 年

３
月
 3
1 
日
付
け
雇
児
発
 0
3
31
 第

 4
7
 号

本
職
通
知
）

を
併
用
し
て
、
す
べ
て
の
子
ど
も
が
適
切
な
養
育
を
受
け
、
健
や
か
な
成
長
・
発
達
や
自
立
等
を

保
障

さ
れ
、
そ
の
持
て
る
力
を
最
大
限
に
発
揮
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
子
ど
も
及
び
そ
の
家
庭
を
支

援
す

る
こ
と
を
目
的
と
し
、
常
に
子
ど
も
の
安
全
の
確
保
を
念
頭
に
置
く
こ
と
は
も
ち
ろ
ん
の
こ
と
、

子
ど

も
の
最
善
の
利
益
を
優
先
し
て
考
慮
し
、
行
わ
れ
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
 

９
．
費

 
用
 

支
援
拠
点
の
運
営
に
要
す
る
費
用
の
一
部
に
つ
い
て
、
国
は
予
算
の
範
囲
内
に
お
い
て
別
に
定
め
る

と
こ
ろ
に
よ
り
補
助
す
る
も
の
と
し
、
そ
の
内
容
に
つ
い
て
は
、
「
児
童
虐
待
防
止
対
策
支
援
事
業
の
実

施
に
つ
い
て
（」
平
成
 1
7
 年

５
月
２
日
付
け
雇
児
発
第
 0
50
2
00
1
 号

本
職
通
知
）
等
の
と
お
り
と
す
る
。
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-
1
2 
-

（
別

表
）
 

１
．
「
子
ど
も
家
庭
支
援
員
」
の
資
格
等
 

（
１

）
都
道

府
県
知

事
の
指

定
す
る

児
童
福

祉
司
若

し
く
は

児
童
福

祉
施
設

の
職
員

を
養
成

す
る
学

校
そ

の
他
の
施

設
を
卒

業
し
、

又
は
都

道
府
県

知
事
の

指
定
す

る
講
習

会
の
課

程
を
修

了
し
た

者

（
２
）

学
校
教
育
法
（
昭
和
 2
2
 年

法
律
第
 2
6
 号

）
に
基
づ
く
大
学
又
は
旧
大
学
令
（
大
正
７
年
勅
令
第

3
8
8 
号
）
に
基
づ
く
大
学
に
お
い
て
、
心
理
学
、
教
育
学
若
し
く
は
社
会
学
を
専
修
す
る
学
科
又
は

こ
れ
ら
に
相
当
す
る
課
程
を
修
め
て
卒
業
し
た
者
で
あ
っ
て
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
施
設
に
お

い
て
１
年
以
上
児
童
そ
の
他
の
者
の
福
祉
に
関
す
る
相
談
に
応
じ
、
助
言
、
指
導
そ
の
他
の
援
助
を

行
う
業
務
（
以
下
「
相
談
援
助
業
務
」
と
い
う
。
）
に
従
事
し
た
も
の

（
３
）

医
師

（
４
）

社
会
福

祉
士

（
５

）
社
会

福
祉
主

事
と
し

て
２
年

以
上
児

童
福
祉

事
業
に

従
事
し

た
者
で

あ
っ
て

、
厚
生

労
働
大

臣
が

定
め
る
講

習
会
の

課
程
を

修
了
し

た
も
の

（
６

）
学
校

教
育
法

に
よ
る

大
学
に

お
い
て

、
心
理

学
、
教

育
学
若

し
く
は

社
会
学

を
専
修

す
る
学

科
又

は
こ
れ
ら

に
相
当

す
る
課

程
に
お

い
て
優

秀
な
成

績
で
単

位
を
修

得
し
た

こ
と
に

よ
り
、

同
法
第

1
02
 条

第
２
項
の

規
定
に

よ
り
大

学
院
へ

の
入
学

を
認
め

ら
れ
た

者
で
あ

っ
て
、

指
定
施

設
に
お

い

て
１
年
以

上
相
談

援
助
業

務
に
従

事
し
た

も
の

（
７

）
学
校
教
育
法
に
よ
る
大
学
院
に
お
い
て
、
心
理
学
、
教
育
学
若
し
く
は
社
会
学
を
専
攻
す
る
研
究

科
又
は
こ
れ
ら
に
相
当
す
る
課
程
を
修
め
て
卒
業
し
た
者
で
あ
っ
て
、
指
定
施
設
に
お
い
て
１
年
以

上
相
談
援
助
業
務
に
従
事
し
た
も
の

（
８

）
外
国
の
大
学
に
お
い
て
、
心
理
学
、
教
育
学
若
し
く
は
社
会
学
を
専
修
す
る
学
科
又
は
こ
れ
ら
に

相
当
す
る
課
程
を
修
め
て
卒
業
し
た
者
で
あ
っ
て
、
指
定
施
設
に
お
い
て
１
年
以
上
相
談
援
助
業
務

に
従
事
し
た
も
の

（
９

）
社
会
福
祉
士
と
な
る
資
格
を
有
す
る
者
（
（
４
）

に
規
定
す
る
者
を
除
く
。
）
 

（
10
）

精
神
保
健
福
祉
士
と
な
る
資
格
を
有
す
る
者

（
11
）

保
健
師

（
12
）

助
産
師

（
13
）

看
護
師

（
14
）

保
育
士

（
15
）

教
育
職
員
免
許
法
（
昭
和
 2
4 
年
法
律
第
 1
4
7 
号
）
に
規
定
す
る
普
通
免
許
状
を
有
す
る
者

（
16
）

社
会
福
祉
主
事
た
る
資
格
を
得
た
後
の
次
に
掲
げ
る
期
間
の
合
計
が
２
年
以
上
で
あ
る
者
で
あ
っ

て
、
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
講
習
会
の
課
程
を
修
了
し
た
も
の

①
社
会
福
祉
主
事
と
し
て
児
童
福
祉
事
業
に
従
事
し
た
期
間

②
児
童
相
談
所
の
所
員
と
し
て
勤
務
し
た
期
間

（
17
）

社
会
福
祉
主
事
た
る
資
格
を
得
た
後
３
年
以
上
児
童
福
祉
事
業
に
従
事
し
た
者
（
（

16
）
に
規
定
す

る
者
を
除
く
。
）

（
18
）

児
童
福
祉
施
設
の
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
（
昭
和
 2
3 
年
厚
生
省
令
第
 6
3 
号
）
第
 2
1
 条

第

６
項
に
規

定
す
る

児
童
指

導
員

-
1
3 
-

２
．
「
虐
待
対
応
専
門
員
」
の
資
格
等
 

（
１

）
都
道

府
県
知

事
の
指

定
す
る

児
童
福

祉
司
若

し
く
は

児
童
福

祉
施
設

の
職
員

を
養
成

す
る
学

校
そ

の
他
の
施

設
を
卒

業
し
、

又
は
都

道
府
県

知
事
の

指
定
す

る
講
習

会
の
課

程
を
修

了
し
た

者

（
２

）
学
校
教
育
法
に
基
づ
く
大
学
又
は
旧
大
学
令
に
基
づ
く
大
学
に
お
い
て
、
心
理
学
、
教
育
学
若
し

く
は
社
会
学
を
専
修
す
る
学
科
又
は
こ
れ
ら
に
相
当
す
る
課
程
を
修
め
て
卒
業
し
た
者
で
あ
っ
て
、

厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
施
設
に
お
い
て
１
年
以
上
相
談
援
助
業
務
に
従
事
し
た
も
の

（
３
）

医
師

（
４
）

社
会
福

祉
士

（
５

）
社
会

福
祉
主

事
と
し

て
２
年

以
上
児

童
福
祉

事
業
に

従
事
し

た
者
で

あ
っ
て

、
厚
生

労
働
大

臣
が

定
め
る
講

習
会
の

課
程
を

修
了
し

た
も
の

（
６

）
学
校

教
育
法

に
よ
る

大
学
に

お
い
て

、
心
理

学
、
教

育
学
若

し
く
は

社
会
学

を
専
修

す
る
学

科
又

は
こ
れ
ら

に
相
当

す
る
課

程
に
お

い
て
優

秀
な
成

績
で
単

位
を
修

得
し
た

こ
と
に

よ
り
、

同
法
第

1
0
2
 
条
第

２
項
の

規
定
に

よ
り
大

学
院
へ

の
入
学

を
認
め

ら
れ
た

者
で
あ

っ
て
、

指
定
施

設
に
お

い

て
１
年
以

上
相
談

援
助
業

務
に
従

事
し
た

も
の

（
７

）
学
校
教
育
法
に
よ
る
大
学
院
に
お
い
て
、
心
理
学
、
教
育
学
若
し
く
は
社
会
学
を
専
攻
す
る
研
究

科
又
は
こ
れ
ら
に
相
当
す
る
課
程
を
修
め
て
卒
業
し
た
者
で
あ
っ
て
、
指
定
施
設
に
お
い
て
１
年
以

上
相
談
援
助
業
務
に
従
事
し
た
も
の

（
８

）
外
国
の
大
学
に
お
い
て
、
心
理
学
、
教
育
学
若
し
く
は
社
会
学
を
専
修
す
る
学
科
又
は
こ
れ
ら
に

相
当
す
る
課
程
を
修
め
て
卒
業
し
た
者
で
あ
っ
て
、
指
定
施
設
に
お
い
て
１
年
以
上
相
談
援
助
業
務

に
従
事
し
た
も
の

（
９

）
社
会
福
祉
士
と
な
る
資
格
を
有
す
る
者
（
（
４
）

に
規
定
す
る
者
を
除
く
。
）
 

（
10
）

精
神
保
健
福
祉
士
と
な
る
資
格
を
有
す
る
者

（
11
）

保
健
師

（
12
）

助
産
師

（
13
）

看
護
師

（
14
）

保
育
士
で
あ
っ
て
、
指
定
施
設
に
お
い
て
２
年
以
上
相
談
援
助
業
務
に
従
事
し
た
も
の
で
あ
り
、

か
つ
、
指
定
講
習
会
の
課
程
を
修
了
し
た
も
の

（
15
）

教
育
職
員
免
許
法
に
規
定
す
る
普
通
免
許
状
を
有
す
る
者

（
16
）

社
会
福
祉
主
事
た
る
資
格
を
得
た
後
の
次
に
掲
げ
る
期
間
の
合
計
が
２
年
以
上
で
あ
る
者
で
あ
っ

て
、
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
講
習
会
の
課
程
を
修
了
し
た
も
の

①
社
会
福
祉
主
事
と
し
て
児
童
福
祉
事
業
に
従
事
し
た
期
間

②
児
童
相
談
所
の
所
員
と
し
て
勤
務
し
た
期
間

（
17
）

社
会
福
祉
主
事
た
る
資
格
を
得
た
後
３
年
以
上
児
童
福
祉
事
業
に
従
事
し
た
者
（
（

16
）
に
規
定
す

る
者
を
除
く
。
）

（
18
）

児
童
福
祉
施
設
の
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
第
 2
1 
条
第
６
項
に
規
定
す
る
児
童
指
導
員
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-
1
4 
-

（
別
紙

）
 

１
．
主

な
職
員

の
最
低

配
置
人

員
 

子
ど

も
家

庭
支
援

員
 

心
理
担

当
支
援

員
 

虐
待
対

応
専
門

員
 

合
 

計
 

小
規

模
型
 

小
規
模
Ａ

型
 

常
時
２
名

 
―
 

―
 

常
時
２
名

 

小
規
模
Ｂ

型
 

常
時
２
名

 
―
 

常
時
１
名

 
常

時
３
名

 

小
規
模
Ｃ

型
 

常
時
２
名

 
―
 

常
時
２
名

 
常

時
４
名

 

中
規

模
型
 

常
時
３
名

 
常

時
１
名
 

常
時
２
名

 
常

時
６
名

 

大
規

模
型
 

常
時
５
名

 
常

時
２
名
 

常
時
４
名

 
常

時
 
1
1
 
名

 

（
※
）
こ
の
他
、
支
援
拠
点
に
は
、
必
要
に
応
じ
て
、
安
全
確
認
対
応
職
員
、
事
務
処
理
対
応
職
員
等
の
職
員
を
配
置

す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。
 

２
．
虐

待
対
応

専
門
員

の
上
乗

せ
配
置

の
算
定

式
 

○
各
市
区
町
村
の
児
童
虐

待
相
談
対
応
件
数
 

―
 
各
市
区
町

村
管
轄
地
域
の
児
童
人
口

 
×
 

 全
国
の
児
童
虐
待
相
談
対
応
件
数
 

 全
国
の
児
童
人
口
 

÷
 
40
 

（
※

１
）

市
区
町

村
内
に

複
数
の

支
援
拠

点
を
設

置
す
る

場
合
に

は
、
支

援
拠
点

単
位
で

算
定
。

 

（
※
２
）
各
年
度
に
お
け
る
上
乗
せ
人
員
は
、
児
童
人
口
は
直
近
の
国
勢
調
査
（
平
成
 2
7
 年

）
の
数
値
を
、
児
童

虐
待
相
談
対
応
件
数
は
前
々
年
度
の
福
祉
行
政
報
告
例
の
数
値
を
用
い
て
算
定
。
 

（
※

３
）
「
40
」
は
、
平
均
的
な
児
童
相
談
所
の
児
童
福
祉
司
の
虐
待
相
談
に
係
る
持
ち
ケ
ー
ス
数
（
年

間
約

 4
0

ケ
ー
ス
（
雇
用
均
等
・
児
童
家
庭
局
総
務
課
調
））

を
踏
ま
え
た
も
の
。
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